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参考－1 

参考１ 

 

男女共同参画会議令（平成１２年政令第２５９号） 

 

 内閣は、男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）第二十八条の規

定に基づき、この政令を制定する。 

 

  （専門委員）  

第 一条 内閣総理大臣は、専門の事項を調査させるため必要があるときは、男女共

同参画会議（以下「会議」という。）の意見を聴いて、会議に専門委員を置くことがで

きる。 

２  専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者のうちから、内閣総理

大臣が任命する。 

３  専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したとき

は、解任されるものとする。 

４  専門委員は、非常勤とする。 

（専門調査会）  

第 二条 会議は、その議決により、専門調査会を置くことができる。 

２  専門調査会に属すべき者は、専門委員のうちから、議長が指名する。ただし、議

長は、必要があると認める場合は、専門調査会に属すべき者として議員を指名す

ることができる。 

３  専門調査会は、その設置に係る調査が終了したときは、廃止されるものとする。

  （庶務）  

第 三条 会議の庶務は、内閣府男女共同参画局総務課において処理する。 

  （雑則）  

第 四条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他会議の運営に関し必要な

事項は、議長が会議に諮って定める。 
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参考２ 

男女共同参画会議議員名簿 

平成１９年４月１日現在 

 

 議 長   塩崎 恭久  内閣官房長官  

 議 員   菅 義偉  総務大臣  

 同  長勢 甚遠  法務大臣  

 同  麻生 太郎  外務大臣  

 同  尾身 幸次  財務大臣  

 同  伊吹 文明  文部科学大臣  

 同  柳澤 伯夫  厚生労働大臣  

 同  松岡 利勝  農林水産大臣  

 同  甘利 明  経済産業大臣  

 同  冬柴 鐵三  国土交通大臣  

 同  若林 正俊  環境大臣  

 同  溝手 顕正  国家公安委員会委員長  

 同  高市 早苗  内閣府特命担当大臣（少子化・男女共同参画）  

 同  岩田 喜美枝  株式会社資生堂取締役執行役員常務  

 同  植本 眞砂子  日本労働組合総連合会副会長  

 同  内永 ゆか子  日本アイ・ビー・エム株式会社技術顧問  

 同  帯野 久美子  株式会社インターアクト・ジャパン代表取締役  

 同  鹿嶋 敬  実践女子大学教授  

 同  勝俣 恒久  東京電力株式会社取締役社長  

 同  加藤 さゆり  全国地域婦人団体連絡協議会事務局長  

 同  神津 カンナ  作家  

 同  佐藤 博樹  東京大学教授  

 同  袖井 孝子  お茶の水女子大学名誉教授  

 同  橘木 俊詔  同志社大学教授  

 同  谷本 正憲  石川県知事 
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参考３ 

監視・影響調査専門調査会運営規則 

 
平成１６年１０月２０日 
監視・影響調査専門調査会 

（調査会の運営） 
第１条 監視・影響調査専門調査会（以下「調査会」という。）の議事の手続その他調査会

の運営に関しては、法令及び男女共同参画会議運営規則に定めるもののほか、この運営規

則の規定するところによる。 
 
（調査会の招集） 
第２条 調査会は、会長が招集する。 
 
（委員の欠席） 
第３条 調査会に属する議員又は専門委員（以下「調査会委員」という。）が調査会を欠席

する場合は、代理人を調査会に出席させ、又は他の調査会委員に議決権の行使を委任する

ことはできない。 
２ 調査会を欠席する調査会委員は、会長を通じて、当該調査会に付議される事項につき、

書面により意見を提出することができる。 
 
（議事） 
第４条 調査会は、会長が出席し、かつ、調査会委員の過半数が出席しなければ、開くこ

とはできない。 
２ 議事は、出席した調査会委員の過半数をもって決し、可否同数の場合には、会長の決

するところによる。 
 
（議事要旨） 
第５条 会長は、調査会の終了後、速やかに、当該調査会の議事要旨を作成し、これを公

表する。 
 
（議事録） 
第６条 会長は、当該調査会の議事録を作成し、調査会に諮った上で、一定期間を経過し

た後にこれを公表する。 
 
（会長代理） 
第７条 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する調査会委員が、その職務を

代理する。 
 
（雑則） 
第８条 この規則に定めるもののほか、調査会に関し必要な事項は、会長が定める。 
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参考４ 

監視・影響調査専門調査会 委員名簿 

平成１９年４月１日現在 

（５０音順、敬称略） 

 

 

※植本 眞砂子   日本労働組合総連合会副会長 

○ 大沢 真知子   日本女子大学教授 

◎※鹿嶋 敬     実践女子大学教授 

勝又 幸子    国立社会保障・人口問題研究所部長  

神田 道子    独立行政法人国立女性教育会館理事長 

※佐藤 博樹    東京大学教授 

神野 直彦    東京大学教授 

※袖井 孝子    お茶の水女子大学名誉教授 

※橘木 俊詔    同志社大学教授 

畠中 誠二郎   中央大学教授 

山口 みつ子   (財）市川房枝記念会常務理事 

山谷 清志    同志社大学教授 

横田 洋三    中央大学教授 
 
（会長：◎印、会長代理：○印） 
（男女共同参画会議議員：※印） 
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参考５

男女共同参画会議における監視の実施方針

平成１３年１０月３日

男女共同参画会議決定

１．本方針の目的

本方針は、男女共同参画会議が、男女共同参画社会基本法（平成 年法律11
第 号。以下「基本法」という。）第 条に基づき、政府が実施する男女78 22
共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視するに当たり、当面

の基本的な実施方針を定めるものである。

２．監視の目的

男女共同参画会議が行う監視は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の実施状況について、書面調査、説明聴取等により実態を的確に把握するこ

と、内容及び進捗状況等について評価を行うこと、及び必要があると認めると

きは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べることにより、男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進が着実かつ効

果的に図られるよう促進することを目的とする。

３．監視の対象

男女共同参画会議は、以下のものを対象として監視を実施する。

（１ 「男女共同参画基本計画 （平成 年 月 日閣議決定。以下「基本） 」 12 12 12
計画」という ）に盛り込まれた施策の実施状況。

（２）その他男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況
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４．監視の観点

男女共同参画会議は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状

況について、以下の観点から監視する。この場合、個々の施策の特性等に応じ

て、必要となる観点を適用するものとする。

（１）施策を具体化するための手段としてどのような事務事業を実施するの

か。また、それらは基本法に示される基本理念や基本計画等に適合した内

容となっているか。

（２）施策の実施による所期の効果が得られているか。また、施策の効果が適

切に把握され、それを踏まえた施策の推進が図られているか。

（３）施策の効率的かつ効果的な実施方法が採られているか （例えば、社会。

資源が有効に活用されているか、関連する分野における施策との連携の確

保や総合的な推進が図られているか、便益が及ぶべき者に便益が及んでい

るか等）

（４）施策の実施（事務事業の企画立案及び実施を含む。）に当たり、国民へ

の説明、関係者からの意見聴取等、透明性の確保や施策に対する国民の信

頼と理解の確保のための手段が採られているか。

（５）施策の実施（事務事業の企画立案及び実施を含む。）に当たり、男性・

女性双方のニーズの把握、なお現実に存在する男女の社会における様々な

立場の考慮など、男女共同参画社会の形成促進の視点がその運営方法に盛

り込まれているか。

５．基本計画に盛り込まれた施策の実施状況の監視

男女共同参画会議は、以下の区分により、計画的な監視を行う。

（１）府省統一的な施策の実施状況の監視

広く政府全体としての取組が求められている施策（国の審議会等委員へ

の女性の参画の促進、女性国家公務員の採用・登用等の促進、男女共同参

画の視点に立った統計調査等の充実、国の行政機関の策定する広報・出版

物等における性にとらわれない表現の促進等）について、順次、各府省に

おける実施状況を監視する。

（２）各府省が複数又は単独で担当する施策の実施状況の監視

各府省が複数又は単独で担当する施策について、順次、関係府省におけ
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る実施状況を監視する。

複数の府省（部局）が講ずる施策である場合又は関連する施策がある場

合は、府省（部局）間又は施策間の連携が確保され、効率的な推進が図ら

れているかという点に特に留意する。

なお、各府省において当該施策に係る政策評価が実施されている場合は、

その結果を参考にするものとする。

６．その他男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況の監視

男女共同参画会議は、基本法第 条に基づき内閣総理大臣及び関係各大臣22
に述べた意見に係る施策等であって、閣議又は男女共同参画推進本部等におい

て決定されたものについて、順次、その実施状況を監視する。

この場合、府省統一的な施策については５ （１）に準じ、各府省が複数又．

は単独で担当する施策については５ （２）に準ずることとする。．

７．監視の実施手順等

（１）書面調査

男女共同参画会議は、５．及び６．に該当する施策の実施状況及び実施

予定等について、基本法第 条に定める年次報告等、男女共同参画社会12
の形成の促進に関する施策に係る予算額調べその他の資料の活用により、

毎年度定期的に、書面による調査を行う。内閣府男女共同参画局において

は、関係各府省等と協力しつつ、監視に必要な情報を収集・整理する。

（２）説明聴取

男女共同参画会議は、毎年度、重点的に監視する施策を定め、苦情処理

・監視専門調査会（男女共同参画会議が特定の施策の実施状況の監視を行

う専門調査会を別に指定する場合は、当該専門調査会）において関係各府

省から説明を聴取する。

重点的に監視する施策については、原則として各年度の当初に定めるこ

ととするが、必要があると認めるときは随時定めることができる。

重点的に監視する施策を定めるに当たっては、次の施策を優先的に取り

上げることとする。

ア．基本法第 条に基づく男女共同参画会議の意見等を踏まえ、必要な22
措置を早急に講ずることが求められている施策

イ．府省統一的な施策で、政府全体としての取組が求められているもの
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（３）評価及び意見

男女共同参画会議は （１）及び（２）の結果に基づき、対象施策の実、

施状況について、４．に掲げる観点から評価を行い、その結果、必要と認

めるときは、重要性、緊急性等も勘案し、内閣総理大臣及び関係各大臣に

対して意見を述べることとする。さらに、男女共同参画社会の形成促進の

観点から注目すべき内容又は運営方法を有する施策についても紹介するも

のとする。

なお、男女共同参画会議は、対象施策の効果の定量化による評価に努め

ることとするが、それが困難な場合においては定性的に評価するものとす

る。苦情処理・監視専門調査会等においては、対象施策の進捗状況等につ

いて的確に評価を行うための手法に関する調査検討を大学、研究機関等に

おける研究成果にも留意しつつ継続的に行う。

８．雑則

（１）男女共同参画会議は、本実施方針に基づき実施した監視の結果を公表す

る。また、男女共同参画会議は、男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の実施状況の監視について国民からの意見を随時受け付け、その後の

監視活動の参考とし、必要に応じ見直しを行う。

（２）本実施方針については、社会経済情勢の変化、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の実施状況、評価手法に係る知見の集積等を踏まえて、

必要と認めるときは、見直しを行う。
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参考６ 

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況の監視及び影響

調査に関する今後の活動方針について 

 

平成１７年１２月２６日 

男女共同参画会議決定 

 

 

男女共同参画会議が今後重点的に監視を行う男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策は、次のとおりとする。①については、影響調査も併せて行うこ

ととする。 

 

① 男女共同参画基本計画（平成１２年１２月１２日閣議決定）（以下「基本計

画」という。）の重点目標３「雇用等の分野における男女の均等な機会と待

遇の確保」及び重点目標４「農山漁村における男女共同参画の確立」のう

ち、能力開発に係る施策並びに重点目標１０「男女共同参画を推進し多様

な選択を可能にする教育・学習の充実」の「多様な選択を可能にする教育・

学習機会の充実」に掲げる施策 

 

② 基本計画の重点目標１「政策・方針決定過程への女性の参画の拡大」の都

道府県・政令指定都市における審議会等の委員についての国の法令に基づ

く職務指定 
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参考７ 
 
監視・影響調査専門調査会における審議状況（多様な選択を可能とする能力開

発・生涯学習施策について） 
 

(平成 1７年１２月２６日の男女共同参画会議において、｢男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の実施状況の監視及び影響調査に関する今後の活動方針について｣

を決定) 

 

第７回会合（平成１８年２月９日開催） 

 

○有識者ヒアリング 

佐藤 博樹 委員 

「多様な選択を可能にする職業能力開発施策に関する監視・影響調査を実施する際の 

ポイント」 

大矢 和子氏（株式会社資生堂 執行役員 ＣＳＲ部長） 

「資生堂の男女共同参画活動からみた女性の能力開発の課題」 

 

 

第９回会合（平成１８年５月１５日開催） 

 

○有識者ヒアリング 

黒澤 昌子氏（政策研究大学院大学教授） 

「女性の能力開発の実態」 

三輪 建二氏（お茶の水女子大学教授） 

「女性の生涯学習 成人教育学の立場を中心に」 

 

 

第１１回会合（平成１８年６月１９日開催） 

 

○有識者ヒアリング 

伊藤 みどり氏（女性ユニオン東京） 

「どんな雇用形態でも労働者が尊重される社会に」 

 

 

第１２回会合（平成１８年７月２５日開催） 

 

○有識者ヒアリング 

脇坂 明氏（学習院大学教授） 

「女性の能力開発」 

 

 

第１３回会合（平成１８年９月１３日開催） 

 

○有識者ヒアリング 

筑後 幸恵氏（埼玉県立大学助教授） 



 

参考－11 

「看護職における女性の能力開発」 

山田 貫司氏（日本ヒューレット・パッカード株式会社人事統括本部長） 

一守 靖氏（日本ヒューレット・パッカード株式会社人事統括本部人事企画・コミュ

ニケーション本部本部長） 

「ＨＰ社における人事評価制度－ＨＰパフォーマンス・マネジメント－」 

 

○各府省書面調査結果について 

 

 

第１４回会合（平成１８年１０月２日開催） 

 

○有識者ヒアリング 

川手 督也氏（日本大学生物資源科学部食品経済学科助教授） 

「農村女性をめぐる現状と課題」 

 

○多様な選択を可能にする能力開発・生涯学習に関する影響調査－女性の多様な選択

をめぐる現状と課題（統計データ分析）－ 

 

 

第１５回会合（平成１８年１０月２３日開催） 

 

○各府省庁ヒアリング 

文部科学省、農林水産省、総務省 

 

 

第１６回会合（平成１８年１１月１３日開催） 

 

○各府省庁ヒアリング 

内閣府、経済産業省、厚生労働省 

 

 

第１７回会合（平成１８年１２月２０日開催） 

 

○多様な選択を可能にする能力開発・生涯学習に係る監視・影響調査報告書の骨子及

び盛り込むべき論点の整理 

 

 

第１８回会合（平成１９年２月１４日開催） 

 

○多様な選択を可能にする能力開発・生涯学習に係る監視・影響調査報告書の取りま

とめに向けての審議 

 

第１９回会合（平成１９年３月１６日開催） 

 

○多様な選択を可能にする能力開発・生涯学習に係る監視・影響調査報告書の取りま

とめに向けての審議 
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資料－2 

Ⅰ．女性の多様な選択をめぐる現状と課題 
１．女性の就労の現状と希望 
（１）労働力率と失業率の状況 
①現状 

女性の就労状況を、平成 17 年の年齢階級別労働力率で見ると、女性の労働力率は男性よ

り低く、いわゆるＭ字カーブを描いている。また、過去 10 年の変化を見ると、特に 20 代

後半～30 代前半のＭ字の底が上昇している。 

図表Ⅰ-1-1 女性の年齢階級別労働力率 
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（％）

女性（H7) 女性（H17) 男性（H17)  
出所：総務省統計局「労働力調査」（平成７,17 年） 

 

女性の有業率を配偶状態別に 1982 年と 2002 年で比較すると、「配偶者なし」の主に未婚

女性と見られる女性の有業率の占める割合は 25～39 歳で特に増加しているが、有配偶の女

性の有業率は上昇していない。Ｍ字の底が上がっているのは、未婚労働力の増加によるも

のであると見られる。 

図表Ⅰ-1-2 女性の家族関係別にみた有業率  
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注）「無配偶」は、子どもありと子どもなしを含む。 

出所：総務省統計局「就業構造基本調査」より、少子化と男女共同参画に関する専門調査会委員
武石恵美子氏（法政大学）による特別集計。 

１９８２年 ２００２年 
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年齢階級別労働力率の長期的な推移を見ると、女性では全体的に上昇の傾向にある。特

に 20代後半の労働力率が大きく上昇しており、直近のデータでは全世代を通じて最も高く
なっている。また、すぐ上の世代である 30代の労働力率との格差が大きくなっている。 

図表Ⅰ-1-3 年齢階級別労働力率の推移（女性） 
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出所：総務省統計局「労働力調査」 

 

 

図表Ⅰ-1-4 年齢階級別労働力率の推移（男性） 
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出所：総務省統計局「労働力調査」 
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配偶関係別女性労働力率を見ると、2000年の未婚労働力率は 61.8％と有配偶女性労働力
率の 54.8％を上回っている。1980年から 2000年の 20年間で未婚女性労働力率は 7.8ポイ
ント上昇し、有配偶女性労働力率は 5.4ポイントの上昇にとどまったことから差が開き、こ
の 20年間では、未婚女性を中心とした女性の労働力化が進展している。 

 

図表Ⅰ-1-5 男女別未婚労働力率、有配偶労働力率（15 歳～64 歳）の推移 
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出所：総務省統計局「国勢調査」 

 
 
就業者の総数は、ここ 10年では微減傾向にあり、雇用者の総数は横ばいであるが、女性
の割合はともに上昇傾向にある。 

図表Ⅰ-1-6  男女別就業者数及び女性割合の推移 
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出所：総務省統計局「労働力調査」 
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図表Ⅰ-1-7  男女別雇用者数及び女性割合の推移 
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出所：総務省統計局「労働力調査」 

 
従業上の地位別就業者の割合の推移を見ると、昭和 60年と平成７年では、男性の方が雇

用者の割合が高かったが、平成 17 年では、女性就業者の 84.7％、男性就業者の 85.0％が
雇用者となっており、男女差がなくなっている。 

図表Ⅰ-1-8 従業上の地位別女性就業者の割合の推移 
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出所：総務省統計局「労働力調査」（昭和 60 年,平成７,17 年） 
 

図表Ⅰ-1-9 従業上の地位別男性就業者の割合の推移 
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出所：総務省統計局「労働力調査」（昭和 60 年,平成７,17 年） 
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男女の労働者の平均勤続年数の格差は縮小傾向にあったが、平成 17年では女性の平均勤
続年数が低下したことにより、やや差が開いた。 

図表Ⅰ-1-10  男女労働者の平均勤続年数の推移 
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出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

 

きまって支給する現金給与額の男女間格差は長期的には縮小の傾向にあるが、平成 17年
では男性で上昇し女性で低下したため、男性を 100とした場合、女性が 64.2となっており、
前年と比較して差が開いている。 

図表Ⅰ-1-11 きまって支給する現金給与額の推移 
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出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

※ きまって支給する現金給与額：労働契約、労働協約あるいは事業所の就業規則などによってあらかじ

め定められている支給条件、算定方法によって６月分として支給された現金給与額。手取り額でなく、

所得税、社会保険料などを控除する前の額。現金給与額には、基本給、職務手当て、精皆勤手当て、通

勤手当て、家族手当などが含まれるほか超過労働給与額も含まれる。現物給与は含んでいない。 
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年齢階級別の所定内給与は男女とも企業規模が大きいほど高いが、男女間格差は 59歳ま

では年齢が高いほど、企業規模が大きいほど大きくなる。 

図表Ⅰ-1-12 年齢階級別企業規模別所定内給与平均と男女格差 
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男女格差 1000人以上 男女格差 100～999人
男女格差 10～99人  

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 17年） 

 

 
完全失業率を年齢階級別に見ると、男性は若年層と高齢層で高いが、女性は全般的には

年齢が高いほど失業率が低下する傾向にある。また、30～44歳で女性の方が男性よりも失
業率が高い。 

図表Ⅰ-1-13 年齢階級別完全失業率 
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出所：総務省統計局「労働力調査」（平成 17 年） 
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②希望・意識 

女性が職業を持つことについての考えを見ると、女性では、41.9％が継続就労、37.0％が
中断後再就労することを望ましいと回答し、年齢階級別には、30代から 50代までは、年齢
階級があがるごとに、継続就労を望ましいと考える割合が高くなっている。現実には、出

産を期に退職している女性が多いことから、希望との間に差がある。 

図表Ⅰ-1-14 女性が職業をもつことについての考え 
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１,６１６人
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1,886人

女性が職業をもたない方がよい
結婚するまでは、職業をもつ方がよい
子どもができるまでは、職業をもつ方がよい
子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい
子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい
その他
わからない  

出所：内閣府大臣官房政府広報室「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成 16 年） 

 

図表Ⅰ-1-15 女性が職業をもつことについての女性の考え 
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その他
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出所：内閣府大臣官房広報室「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成 16 年） 
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家庭生活または地域活動への女性の望ましいかかわり方を見ると女性では、「仕事に専

念」「仕事を優先させる」「同じように両立」「仕事にも携わるが家庭生活又は地域活動を優

先させる」を合わせて仕事にかかわるという回答は 83.3％に上る。 

図表Ⅰ-1-16 仕事と、家庭生活または地域活動への女性の望ましい係わり方 
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わからない

女性(1,886人) 36.8 21.0 10.73.9

仕事を優先する 家庭生活又は地域活動を優先する

6.021.6

 

出所：内閣府大臣官房広報室「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成 16 年） 

 

 

女性の就業希望率（求職活動は行っていないが、就業を希望している）は、30 代で高く、

30 代前半・後半共に約 13％となっている。実数では、30 代女性に 122 万人の就業希望者が

いる。 

図表Ⅰ-1-17 女性の年齢階級別就業希望者数・就業希望率 
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出所：総務省統計局「労働力調査」（平成７,17 年） 

 

 

 

 

 

 

単位：（％） 
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（２）非正規雇用の状況 
①現状 

女性の就業形態を年齢階級別雇用者比率で見ると、昭和 57年から平成 14年の間に 20代
後半以降の雇用者比率は上昇しているが、上昇している雇用者はほとんどが「パート・ア

ルバイト」、「その他」の非正社員である。いわゆるＭ字カーブの右肩の再就職層ではもと

もとパート・アルバイトの割合が高かったが、それが更に拡大し、また近年では、20 代の
若年層の正社員割合も減っており、若年層の非正社員割合の増加は、男性にも共通してい

る。  

図表Ⅰ-1-18 雇用形態の内訳別女性の年齢階級別雇用者比率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
出所：総務省統計局「就業構造基本調査」（昭和 57 年,平成４,14 年） 

図表Ⅰ-1-19 雇用形態の内訳別男性の年齢階級別雇用者比率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：総務省統計局「就業構造基本調査」（昭和 57 年,平成４,14 年） 
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入職者数の推移を見ると、男性は一般労働者が大部分を占めており、女性はパートタイ

ム労働者と一般労働者がほぼ同数で、平成 17年ではパートタイムの方が多くなっている。 

図表Ⅰ-1-20 入職者数の推移 
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出所：厚生労働省「雇用動向調査」 

 

 
 
女性の雇用者に占める短時間雇用者の割合は 40％程度、短時間雇用者総数に占める女性
の割合は 70％程度で推移している。 

図表Ⅰ-1-21 短時間雇用者数及び構成比の推移（非農林業） 
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出所：総務省統計局「労働力調査」 
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企業規模別正社員に占める女性の割合の推移を見ると、全体では 30％前後で推移してい
るが、企業規模が大きいほど低くなる傾向にある。500人以上の大企業では特に低くなって
いる。 

図表Ⅰ-1-22 企業規模別正社員に占める女性の割合の推移（非農林業） 
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５００
人以上  

出所：総務省統計局「労働力調査特別調査」（昭和 60年～平成 13 年、各年２月） 
「労働力調査詳細結果」（平成 14 年～） 

 
企業規模別女性短時間労働者の１日当たり実労働時間及び実労働日数の推移を見ると、

長期的には日数・時間とも減少傾向にある。特に平成 16 年から平成 17 年に時間・日数と
もに大きく減少しているが、1000人以上の大企業では、日数は減少したものの、１日あた
りの実労働時間は横ばいである。 

図表Ⅰ-1-23 企業規模別女性短時間労働者の 

１日あたり所定内実労働時間および実労働日数の推移 
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出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

注：短時間労働者は、平成 16年までは「パートタイム労働者」と表記していた。 
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女性のパート・アルバイトの就業継続期間別雇用者比率を見ると、平成 14年では、２年
以下の者の割合が増え、３年以上の者の割合が減少しており、パート・アルバイトの就業

継続期間が短期化している。 

図表Ⅰ-1-24 女性のパート・アルバイトの就業継続期間別雇用者比率 
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出所：総務省統計局「就業構造基本調査」（平成４，９，14 年） 

 
従業上の地位別の社会保険（医療保険（被用者保険）・雇用保険・公的年金（被用者保険））

の本人の加入状況を見ると、正規職員では男女とも高い割合で加入しているが、その他（派

遣・契約・嘱託等）やパート・アルバイトの非正規職員では加入割合が低くなっている。

結果として、非正規職員の割合の高い女性で、全般に加入割合が低くなっている。 

図表Ⅰ-1-25 従業上の地位別性別 医療保険（被用者保険）の本人加入の状況 
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出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成 16 年）より作成。 
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図表Ⅰ-1-26 従業上の地位別雇用保険加入割合 
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出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成 16 年）より作成。 

 

図表Ⅰ-1-27 従業上の地位別公的年金の第２号被保険者割合 
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出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成 16 年）より作成。 
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②希望・意識 

現在の就業形態を選んだ理由を見ると、非正社員では「生活を維持するため」に次いで

「家庭生活や他の活動と両立しやすい」「家計補助、学費等を得るため」「正社員として働

ける会社がなかった」が多い。 

図表Ⅰ-1-28 現在の就業形態を選んだ理由 
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出所：日本労働研究機構「企業の人事戦略と労働者の就業意識に関する調査」（平成 15 年） 

 

パート・アルバイトを希望した動機を見ると、「自ら希望した」者の中には「育児等の負

担が少なかったら正社員を希望していた」と回答する者も多い。 
図表Ⅰ-1-29 パート・アルバイトを希望した動機 

30.2

36

36.1

43

35.6

37.9

32.5

35.7

22.2

26

24.7

21.3

19.7

25.8

26.8

7.1

10.1

8.5

9.1

11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

年齢計

自ら希望した
自ら希望したが、育児等の負担が少なかったら正社員希望
希望に合う勤務先がなくやむを得ず
どちらでもよかった

 
注）パート労働者に「非正規社員を希望した動機はどのようなものですか。」と尋ねた問いに対する回答の

割合。 

注）「自分から希望した」と回答した者については、さらに「育児等の負担が少なかった場合は正社員を希

望しますか。」と質問している。 

注）回答者は全国の従業員規模が 30 人以上の企業に努める 30～49 歳のパート労働者 1,523 人 

原資料：（財）21 世紀職業財団「多様な就業形態の在り方に関する調査」（2001 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
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女性のパートタイマーの今後の就労希望を見ると、２割程度の女性が「機会があれば現

在の会社で「正社員」として働きたい」「別の会社でパートタイマー以外の働き方をしてみ

たい」と回答しているが、年齢階級が低いほどその希望が高い。また、「別の会社でパート

タイマー以外の働き方をしてみたい」という女性のほとんどは正社員を希望している。 

図表Ⅰ-1-30 女性パートタイマーの今後の就労希望 

56.4

33.7

38.8

44.2

48.8

49.4

61.8

72.6

74.7

8.2

6.5

10.6

16.9

10.4

12.1

5.3

4.2

3.2

7.2

10.9

6.9

8.1

9.0

8.7

6.6

7.2

3.6

12.2

29.3

22.5

18.6

18.9

12.6

7.5

3.4

3.2

11.5

16.3

14.4

8.1

10.0

12.6

14.5

8.4

11.0

1.4

1.9

1.7

1.5

1.3

0.8

0.4

3.0

2.6

2.2

5.0
1.7

1.5

1.3

2.6

3.0

3.2 0.7

0.4

0.4

0.4

0.0

0.6

0.0

1.1

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

２０～２４歳

２５～２９歳

３０～３４歳

３５～３９歳

４０～４４歳

４５～４９歳

５０～５４歳

５５～５９歳

今後も現在の会社でパートタイマーとして働きたい 他会社でパートタイマーとして働きたい

機会があれば現在の会社で「正社員」として働きたい 別の会社でパートタイマー以外の働き方をしてみたい

自分で会社や事業を起こしたい 自宅で個人的に仕事がしたい

考えていない／わからない 無回答  

出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構「日本人の働き方総合調査結果」（平成 18 年） 

 

図表Ⅰ-1-31 女性パートタイマーの就労希望 

「別の会社でパートタイマー以外で働きたい」人の希望の内訳 

81.6

6.1

11.7

0.5

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

正社員として雇われて働きたい

契約社員として雇われて働きたい

派遣社員・派遣労働者として雇われて働きたい

その他

無回答

（％）

 
出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構「日本人の働き方総合調査結果」（平成 18 年） 
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何らかの不満を持っている者の転職希望者の割合を見ると、正社員よりも非正社員の方

が高い。不満の内容を見ると「雇用の安定性」や「職業生活全体」、「仕事の内容・やりが

い」に次いで、「教育訓練・能力開発のあり方」が不満の高い項目となっている。 
 

図表Ⅰ-1-32 何らかの不満を持っている者の転職希望者の割合 

54.2

41.3

45.9

45.5

48.2

41.9

47.8

61.4

47.3

47.5

50.2

37.4

21.9

22.7

23.6

23.9

24.9

25.2

26.9

29.1

31.1

37.3

0 10 20 30 40 50 60 70

職業生活全体

職場の環境(照明、空調、騒音等)

福利厚生

賃金

教育訓練・能力開発のあり方

労働時間・休日数

評価・処遇のあり方

雇用の安定性

出勤時刻など勤務体制

職場の人間関係、コミュニケーション

仕事の内容・やりがい

正社員(n=442～1861) 

非正社員(n=264～1027)

（単位：％）

 
出所：日本労働研究機構「企業の人事戦略と労働者の就業意識に関する調査」（平成 15 年） 
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（３）子育て期の女性の離職・再就職の状況 
①現状 

きょうだい数１人（本人のみ）の世帯の出産前後の女性の就業状況を見ると、出産 1 年
前に有職だった者のうち 67.4％が出産半年後に無職となっている。 

図表Ⅰ-1-33 きょうだい数１人（本人のみ）の世帯の出産前後の女性の就業状況 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：厚生労働省「第１回 21 世紀出生児縦断調査」（平成 13 年度） 

 

正社員として働く妻の人数は減少傾向にあり、正社員である妻のうち子どものいる者の

割合も減少の傾向にある。 

図表Ⅰ-1-34 正社員である妻の状況の推移 

485.4 486.0

415.3

351.5
329.2

277.0

70.4 65.7 69.4

72.4
67.7 66.7

16.7
14.5 13.5

0

100

200

300

400

500

600

平成４年 平成９年 平成１４年

（万人）

0

10

20

30

40

50

60

70

80
（％）

正社員である妻 うち、子あり
うち、末子が６歳未満 うち、子ありの者の割合
うち、末子が６歳未満である者の割合

 
出所：総務省統計局「就業構造基本調査」（平成４，９，14 年） 

 

常勤, 23.9無職, 67.4

パート・

アルバイト

　　　　      3.7

　　　　 自営業・

　　家業

3.7
内職

0.6

その他,

 0.2

不詳,

 0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在

有職　32.2

出産１年前に有職だった者

の出産６ヶ月後の状況

無職,

25.6

常勤,

47.2
パート・アルバイト,

22.5

自営業・家業,

 3.1
内職

 0.3

その他,

0.4

不詳,

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

出産１年前

有職　73.5
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結婚前・結婚後・出産後で女性の就業形態の変化を見ると、結婚し出産する過程で、正

規雇用が減り、無職が増加している。 
図表Ⅰ-1-35 女性の就業形態の推移 

65.2

37.7

15.6

15.7

18.8

5.3

4.3
4.5

8.2

31.4

72.1

3.4 0.53.6

2.3

1.0 0.4 0.2

4.62.82.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%

結

婚

前

結

婚

後

出

産

後

正規雇用 パート 派遣・嘱託 自営・家族従業者 無職 学生 不詳
 

注）「結婚前」、「結婚後」と「出産後」の三つの段階における女性の就労形態を表している。 

注）結婚持続期間、出生子ども数が判明している初婚どうし夫婦について。「結婚前」とは「現在の結婚を

決めたとき」の女性の従業上の地位について。「結婚後」については、子どもを一人以上産んでいる妻に

ついては、「第１子の妊娠が分かったとき」、子どもを産んでいない妻については「現在」の従業上の地

位について。標本数は結婚年次が 1995～99 年の 1,458 名。 

「出産後」は結婚持続期間５年以上かつ５年未満で第１子を出生した妻の第１子１歳時の従 

業上の地位について。標本数は結婚年次が 1995 年～97 年の 563 名。 

出所：国立社会保障・人口問題研究所「平成 14 年第 12 回出生動向基本調査」（2002）より内閣

府作成。 

 
末子の年齢別母の雇用者比率は、経年で見ると全般に上昇する傾向にあるが、末子年齢

が低いほど雇用者比率も低い。 

図表Ⅰ-1-36 末子の年齢別母の雇用者比率の推移 

20.5
19.2 19.9 20.2 20.1

21.6 21.9 21.4
22.9

21.3 21.2
22.8 23.8 22.9 22.0

23.3
25.8 26.8

27.8 28.8

28.5

31.9 31.0 31.7
33.5

36.2 37.2 36.9
39.2

36.1 35.7

39.8 40.4
38.5 37.6

41.0 41.9
42.3 42.6

45.9

23.3 23.7 23.6 24.3
24.9

27.0 27.6 26.7
28.7

26.3 26.1
28.7 29.2 28.0 27.2

29.3
31.1 32.0

32.8
34.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

昭和

６１年

63 2 4 6 8 10 12 14 16

（％） ０－３歳

４－６歳

７歳未満

 
注）雇用者には農林業雇用者を含まない。 

出所：総務省統計局「労働力調査特別調査」（昭和 61年～平成 13 年、各年２月） 
「労働力調査詳細結果」（平成 14 年～） 
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年齢階級別に前職の離職理由を見ると、20～30代の女性で「家族の転職・転勤又は事業
所の移転」、「結婚」、「育児」、「家族の介護・看護のため」を理由とする割合が高い。また

男性と比較して、すべての年代で女性の割合が高く、女性が家庭環境の変化に影響を受け

やすい状況がうかがえる。 

図表Ⅰ-1-37 年齢階級別「家族の転職・転勤又は事業所の移転」、「結婚」、「育児」、「家族

の介護・看護のため」を前職の離職理由とする者の割合（単数回答）（女性）（％） 

3.0

3.8

3.6

9.3

20.5

16.0

7.3

2.7

5.3

15.5

24.9

16.4

4.8
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1.4

0.6

0.8

0.4

0.5

0.5
0.9

2.2

2.9

3.3

0.8

1.1

1.2

0.2

0.3

0.3

0.7

1.0

1.1

1.2

0.1

0.1

0.2

0.5

8.2

9.1

6.7

0.4

0.4

0.8

1.1

3.5

5.2

6.7

5.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

　　15 ～ 19　歳

　　25 ～ 29

　　35 ～ 39

　　45 ～ 49

　　55 ～ 59

　　65 ～ 69

　　75 歳 以 上

家族の転職・転勤又は事業所の移転のため 結婚のため

育児のため 家族の介護・看護のため  
出所：総務省統計局「就業構造基本調査」より作成。（平成 14 年） 

図表Ⅰ-1-38 年齢階級別「家族の転職・転勤又は事業所の移転」、「結婚」、「育児」、「家族

の介護・看護のため」を前職の離職理由とする者の割合（単数回答）（男性）（％） 
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0.0

0.1
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0.2

0.1

0.0 1.0 2.0 3.0

　　15 ～ 19　歳

　　20 ～ 24

　　25 ～ 29

　　30 ～ 34

　　35 ～ 39

　　40 ～ 44

　　45 ～ 49

　　50 ～ 54

　　55 ～ 59

　　60 ～ 64

　　65 ～ 69

　　70 ～ 74

　　75 歳 以 上

家族の転職・転勤又は事業所の移転のため 結婚のため

育児のため 家族の介護・看護のため  
出所：総務省統計局「就業構造基本調査」より作成。（平成 14 年） 
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「結婚」、「育児」により転職した女性の前職を見ると、「結婚」を理由とする転職者は、

300 人以上 999 人未満の規模の企業そして正社員で多くなっており、大規模企業や正社員
で「結婚」、「育児」を機に就労中断している現状がうかがえる。 

図表Ⅰ-1-39 前職の従業員規模別「結婚」、  図表Ⅰ-1-40 前職の雇用形態別「結婚」、 

「育児」により転職した女性の割合      「育児」により転職した女性の割合 

3.9
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4.2
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３０～
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３００～

４９９人

５００

～９９９人

１０００

人以上

官公

結婚のため

育児のため

8.5

0.9

2.54.0

4.7

4.4

3.3
1.9

3.6

1.7

正社員

パート

アルバイト
労働者派遣事業

所の派遣社員

契約社員

・嘱託

結婚のため

育児のため

 

 
 
離職後再就職した人の離職期間を見ると、育児のために離職した人も結婚のために離職

した人も、約半数が離職後４年以内に再就職をしている。 
図表Ⅰ-1-41 離職期間別再就職割合 

25.5

13.3

23.9

34.4

11.9

18.4

10.0

15.0

14.6

12.8

10.3

4.2

2.0

3.7

0% 25% 50% 75% 100%

結婚のため

育児のため １ 年 未 満

１～４年未満

４～７年未満

７～10年未満

10～15年未満

15～20年未満

20 年 以 上

 
注）「結婚のため」または「育児のため」前職を辞めた既婚女性の再就職状況を離職期間別に示
したもの。 

注）対象は、「結婚のため」または「育児のため」前職を辞めた 15 歳以上の既婚女性である。 
出所：総務省「就業構造基本調査」（2002 年）より作成。 
 

 
 

出所：総務省統計局「就業構造基本調査」（平成 14 年） 
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男女の年齢階級別の再就職率（求職者に占める再就職者割合）を見ると、男性では、50
代まで一貫して70％以上を維持しているが、女性では各年齢階級を通じて70％には届かず、
特に 30代で 54.3％と特に低くなっている。 

図表Ⅰ-1-42 男女年齢階級別再就職率 
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出所：日本労働研究機構「求職者調査」（1998 年９月～1999 年５月） 

 
男女の失業期間別再就職者割合を見ると、全般的に女性は男性よりも再就職までの期間

が長い傾向にあり、特に 39歳以下では、19か月以上かかる者の割合が高くなっている。 

図表Ⅰ-1-43 男女年齢階級別再就職率 
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出所：日本労働研究機構「求職者調査」（1998 年９月～1999 年５月） 
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離職期間別に再就職の前後での就業形態を比較すると、再就職後は大半がパートとなっ

ており、離職期間が長いほど、正社員からパートへ変わる割合が高くなる。また前職が正

社員だった女性の再就職後の就業形態を見ると全体で９割がパートとして再就職している

が、1年未満に再就職した場合は、正社員として再就職している割合が 2割近くとやや高く
なっている。 

 
図表Ⅰ-1-44 離職期間別に見た再就職前後の就業形態比較 

（1）再就職前後の就業形態の変化 

5.5

8.1

4.3

5.3

8.1

6.1

53.8

33.5

44.8

59.8

36.9

50.4

44.8

32.5

3.7

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

離職期間計

1年未満

１～２年未満

２年以上

正社員→正社員 パート→正社員 正社員→パート パート→パート

 

（2）前職が正社員だった女性の再就職後の就業形態 

9.3

19.5

8.8

8.1

80.5

91.2

91.9

90.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

離職期間計

1年未満

１～２年未満

２年以上

再就職後正社員 再就職後パート

 
注）育児のため離職した女性雇用者の再就職時の雇用形態を離職期間別に示したもの。 
注）ここで「パート」とは、正社員以外の雇用者を総称して言う。 
出所：総務省「就業構造基本調査」（2002 年）より作成。 
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再就職者が再就職のために下げた条件を見ると、男性と比較して女性では特に「正社員

としての採用」を回答する割合が高く（21.1％）、女性の理由で「給与・ボーナス」、「労働
時間・休日」に次いで３番目に多くなっている。 

図表Ⅰ-1-45 再就職のために下げた条件 

（複数回答）

48.9

22.3

21.1

19.5

17.7

12.7

8.5

5.2

47.7

23.0

7.4

16.9

16.7

13.7

14.8

14.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

給与、ボーナス

労働時間・休日

正社員としての採用

通勤事情

企業の業種・規模

仕事の内容・職種

選り好みの余裕なくて

役職・肩書き

（％）

女性

男性

 
出所：日本労働研究機構「求職者調査」（1998 年９月～1999 年５月） 

 
 
前職の離職時年齢別に「転職に伴う年収変化」を男女で比較すると、25歳から 34歳の層

では、女性は男性よりも「減った」と回答する割合が高くなっている。 

図表Ⅰ-1-46 前職離職時年齢別にみた転職に伴う年収変化 

10.6 12.9 11.9 9.5 8.2 8.5 13.3
5.8 8.6

26.9
28.0 34.0

29.4
21.3 25.4 16.7

15.2

28.6

23.4
24.8

25.2

23.3

18.0

25.0
20.0

18.3

14.3

23.2
21.2

20.8

23.1

26.2

24.2
33.3

29.8

28.6

15.9 13.2 8.2
14.8

26.2
16.9 16.7

30.9
20.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

合計

N=2,018

男性

N=812

女性

N=159

男性

N=494

女性

N=61

男性

N=236

女性

N=30

男性

N=191

女性

N=35

24歳以下 25～29歳 30～34歳 35歳以上

3割以上増えた 1～2割増えた 変わらない 1～2割減った 3割以上減った
 

出所：(財)連合総合生活開発研究所 
「勤労者のキャリア形成の実態と意識に関する調査報告書」2000 年 
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②希望・意識 

 
現在働いていない、長子年齢が 12歳以下の女性について、今後の就労希望を見ると、「す

ぐにでも働きたい」「子どもが大きくなったら働きたい」の合計は 61％を占める。 

図表Ⅰ-1-47 今後の就労希望 

子どもが大きく

なったら働きたい

45.5%

すぐにでも

働きたい

15.3%

その他

3.4%

わからない

8.0%

働きたくない

5.1%

不明

22.7%

 
出所：三和総合研究所「これからの家族と家庭を展望した子育て家庭支援のあり方」 

（厚生労働省委託調査）（平成 14 年） 

 
 
離職期間別妻の就業希望者割合を見ると、総数としては、離職期間が長くなるほど希望

者割合は低くなるが、育児のために離職した者では、低下の度合いが緩やかである。また、

６歳未満の子を持つ者では、「５年以上」で割合がやや高くなる傾向にある。 

図表Ⅰ-1-48 離職期間別妻の就業希望者割合（昭和 48 年以降前職を辞め現在無業の妻） 

67.7

59.5

50.1

40.5

70.5
65.7 64.267.0

65.7
64.2

55.4

63.9

53.5

54.9

54.1

52.2

71.0

56.6

49.0

71.6

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

１年未満 １年～

２年１１ヶ月

３年～

４年１１ヶ月

５年以上

（％）

育児のため（６歳
未満の子有り）

育児のため

結婚のため（６歳
未満の子有り）

結婚のため

総数

 
出所：総務省統計局「就業構造基本調査」（平成 14 年） 
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再就業にあたっての課題や不安として、「再就業に必要な資格や技術・技能がない」という

回答は 36.4％、「仕事についていけるか不安」は 32.0％となっている。 

図表Ⅰ-1-49 再就業に当たっての課題、不安 

50.1

46.2

43.2

36.7

36.4

32.0

28.0

22.1

21.3

18.2

17.2

15.3

14.4

14.4

11.4

11.4

11.0

11.0

9.6

6.7

4.0

5.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

子育てと両立できるか不安

年齢制限があり、応募できるところが少ない

条件のあう職場が見つからない。しかたなく条件を落として探している

一緒に働く人達が、子育てしながら働くことに理解があるか不安

再就業に必要な資格や技術・技能がない

仕事についていけるか不安

子どもが小さいため、支援体制がないと断られてしまう

自分に何が向いているかわからない

自分のライフプランなど、将来が見えず不安

なかなか採用されないなど、再就業活動での精神的な負担感が大きい

自分の経験や力を発揮できる仕事が見つからない

両立支援に関する情報がない

ブランクがあるため、断られてしまう

相談や面接時に、子どもの面倒を見てくれる人がいない

配偶者・パートナーの理解が得られない

再就業に関わる必要な情報がどこにあるかわからない

仕事探しの時間を十分にとれない

起業やＳＯＨＯ、テレワークの立ち上げや経営のノウハウがない

働く自信が持てない

自分の親や拝趨者・パートナーの親の理解が得られない

その他

特にない

（％）

 
注）末子が４歳以上小学校までの子どもを持つ再就業した女性及び再就業する予定の女性を対象としてい

る。 

出所：ＵＦＪ総合研究所「わが国の労働市場における各種制約と再就業に与える影響に関する調
査研究報告書」（内閣府委託平成 17 年）より作成。 
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給付金、訓練等の制度を利用した人について、制度を利用して取得した資格、技術・技

能が再就業に役立ったかを見ると、役立ったと考える人は 31.0%であり、取得した資格を
いかせる仕事を探しているかを見ると、「探しているが見つけるのが難しそう」が 49.2%、
「探していない」が 43.2%を占める。 
図表Ⅰ-1-50 制度を利用して取得した資格、  図表Ⅰ-1-51 取得した資格を活かせる 

技術・技能が再就職に役立ったか        仕事を探しているか 

役だった

31.0%

役にたたな

かった

69.0%

探してお

り、見つか

りそう

7.6%

探している

が、見つけ

るのが難し

そう

49.2%

探していな

い

43.2%

 
出所：ＵＦＪ総合研究所「わが国の労働市場における各種制約と再就業に与える影響に関する調

査研究報告書」（内閣府委託平成 17 年）より作成。 
 

再就職活動の際に利用した機関では、新聞の折込チラシ、新聞の求人欄が最も多く、51.6%
となっており、ハローワークの相談窓口の 39.1%を上回る。 

図表Ⅰ-1-52 再就職活動の際に利用した機関、サービス（複数回答 n=919） 

51.6

39.1

34.6

33.5

7.5

1.6

1.2

0.5

0.3

0.1

8.8

21.4

0 10 20 30 40 50 60

新聞の折込チラシ、新聞の求人欄

ハローワークの相談窓口

求人情報のフリーペーパー

求人雑誌・求職関連雑誌

人材バンク

再就職に生かすための民間の講座、セミナー

自治体の相談窓口

女性センター、男女共同参画センターの相談窓口

女性センターや公民館などで、自治体などが開催

している就業や起業関連セミナー

NPOなどの団体の相談窓口

その他

何も利用していない

（％）

 
出所：ＵＦＪ総合研究所「わが国の労働市場における各種制約と再就業に与える影響に関する調

査研究報告書」（内閣府委託平成 17 年）より作成。 
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希望の仕事に再就業するためにあったら良い支援は、再就業に対する活動段階によって

異なっている。多くの項目で「漠然としている段階」よりも、「就業のための具体的なアク

ションを起こしている段階」でニーズが高い傾向にある。 

図表Ⅰ-1-53 希望の仕事に再就業するためにあったらよい支援 

40.2

31.9

28.6

33.5

33.5

23.1

15.4

12.4

12.5

8.0

7.5

4.7

3.4

2.3

0.7

15.4

49.0

38.1

33.8

31.1

28.5

27.2

23.5

22.8

14.6

12.6

12.3

10.9

8.6

4.6

1.0

8.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

再就業について気軽に相談できる窓口

公民館や女性センターなど身近な場での就業に備えた職業訓練、職業

教育

求人情報の収集方法に関する支援

家庭と仕事の両立支援に関する情報提供（保育施設や保育サービス

の情報など）

病院や健診場所、幼稚園、スーパーなど、子連れで行く身近な場での就

業支援に関する情報提供

求人への応募や面談に対する支援

職業訓練や資格取得のための講座等を受講するための資金面の支援

（奨学金や教育ローンなど）

資格取得のための支援

就業している女性からの情報発信

就業している女性や起業家女性のネットワークづくりの支援

ライフプランやキャリア設計に関する相談・研修

起業や自己雇用等の立ち上げや経営、運営のノウハウの修得支援

起業や自己雇用等の立ち上げへの資金面の支援

再就業に際して、知りたい情報を収集するための支援

その他

特にない、わからない

漠然と考えている段階(n=615) 就業のための具体的なアクションを起こしている段階(n=302)

（％）

 
注）末子が４歳以上小学校までの子どもを持つ、無業だが就業の意向を持つ女性を対象としている。 

注）「就業のための具体的なアクションを起こしている段階」は、「就業のための準備をしている段階」「求

人情報を収集している段階」「企業にコンタクトしたりしている段階」をたしあわせたものである。 

出所：ＵＦＪ総合研究所「わが国の労働市場における各種制約と再就業に与える影響に関する調
査研究報告書」（内閣府委託平成 17 年）より作成。 
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末子年齢別主婦の働き方の希望を見ると、子どもの年齢が小さい間は、「短時間勤務」や

「家でできる仕事」を回答する者の割合が多いが、子どもが大きくなるにつれて、「フルタ

イムだが残業なし」や、「残業して責任のある仕事」に就きたい者の割合が高くなっている。 

図表Ⅰ-1-54 末子年齢別主婦の働き方の希望 

58.8
52.4

20.9

7.7

34.6

45.0

26.3

3.8

33.7

15.410.3

49.8

0.9 19.64.11.1

1.23.910.1 0.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

３歳以下 ４歳以上

小学校入学前

小学生 中学生以上

働きたくな
い

残業して責
任ある仕事

フルタイム
だが残業
無し

家でできる
仕事

短時間勤
務

 
注）末子が３歳以下の主婦パートタイマー、専業主婦に対し、 

インターネットを通じて行ったアンケート調査への回答結果である。 

出所：（株）アイデム「パート・アルバイト就業実態調査」（平成 12 年） 

 

（４）管理職へ登用の状況 
①現状 

役職別管理職に占める女性割合の推移は、全般的に増加傾向にあるが、依然低い状況で

あり、特に高い役職ほど低い状況にある。 

図表Ⅰ-1-55 役職者に占める女性割合の推移 
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出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 
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②希望・意識 

働く女性の約半数が管理職志向を持っているが、男性と比較すると低い。 
しかし、総合職女性では管理職志向に大きな差はない。一般職では管理職志向が低く、「自

分にはそんな機会はないと思う」「見当がつかない」の割合が高くなっている。 

図表Ⅰ-1-56 働く女性の管理職志向 

7.7

17.1

3.1

20.1

13.8

22.3

15.4

25.5
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31.4

27.7
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6.3 1.0
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一般職(765)

男性全体(927)

現在
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機会があれば

ぜひつきたい

その

他

見当が
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自分にはそんな

機会はないと思う

機会があっ

ても断る

機会があれ

ば検討したい

管理職積極派

管理職志向なし

管理職受容派

管理職志向あり

出所：リクルート「働く女性の管理職志向と企業選びの視点調査」（平成 18 年） 

 

管理職志向のある管理職積極派・管理職受容派では、ロールモデルやメンターの存在す

る割合が高くなっている。 

図表Ⅰ-1-57 管理職志向別のロールモデル・メンターの存在の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：リクルート「働く女性の管理職志向と企業選びの視点調査」（平成 18 年） 
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（５）業種・職種分野別女性の就労状況 
①現状 

産業別の就業者数を見ると、女性の構成比が高い産業は、医療・福祉、飲食店・宿泊業、

教育・学習支援業等である。逆に男性の構成比の高い産業は、製造業、情報通信業、漁業、

公務（他に分類されないもの）、運輸業、建設業等である。 

図表Ⅰ-1-58 産業別就業者数 
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出所：労働力調査（平成 17 年） 

 
採用区分、採用状況別企業割合を見ると、事務営業系の短大・高専卒、高卒では、女性

のみ採用した企業の割合が高く、技術系では全体的に男性のみを採用した企業の割合が高

い。 

図表Ⅰ-1-59 採用区分、採用状況別企業割合 
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出所：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成 15年度） 
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大卒者の職業別就職者割合を見ると、女性では事務従事者が多い。「専門的・技術的職業

従事者」のうち、「技術者」は、男性では 24.4％と多く、女性は 6.7％と少ないが、「教員」、
「保健医療従事者」、「その他」では、比較的女性の割合が高くなっている。時系列的には、

女性で「教員」の割合が減少し、「販売従事者」の割合が増加している。 

図表Ⅰ-1-60 大卒者の職業別就職者割合の推移（女性） 
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出所：文部科学省「学校基本調査」 

図表Ⅰ-1-61 大卒者の職業別就職者割合の推移（男性） 
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出所：文部科学省「学校基本調査」 
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女性研究者数及び研究者に占める女性割合は上昇傾向にあるが、依然低い水準にある。 

図表Ⅰ-1-62 女性研究者数及び研究者に占める女性割合の推移 
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出所：総務省「科学技術研究調査報告」より作成。 

 
会社等、研究機関、大学といった研究セクター別に性別研究者数の推移を見ると、どの

セクターでも女性研究者割合は増加してきている。特に大学で多く、会社等の割合が低い。 

図表Ⅰ-1-63 研究セクター別女性研究者割合の推移 
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注）2002 年度から調査見直しにより調査対象区分が変更されたため、会社等は企業等、研究機
関は非営利団体・公的機関、大学は大学等となっている。 

出所：総務省「科学技術研究調査」より作成。 
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会社等における分野別研究者の女性割合の推移を見ると、全体では低いものの上昇傾向

にある。また、農学・保健分野では比較的高くなっている。 

図表Ⅰ-1-64 会社等（2005 年度は企業等）における専門分野別研究者の女性割合の推移 
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注）2002 年度から調査見直しにより調査対象区分が変更されたため、会社等は企業等となって
いる。 

出所：総務省「科学技術研究調査」より作成。 
 
 
企業における女性研究開発者の割合は、この５年間で「ほぼ変わらない」と回答する企

業が多いが、比較的大規模の企業では「増えている」と回答する割合がやや高くなってい

る。また非製造業よりも製造業で増加したと回答する割合が高くなっている。 

図表Ⅰ-1-65 女性研究開発者の割合 
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出所：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告」（平成 16 年度）
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学部学生・院生に占める女性割合を見ると、学部学生では、家政・教育・薬学・人文科学

で割合が高い。修士、博士に進むほど女性割合が低くなる学部が多い。 

図表Ⅰ-1-66 学部学生･院生に占める女性割合 
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出所：文部科学省「学校基本調査」(平成 18 年度)より作成。 

 
 
 
大学教員における分野別女性割合を見ると、学部学生・院生では女性の割合が高かった

分野でも、助手から講師、助教授、教授となるにつれ、割合が低くなっている。 

図表Ⅰ-1-67 大学教員における分野別女性割合 
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出所：文部科学省「学校基本調査」(平成 18 年度)より作成。 
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保育士の登録者はほとんどが女性となっており、平成 18 年７月では、女性は 726,661 人

で、保育士全体の 97.2％を占めている。保育士登録の開始された平成 15 年度末の 362,415

人から２年で２倍近くとなっている。 

図表Ⅰ-1-68 性別保育士登録者数の推移 
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注）保育士登録：児童福祉法の改正により、平成15年11月29日より「保育士」として働く

には、業務に就く前に都道府県知事に対し登録申請手続きを行い保育士証の公布を受

けることが必要となった。 

出所：社会福祉法人 日本保育協会 登録事務処理センター調べ。 

 

 

保育士の就労状況を見ると、保育所の保育士数は増加傾向にある。 

 
図表Ⅰ-1-69 保育所保育士数の男女別内訳
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注）Ｈ14までは保育所保育士数、Ｈ15・Ｈ16は常勤換算従事者数の保育所の保育士数 
注）平成16年以降は性別の数値を調査していない。 
出所：厚生労働省「社会福祉施設等調査報告」 各年10月１日現在 
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毎年数万人が採用され、その採用数の７－８割に当たる人数が退職している。 

 

図表Ⅰ-1-70 保育所の専任保育士の採用・退職者数の推移 
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出所：厚生労働省「社会福祉施設等調査」 

 

保育士の勤続年数は、一般労働者・短時間労働者ともに女性では全産業における平均と

比較して若干短くなっている。一方男性の短時間労働者では全産業における平均と比較し

て長くなっている。 

図表Ⅰ-1-71 勤続年数（一般労働者） 
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図表Ⅰ-1-72 勤続年数（短時間労働者） 
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出所：厚生労働省 賃金構造基本統計調査（平成17年） 
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保育士は８割強が常勤となっている。 

図表Ⅰ-1-73 保育士の勤務形態 

常勤
83.4%

非常勤
16.6%

 

出所：厚生労働省 社会福祉施設等調査報告（平成16年） 

 

保育士の給与は、一般労働者では女性の全産業の平均よりも若干低く、短時間労働者で

は、全産業の平均よりもかなり高めとなっている。 

図表Ⅰ-1-74 保育士のきまって支給する現金給与額（一般労働者） 
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図表Ⅰ-1-75 保育士の１時間あたりの所定内給与額（短時間労働者） 
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出所：厚生労働省 賃金構造基本統計調査（平成17年） 
 

※ きまって支給する現金給与額：労働契約、労働協約あるいは事業所の就業規則などによってあらかじ

め定められている支給条件、算定方法によって６月分として支給された現金給与額。手取り額でなく、

所得税、社会保険料などを控除する前の額。現金給与額には、基本給、職務手当て、精皆勤手当て、通

勤手当て、家族手当などが含まれるほか超過労働給与額も含まれる。現物給与は含んでいない。 
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看護師について見ると、登録看護師数は増加しており、Ｈ17年 12月 31日現在で 136万

5千人となっている。そのほとんどは女性看護師と見られる。 

図表Ⅰ-1-76 看護師・保健師・助産婦の年次別登録者数（累計数） 
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注）登録の抹消申請処理の際、遡って抹消するため数の変動があり得る。 
注）看護士と看護婦、保健士と保健婦は平成 14 年に名称統一。看護士・保健士は名称統一前の
男性看護職・保健職。 

出所：厚生労働省医政局調べ 各年とも 12月 31日現在で集計。 
 
 

就業している看護師数は増加傾向にあり、平成６年から平成 16年の間に約 1.5倍になっ
ている。就業看護師数のほとんども女性であり、男性は 4.2％に過ぎない。ただし、男性の
割合もわずかながら増加している。 

図表Ⅰ-1-77 就業看護師数の年次推移 
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出所：厚生労働省「保健・衛生行政業務報告（衛生行政報告例）」（平成 16 年） 
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年齢階級別の看護師の就労状況を見ると、20 代後半をピークに就業者数が急速に減少し
ている。平成 6年と 16年を比較すると、平成 16年の方が、やや 30代から 50代の割合が
高くなっている。 

 

 

図表Ⅰ-1-78 看護師の年齢階級別就業者数 
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出所：厚生労働省「衛生行政報告例」 
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介護に関する資格は介護福祉士、介護支援専門員（ケアマネジャー）があるが、このほ

かに１～３級の介護員養成研修修了者（訪問介護員）もおり、訪問介護は、主に介護福祉

士と訪問介護員により提供されている。ほかに、看護師等の医療関係の有資格者等も訪問

介護員（ホームヘルパー）として従事している。 
訪問介護員養成研修の修了者は２級課程修了者が多く平成16年度で2,033.5千人であり、

訪問介護事業所において訪問介護員として従事するホームヘルパーも２級課程修了者が多

いが、その人数は 260.2千人となっている。 
 

図表Ⅰ-1-79 ホームヘルパー（訪問介護員）養成研修修了者数（累計） 
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出所：厚生労働省調べ 

 

図表Ⅰ-1-80訪問介護事業所において訪問介護員として従事する者のうち 

ホームヘルパー養成研修修了者（１級～３級）の数 
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出所：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 
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介護福祉士の登録者は女性割合が高く、平成 18 年９月では女性 43 万人と、約８割を占

める。 

図表Ⅰ-1-81 介護福祉士登録者数の推移 
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出所：財団法人社会福祉振興・試験センター調べ（各年９月末日現在） 

 

ホームヘルパーの９割以上が女性であり、非正社員は６割強である。また、常勤労働者

は 52.9%で、短時間労働者が 45.3%となっており、うち短時間非定型者（登録ホームヘルパ

ー）で就労しているものは 34.2%となっている。 

また、保有資格の構成を見ると、ホームヘルパー２級が最も多く、74.6%となっている。 

図表Ⅰ-1-82 ホームヘルパーの男女比及び勤務形態 

女
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男
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図表Ⅰ-1-83 ホームヘルパーの保有資格別構成 
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出所：財団法人介護労働安定センター 平成17年度介護労働実態調査結果 
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勤続年数は、短時間労働者では全体よりやや短い程度だが、一般労働者では、全体より

もかなり短く、女性では約５年となっている。 

図表Ⅰ-1-84 勤続年数（一般労働者） 
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出所：厚生労働省 賃金構造基本統計調査（平成17年） 

図表Ⅰ-1-85 勤続年数（短時間労働者） 
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出所：厚生労働省 賃金構造基本統計調査（平成17年） 
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福祉施設介護員とホームヘルパーの給与を見ると、一般労働者では給与額の男女差は少

ない。女性の賃金について全産業における平均と比較すると一般労働者では福祉施設介護

員・ホームヘルパーともに全体の平均よりも若干低くなっており、短時間労働者では、ホ

ームヘルパーで全体の平均よりも高くなっている。 

図表Ⅰ-1-86 きまって支給する現金給与額（一般労働者） 
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出所：厚生労働省 賃金構造基本統計調査（平成17年） 

 

図表Ⅰ-1-87 １時間あたりの所定内給与額（短時間労働者） 
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出所：厚生労働省 賃金構造基本統計調査（平成17年） 

 
※ きまって支給する現金給与額：労働契約、労働協約あるいは事業所の就業規則などによってあらかじ

め定められている支給条件、算定方法によって６月分として支給された現金給与額。手取り額でなく、

所得税、社会保険料などを控除する前の額。現金給与額には、基本給、職務手当て、精皆勤手当て、通

勤手当て、家族手当などが含まれるほか超過労働給与額も含まれる。現物給与は含んでいない。 
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非サービス時間の賃金は、常勤労働者では「賃金支払なし」が少ないが、短時間労働者、

特に非定型者（登録ホームヘルパー）で賃金支払なしの割合が比較的高く、特に業務報告

書作成時間、事業所での待機時間では４割前後となっている。 

また、研修等への参加時間では、短時間労働者で「該当時間未発生」の割合が高く、「賃

金支払あり」が低くなっている。 

図表Ⅰ-1-88 ホームヘルパーの非サービス時間の賃金支払の有無 
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出所：財団法人介護労働安定センター 平成17年度介護労働実態調査結果 
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教員免許状授与件数は、高等学校、中学校、幼稚園、小学校の順に多いが、実際に働い

ている教員の数は、小学校が最も多い。 

図表Ⅰ-1-89 幼稚園・小学校・中学校・高等学校の教員免許状授与件数の推移 

24,424 23,692 23,990 24,988

42,475
40,32539,081 38,982

44,656

24,617

57,264
54,930

64,660

58,197
53,990

79,551
82,462

79,252 78,657 80,313

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

90000

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

（千人）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校

幼稚園

高等

学校

中学校

小学校

 
出所：文部科学省調べ 

 

 

図表Ⅰ-1-90 幼稚園・小学校・中学校・高等学校の本務教員数の推移 
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出所：文部科学省「学校基本調査」 
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幼稚園、小学校、中学校、高等学校の本務教員のうち女子教員の占める比率を見ると、

幼稚園で最も高く、次いで小学校、中学校、高等学校の順となっており、幼稚園教諭につ

いては、常に９割を超えている。 
図表Ⅰ-1-91 幼稚園・小学校・中学校・高等学校の本務教員のうち女子教員の占める比率 
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出所：文部科学省「学校基本調査」 

 

年齢階級別に小学校、中学校、高等学校、幼稚園の教員の採用者数、離職者数を見ると、

小中高等学校の教員では、年齢階級があがるにつれ離職者数が多くなるが、幼稚園教諭で

は、採用者数も離職者数も 20 代が多くなっている。 

図表Ⅰ-1-92 年齢階級別幼稚園・小学校・中学校・高等学校の教員の採用者数、離職者数、

女性割合 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：文部科学省「学校教員統計調査」（平成 16 年度）  

4,639

4,173

1,172

378 386
628 599

272
37

248

589
466 445 533

955

2,131

2,987

4,960

67.7

62.4
59.0

62.4

39.9

22.9 21.7
19.9

54.1

70.2

79.1

74.2

64.7

50.8

63.0

75.9 75.7

41.4

－

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

25歳

未満

25歳～

30歳未満

30歳～

35歳未満

35歳～

40歳未満

40歳～

45歳未満

45歳～

50歳未満

50歳～

55歳未満

55歳～

60歳未満

60歳以上

（人）

－

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0
（％）

4,639
4,173

2,131
2,987

4,960

67.7 62.4 59.0 62.4
54.1

70.2
79.1

74.2
64.7

50 8
63.0

75.9 75.7

3 000

4,000

5,000

6,000

60.0

80.0

100.0

採用者数男女計 離職者数男女計 採用者女性割合 離職者女性割合

2,156

2,524

664

264 299
367

171

344

500

761

1,197

2,740

57

205

427

591

449 533

55.9

48.7
45.2

40.5

22.4

10.9 10.2

68.4

64.4

51.5

29.8

35.6

48.2

55.1

14.5
12.3

26.1

63.8

－

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

25歳

未満

25歳～

30歳未満

30歳～

35歳未満

35歳～

40歳未満

40歳～

45歳未満

45歳～

50歳未満

50歳～

55歳未満

55歳～

60歳未満

60歳以上

（人）

－

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0
（％）

2,091

2,719

939

314 287 304 309 214 223227

863

546
322 356 334

525

1,064

5,682

47.4

40.4

36.6

32.5
31.4

21.7

15.2

7.9 8.1

55.1 55.4

50.5

44.1

27.2 26.3

33.9 34.6

14.4

－

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

25歳

未満

25歳～

30歳未満

30歳～

35歳未満

35歳～

40歳未満

40歳～

45歳未満

45歳～

50歳未満

50歳～

55歳未満

55歳～

60歳未満

60歳以上

（人）

－

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
（％）

8,983

69

1,195

369 257 315 340 334
123158

897

367
244

283

209

4,659
4,061

560

95.1
98.0 97.9 96.2

91.8

31.7

98.6 98.0 97.8 95.7 96.2
93.8

87.0

91.9
97.7

98.5

60.4

97.4

－

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

25歳

未満

25歳～

30歳未満

30歳～

35歳未満

35歳～

40歳未満

40歳～

45歳未満

45歳～

50歳未満

50歳～

55歳未満

55歳～

60歳未満

60歳以上

（人）

－

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0（％）（％）

小学校 

幼稚園 高等学校 

中学校 



資料－48 

②希望・意識 

自分が文系向きか理系向きかは、半数以上が小中学校時代に既に意識している。 
図表Ⅰ-1-93 進路選択の時期（自分が文系向きか理系向きか） 

12.9 11.7 13.9

40.0 38.3
41.4

30.2 30.1
30.1

12.2 13.4
11.3

1.63.92.6
0.91.81.3

0.8 0.7 0.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 男子 女子

無答不明

大学入学後

高校３年生

高校２年生

高校１年生

中学生のころ

小学生のころ

 
出所：経済産業省「進路選択に関する振り返り調査－大学生を対象として－」（平成 17 年度） 

 

「中学２年生からみた理科の学習に対する周囲の意識」を見ると、男子の方が「科学・

技術」関連の仕事に就くことを期待されていると考えていることが分かる。 
図表Ⅰ-1-94 中学２年生からみた理科の学習に対する周囲の意識 

9.9

7.2

10.1

21.5

13.5

18.8

10.8

13.2

37.1

37.5

39.5

41.6

48.3

51.1

31.5

41.8

31.6

43.0

33.2

42.3

4.6

5.3

1.1 5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男子

女子

男子

女子

男子

女子 とてもあては
まる

だいたいあて
はまる

あまりあては
まらない

まったくあては
まらない

お父さんは、将来、自分が科学や

技術に関わる仕事についたら喜ぶ

と思う。

お母さんは、将来、自分が科学や

技術に関わる仕事についたら喜ぶ

と思う。

先生は、私が理科でよい成績を取

れると期待している。

 
出所：東京学芸大学 村松泰子ほか「学校教育におけるジェンダー・バイアスに関する研究」 
（独立行政法人日本学術振興会科学研究費補助金 平成 11 年度～平成 13 年度） 
 

高校３年生が将来就きたい職業については、男性では、技術者・研究者・整備士・建築

設計士など技術系の職業、女性では、保育士・看護師といった違いが見られ、従来の男性・

女性が就くことの多かった職業のイメージが男子及び女子の職業選択に影響を与えている

との指摘がある。 
図表Ⅰ-1-95 高校３年生が将来就きたい職業 （単位：％） 

男子（N=776）  女子（N=825） 

公務員（国家・地方） 14.3 保育士・幼稚園教諭 10.8 

技術者・研究者 9.3 看護師 8.0 

教師 7.7 教師 5.8 

整備士 7.7 調理師・シェフ・パティシエ、フード関連  4.8 

医者・歯科医師・獣医 4.3 公務員（国家・地方） 4.6 

俳優・タレント・ミュージシャン 4.3 トリマー・動物関連 3.9 

建築設計士 3.9 美容師・理容師 3.5 

ゲーム関係 3.6 事務 3.4 

美容師・理容師 3.1 ヘア・メイクアーティスト 3.0 

会社員 3.0 薬剤師 3.0 

出所：（社）全国高等学校ＰＴＡ連合会、（株）リクルート「キャリアガイダンス」合同調査 
第２回「高校生と保護者の進路に関する意識調査」（平成 2006 年１月）より作成。 
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自分の専攻は多くが高校時代に決定し、職業選択は大学入学後が多くなる。 

図表Ⅰ-1-96 進路選択の時期（大学での専門分野、自分の職業） 

 

出所：経済産業省「進路選択に関する振り返り調査－大学生を対象として－」（平成 17 年度） 

 

 

 

高校時代に進路変更を経験した学生は、職業に対する意識が十分ではない割合がやや高

い。 

図表Ⅰ-1-97 高校時代の進路変更の有無別 

「自分の就きたい職業がわからない」と回答する割合 

52.4

62.6
53.9

60.056.2

69.9

45.9
52.6

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0

50.0
60.0
70.0
80.0

進路変更
なし

理系から
進路変更

進路変更
なし

文系から
進路変更

文系 理系

（％） 男子 女子

 
出所：経済産業省「進路選択に関する振り返り調査－大学生を対象として－」（平成 17 年度） 
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まだ考えていない
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大学２年生

大学１年生

高校３年生

高校２年生

高校１年生

中学生のころ

小学生のころ
3.7 2.4 4.8

13.7 10.6
16.3

17.3
15.1
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29.0

29.7
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35.1
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0.80.60.7
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100%
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大学入学後

高校３年生

高校２年生
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中学生のころ

小学生のころ

大学でどのような 
専門分野を勉強す

るか 

どのような職業に 
就くか
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研究者から見た「女性研究者が少ない理由」としては、出産・育児・介護等と研究の両

立が難しい、女性の受け入れ態勢が整備されていない、女子学生の専攻学科に偏りがある

ことと回答する者が多く、女性は自然科学系の研究職への適性が低いことを挙げる研究者

はほとんどいない。 

図表Ⅰ-1-98 女性研究者が少ない理由 

38.8

43.6

44.4

3.2

12.6

43.2

22.7

61.4

2.3

13.6

0 10 20 30 40 50 60 70

女性を採用する受け入れ態勢が

整備されていない

自然科学系の女子学生が少なく、

また女子学生の専攻学科に偏りがある

出産・育児・介護等で研究の継続が難しい

女性は、自然科学系の研究職への適性が低いから

目指すべきロールモデルが少ない

男性

女性

 

出所：文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査」（平成 14 年度）より作成。 

  
 
採用・昇進・評価・雑務の負担に関する不公平感は、女性研究者の方が多い。 

図表Ⅰ-1-99 研究者の採用・昇進・評価に関する不公平感 

51.5

5.2

3.0

10.3

2.1

1.3

3.4

45.4

9.4

4.0

9.8

22.1

6.0

5.2

17.3

29.4

33.2

75.3

4.4

0.9

2.7

6.7

0.6

1.3

4.0

8.3

11.3

15.5

28.3

11.2

8.2

4.9
1.2

0 20 40 60 80

無回答

その他

学会等情報交流の場への参加機会

研究発表の機会

国内外留学の機会

雑務の負担

研究・事務支援者の数

研究費の配分

評価

昇進

採用

男性 n=1261

女性　n=1200

組織長 n=233

 
出所：文部科学省「平成 13･14 年度科学技術振興調整費 

科学技術政策提言プログラムによる調査結果」より作成。 
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（６）起業の状況 
①現状 

自己雇用者に占める女性の比率は増加傾向にあるが、女性の自己雇用者数は横ばいであ

る。 

図表Ⅰ-1-100 自己雇用女性の比率

197 218 242 241 234

739 719 692

681
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22.45
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24.7
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（％）自己雇用男性（非農林）
自己雇用女性（非農林）
女性割合

 
注）自己雇用者とは、会社役員＋自営業主（内職除く。） 
原資料：就業構造基本調査 
出所：経済産業省「女性の自己雇用に関する研究会報告書」（平成 16 年） 

 
開業準備をしている人に占める年代別性別の割合を見ると、男女ともに 30代が最も多い。 

図表Ⅰ-1-101 開業準備をしている人（全開業準備をしている人に占める年代別性別割合） 

5.3
8.1

6.2 5.1
2.2

13.2

19.4

14.8
14.9

7.7

0.50.4 1.60.6
1.0
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20.0
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１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代

（％）

男
女

  
注）開業準備をしている人の総数は 97 万人 
原資料：就業構造基本調査（2002） 
出所：経済産業省「女性の自己雇用に関する研究会報告書」（平成 16 年） 
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性別に自己雇用者・被雇用者の年間所得の分布を見ると、男女で分布のパターンが異な

っている。女性では、自己雇用者で 50万円未満、被雇用者で 50～99万円がピークとなっ
ており、男性では、自己雇用・被雇用者ともに 300万円台が最も多くなっている。 

図表Ⅰ-1-102 性別自己雇用者・被雇用者の年間所得の分布状況 
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原資料：就業構造基本調査（2002） 
出所：経済産業省「女性の自己雇用に関する研究会報告書」（平成 16 年） 
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起業した事業者の廃業との相関が認められる要因は、業種・年齢・斯業経験年数、開業

費用、自己資金額、などであるが、性別は相関がない。ただし、女性は斯業経験年数や自

己資金などが乏しくなりがちであることから、女性の廃業割合が高く見える。 

 
出所：国民生活金融公庫「新規開業企業を対象とするパネル調査」（平成 18 年） 

図表Ⅰ-1-104 経営者の性別存続廃業状況 

83.4

79.2

14.6

18.8

2.1

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（Ｎ=1,792）

女性（Ｎ=389）

存続 廃業 存廃不明
 

出所：国民生活金融公庫「新規開業企業を対象とするパネル調査」（平成 18 年） 

図表Ⅰ-1-103 廃業との相関が認められる要因 
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②希望・意識 

年齢別に女性起業希望者数を見ると、30代で多くなっている。 

図表Ⅰ-1-105 女性起業希望者の年齢構成 
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15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～ （歳）

（千人）

 
注）起業希望者とは、追加就業希望者、転職希望者及び就業希望者のうち、希望する仕事の形態
として自営業と回答した割合を示す。 

出所：総務省就業構造基本調査（平成 14 年）より作成。 

 
性別年齢別に事業経営を志した理由を見ると、性・年代を通じ「自分の能力をより生か

すことができる」が多く、また女性では、同年代の男性と比較して、「好きなことを仕事に

したい」「時間や働く場所が自分のライフスタイルにあっている」「社会に必要とされる仕

事で働き甲斐を感じたい」と回答する割合が高い。 

図表Ⅰ-1-106 男女別年齢別事業経営者を志した理由 
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（
ポ

イ

ン

ト

）

自分の能力をより生かすこと
が出来る
社会に必要とされる仕事で働
き甲斐を感じたい

好きなことを仕事にしたい

雇用されるより自己裁量ので
きる起業の方が性格に合う
時間や働く場所が自分のライ
フスタイルに合っている
働きに応じた成果が得られる

ビジネスチャンスやアイデア
を発見した
多くの収入を得られる

適当な勤め先がなかった

資産などを有効活用したかっ
たから

配偶者や家族・親族の死亡に
よりやむを得ず  

注）各質問項目への回答に対して、「なし」「弱い」「やや強い」「強い」の順に各１～４ポイント
を与えて集計。 

注）年代の別は、「20」が 29 歳以下、「30」が 30～39 歳、「40」が 40～49 歳、「50」が 50～59
歳、「60」が 60 歳以上を表示している。 

原資料：経済産業省「起業に影響する諸要因に関する調査」（平成 16 年） 
出所：経済産業省「女性の自己雇用に関する研究会報告書」（平成 16 年） 
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創業した人に開業後に直面した困難を聞くと、女性では、「経営知識が不足している」、「家

族と過ごす時間が少なくなった」が男性に比べて高くなっている。 

図表Ⅰ-1-107 開業後直面した困難（創業した人）
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原資料：経済産業省「起業に影響する諸要因に関する調査」（平成 16 年） 
出所：経済産業省「女性の自己雇用に関する研究会報告書」（平成 16 年） 

 
【参考】 
 
性別によって創業時に直面する困難や創業確率はあまり違わないが、女性自己雇用者が

自己雇用を辞める確率は男性より高い。その理由は、創業する業種が、対個人サービス・

小売・飲食など、小規模で参入障壁が小さい業種を選ぶことが多いために競争が激しく退

出も多くなること、また、被雇用女性と同じく、家事・育児・介護等を負いながら就業を

継続していくことが困難であることが理由である。性別によって違う局面での支援－男性

ではより創業時に重点をおいた支援、女性では、より事業継続に重点をおいた支援－が必

要である。事業継続支援の中でも、低利融資制度や税制優遇措置などは男女ともにニーズ

の高い支援であるが、女性に関しては、経営知識の不足を補うような支援と育児・家事・

介護サービス支援などの就業継続支援へのニーズが高い。就業継続支援を行うと同時に、

家庭内での分業について、男女ともに意識の底に根強く残っている固定的な性的役割分担

を見直していくことが重要である。（経済産業省 男女共同参画社会研究会～女性の自己雇

用に関する研究会～報告（平成 16年）から引用）
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創業していない人に今後期待する支援を聞くと、男女とも、低利融資制度や経営に関す

るするセミナーの拡充が高くなっている。また女性では「公的な経営相談窓口の設置」も

高くなっている。 

図表Ⅰ-1-108 今後期待する支援（創業していない人） 
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無回答
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原資料：経済産業省「起業に影響する諸要因に関する調査」（平成 16 年） 
出所：経済産業省「女性の自己雇用に関する研究会報告書」（平成 16 年） 
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（７）学歴による就労の状況 
①現状 

女性の学歴別労働力率の国際比較をすると、高学歴ほど労働力率が高いという傾向は共

通しているが、日本では、特に高学歴の女性の労働力率が、他国と比較して低くなってい

る。 

図表Ⅰ-1-109 女性の学歴別労働力率の国際比較（25～64 歳） 
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出所：ＯＥＣＤ "Education at a Glance 2004" 

 

女性の年齢階級別学歴別有業率を見ると、30 代後半までは高学歴ほど有業率が高いが、
40、50代は高学歴ほど有業率が低くなっている。 

図表Ⅰ-1-110 女性の年齢階級別学歴別有業率 
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出所：総務省統計局「就業構造基本調査」（平成 14 年） 
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新規学卒入職者の正社員の割合は年々低下傾向にあるが、特に高卒では落ち込みが激し

く 2004年には 64.1％となっている。 
図表Ⅰ-1-111 新規学卒入職者の正社員の割合 
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注）新規学卒の未就業者の入職者のうち、一般労働者の割合である。 

注）「正社員」とは、「雇用動向調査」における「一般労働者」（パートタイム労働者以外のすべての労働者）

を言う。 

原資料：厚生労働省「雇用動向調査」により特別集計 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 

 

学歴別企業規模別女性労働者の割合を見ると、中卒、高卒、高専卒、短大卒、大卒の順

に、小規模の企業での就業の割合が高くなる傾向にあることが分かる。 

図表Ⅰ-1-112 学歴別企業規模別女性労働者の割合 
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出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 17年） 
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学歴、産業別女性労働力の割合を見ると、中卒・高卒では製造業、高専・短大では医療

福祉で割合が高い。一方大卒は比較的多様な産業で就業しており、卸売・小売業、医療福

祉、サービス業、情報通信業の順となっている。 

図表Ⅰ-1-113 学歴、産業別女性労働力率の割合 
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出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成 17年） 

 

 

②希望・意識 

 
学歴別に無業者の希望する就業形態を見ると、高学歴の女性では正規の職員・従業員を

希望する者の割合が高く、25～34歳で大卒者の正規職員希望の傾向がより強い。 
しかし、大卒者は年代が上がるにしたがって正規職員希望者割合が減少する傾向が強い

ため、短大・高専、高校・旧制中卒業者との差が縮小する。 

図表Ⅰ-1-114 学歴別年齢階級別無業者の希望する就業形態（女性） 
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出所：総務省統計局「就業構造基本調査」（平成 14 年） 
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現在無業で就業を希望する女性の希望する就業希望理由を見ると、「収入を得る必要が生

じた」が最も多いが、学歴別で見ると、学歴が高いほど、「知識や技能を生かしたい」「社

会に出たい」を回答する割合が高い。 

図表Ⅰ-1-115 現在無業で就業を希望する既婚女性の希望する就業希望理由 
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失業している 学校を卒業した 収入を得る必要が生じた 知識や技能を生かしたい
社会に出たい 時間に余裕ができた 健康を維持したい その他  
出所：総務省「就業構造基本調査」（平成 14 年） 
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２．農業分野における女性の現状と希望 
（１）農業分野における女性の現状 
農業就業人口等に占める女性の割合は５割を超えているが、基幹的農業従事者では少し

低くなっている。 
図表Ⅰ-1-116 農業就業人口等に占める女性の割合 
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注）基幹的農業従事者：自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだん
の主な状態が「主に仕事（農業）」である者 
出所：農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」 

 

新規就農女性は増加傾向にあるが、年代別では 40歳以上の女性が多くなっている。 
図表Ⅰ-1-117 新規就農女性の動向 

18.2%

30.9%

42.2%

33.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年

新規学卒就農者の女性割合

39歳以下離職就農者の女性割合

40～49歳離職就農者の女性割合

50～64歳離職就農者の女性割合

0.4
3.0

3.8

12.7

0

5

10

15

20

25

元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年

(千人)

50～64歳離職就農女性数

40～49歳離職就農女性数

３９歳以下離職就農女性数

新規学卒就農女性数

注１　「離職就農者」とは、他産業への勤務が主から農業への従事が主になった人。（在宅、Ｕターンを問わない。）

注２　平成３年以降は、「販売農家のみ」の調査値である。

 
出所：農林水産省「農業構造動態調査」等 
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自営農業に 60日以上従事している女性のうち、報酬を受け取っている女性農業者は約半
数であり、受け取っている人の中でも受け取る報酬が 1か月平均で 15万円未満となってい
る人が８割弱を占める。 

図表Ⅰ-1-118 女性農業者の報酬の受け取りの有無及び 

労働報酬受取形態別割合（１か月平均の給与・報酬金額割合） 
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※「無し」には無回答(0.2%)

　を含む。

15～20, 11.1

5～10, 43.8
10～15, 16.9

20～25, 4.7

25～30, 2.4
30万円以上, 4.1

5万円未満, 16.8

無回答, 0.1

 
出所：農林水産省「女性の就業構造・経営参画状況調査」（平成 15年） 

 
女性就業者が責任を持って担当している部門があると回答した者は７割を占め、担当部

門としては、露地栽培が多い。 
図表Ⅰ-1-119 女性就業者が責任をもって担当している部門の有無及び 

女性就業者が責任を持って担当している部門別農家割合（複数回答） 

  
出所：農林水産省「女性の就業構造・経営参画状況調査」（平成 15年） 
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家族経営協定締結農家数は年々増加しており、家族経営協定締結農家が主業農家戸数に

占める割合も徐々に増加している。 

図表Ⅰ-1-120 家族経営協定締結農家が主業農家に占める割合
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注）家族経営協定締結農家調査時点：13年までは８月１日現在。14年からは３月 31日現在。 
注）「主業農家」とは、農業所得が主（農家所得の 50％以上が農業所得）で、65 歳未満の農業
従事 60日以上の者がいる農家をいう。 
出所：家族経営協定締結農家数：（平成 9～11年）農林水産省・婦人生活課調べ、（平成 12～15
年）農林水産省普及課調べ、（平成 16～18年）農林水産省普及・女性課（女性・就農課）調べ 
主業農家数：農林水産省統計部「農業構造動態調査報告書－基本構造－」、「農林業センサス」 
 
協定を取り決めている家族の範囲は、1996年では経営主と子が多かったが、2003年では、
経営主と配偶者が最も多くなっている。 

図表Ⅰ-1-121 協定を取り決めている家族の範囲の推移 
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原資料：農林水産省「家族経営協定に関する実態調査」 
出所：「現代の家族経営協定」川手督也 2006 年 
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協定において取り決めている内容は、1996年では、経営委譲、労働報酬などが多かった

が、2003年では、労働時間、農業経営の方針決定、農業面の役割分担、労働報酬など、労
働条件に関するものが増え、また、生活面の役割分担も増えてきている。 

図表Ⅰ-1-122 協定において取り決めている内容（複数回答） 
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注） 2002年において、次のとおり取り決め内容を変更 
①労働時間と休日を統合。また委譲者（老後）の扶養（金銭面）と委譲者（老後）の住居・生活を統合

し、委譲者（老後）の扶養（居住・生活・介護等）へ変更。 
②結婚後の住居・生活の仕方を廃止 
③労働衛生・健康管理、社会・地域活動への参加、育児の役割分担を追加 
原資料：農林水産省「家族経営協定に関する実態調査」 
出所：「現代の家族経営協定」川手督也 2006 年 

 
 
 
農業委員会、農協、漁協への女性の参画状況の推移を見ると、農協個人正組合員の割合

は 15％と比較的高くなってきているが、漁協個人正組合員、農業委員会、農協役員、漁協
役員における女性の参画割合は低い状況である。 

図表Ⅰ-1-123 農業委員会、農協、漁協への女性の参画状況の推移 
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農協役員
数 女性の
割合

漁協役員
数 女性の
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 注：農業委員：各年8月1日現在，ただし，平成2年以降は10月１日現在

　　　農　　 協：「総合農協統計表」各事業年度末（農協により4月末～3月末）現在

　　　漁　　 協：「水産業協同組合統計表」各事業年度末（漁協により4月末～3月末）現在  
出所：農林水産省経営局構造改善課，協同組織課，水産庁水産経営課調べ 
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女性の指導農業士、青年農業士、女性農業士等は増加しており、それらに女性が占める

割合は約 3割である。 
図表Ⅰ-1-124 指導農業士、青年農業士、女性農業士等の総数に占める女性の割合 
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35.0%女性の人数

女性の割合

 
注）・指導農業士：指導農業士は知事が認定する農業者。認定要件は知事が定めるが、主に、農業技術・

経営管理能力等が地域の水準以上の者、農村青少年の育成指導（農村青少年の研修受入等）に積

極的に取組む者等である。 

・青年農業士：青年農業士は知事が認定する農業者。認定要件は知事が定めるが、以下の①～③を満

たす者。 

①農業者研修教育施設の高等学校卒業課程以上の研修教育若しくは講座制研修を履修した者又は

知事がこれらと同等以上の資質を有すると認めたものであること。 

②一定の営農経験を有し、かつ、将来とも農業経営を実践して地域農業の推進者になると見込ま

れるおおむね 35 才未満の者であること。 

③農村青少年の集団活動に積極的に参画し、中心的活動ができると見込まれる者であること。 

・女性農業士等：女性農業士、生活改善士、その他農村女性に対する称号を含む。 

・平成 15 年度については女性農業士を指導農業士制度に統合した県が複数あるため女性農業士の数

が減少している。 

出所：Ｈ８～Ｈ１１は農林水産省婦人・生活課調べ（12 月末日現在）Ｈ12～Ｈ16 は普及・女
性課「組織運営調査」（年度末現在） 

 

認定農業者数は増加傾向にあり、女性もやや増加しているが、依然割合は２％強となっ

ている。 
図表Ⅰ-1-125 認定農業者数の推移 
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注）認定農業者：農業経営改善計画書（５年後の農業経営の目標）を作成し、農業経営を営む
市町村から認定を受けた農業経営者 

注）平成 16年からの女性認定農業者数については、「女性の単独申請」と夫婦による共同申請
を合計したものである。 

出所：農林水産省経営政策課調べ 数値はいずれも各年３月末現在 
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法人化する農村女性起業者も増えているが、依然農村女性起業総数に占める割合は低い。 

図表Ⅰ-1-126 農村女性による起業活動における法人化の状況 
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出所：農林水産省「農村女性による起業活動実態調査」 
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農村女性による起業数の推移を見ると、グループ経営、個人経営ともに伸びているが、

グループ経営の割合が高い。 

図表Ⅰ-1-127 農村女性起業数の推移 
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出所：農林水産省「農村女性による起業活動実態調査」より作成。 

 

 

 

農村女性起業のグループ経営における構成員数を見ると、10 人以下の小規模のグループ
が約半数を占める。 

図表Ⅰ-1-128 農村女性起業のグループ経営における構成員数（平成 17 年度） 
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 3032, 53%

（単位：件、％）

 
出所：農林水産省「農村女性による起業活動実態調査」より作成。 
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農村女性起業の活動内容を見ると、食品加工が最も多く、次いで販売・流通、農業生産

の順となっている。 

図表Ⅰ-1-129 農村女性起業の活動内容内訳（複数回答） 

65.9 67.7 70.0 72.2 74.3 75.3

41.5 40.6 41.2 43.6 45.9 44.2
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4.0 3.8
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（％）

食品加工 販売・流通 農業生産

都市との交流 食品以外の加工 サービス事業

その他 不明
 

出所：農林水産省「農村女性による起業活動実態調査」より作成。 

 
 
農村女性起業の過去１年間の販売金額別起業活動数内訳の推移を見ると、割合は減って

きているものの 300万円未満の小規模経営が多い。 

図表Ⅰ-1-130 過去１年間の販売金額別起業数内訳（単位：件、％） 
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出所：農林水産省「農村女性による起業活動実態調査」より作成。 
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（２）農業分野における女性の就業に関する希望・意識 
女性の農業経営へのかかわりに関する意識を見ると、女性も経営者または共同経営者と

してかかわるべきと考えている人が男性では約６割を占めるが、女性では約４割である。 
 

図表Ⅰ-1-131 女性の農業経営へのかかわり方に関する女性の意向と男性の意識 
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※ 女性の農業経営へのかかわり方について女性には「取り仕切りたい」等の意向、男性には 

「取り仕切るべき」など意識を調査している。 

出所：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（平成 16 年度） 

 

 

 

年齢別に見ると、若い女性ほど経営参画の意向が高い傾向が見られ、39 歳以下では約５
割が経営者又は共同経営者としてかかわりたいと考えている。 

図表Ⅰ-1-132 年齢別女性の農業経営へのかかわり方に関する女性の意向 
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出所：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（平成 16 年度） 
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農業経営の中での女性が担う仕事に関する女性の意向と男性の意識については、各項目

とも女性の意向より男性の意識が高い割合になっている。 

図表Ⅰ-1-133 農業経営の中で女性が担う仕事に関する女性の意向と男性の意識（複数回答）  
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出所：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（平成 16 年度） 

 
年齢階層別に女性の意向を見ると、出荷・販売についてはどの年齢層でも意向が高く、

農産物の加工については年齢が高いほど、簿記・記帳については年齢が低いほど意向が高

い。 

図表Ⅰ-1-134 年齢別農業経営の中で女性が担う仕事に関する女性の意向（複数回答、主

なもの） 
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出所：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（平成 16 年度） 
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年齢階層別に女性が参加する地域活動に関する女性の意向を見ると、39 歳以下では、農

業経営に関する活動で意識が高い。50 代以降では環境保全・環境美化活動等の農業生産の
周辺の活動に関心が高い傾向にある。 

図表Ⅰ-1-135 年齢階層別の女性が参加する地域活動に関する女性の意向（複数回答） 
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出所：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（平成 16 年度） 

 
女性が経営参画する上での課題は、家事・育児・介護等の負担が大きく経営に参画する

ゆとりがないことが最も多く、次いで女性のための支援策に関する情報に接する機会がな

いとなっている。 

図表Ⅰ-1-136 女性が経営参画する上での課題 
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（単位：％）

 
出所：農林水産省「女性の就業構造・経営参画状況調査」（平成 15年） 
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家族経営協定に関する意識を見ると、「克服すべき課題はあるかもしれないが、家族経営

協定は締結すべき」を含め、締結すべきとしているのは、男女とも３割程度である。年齢

別に女性の意識を見ると、若いほど推進するべきとの回答が多く、39 歳以下では４割以上
が締結すべきとしている。 

図表Ⅰ-1-137 家族経営協定に関する意識 
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課題を克服してまで、家族経営協定の締結
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家族間で話し合いをすればよいので、家族
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家族経営協定についてよく知らないので分

からない

その他

特に考えはない

無回答

 
出所：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（平成 16 年度） 

 
図表Ⅰ-1-138 年齢階層別女性の家族経営協定に関する意識（主なもの） 
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出所：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（平成 16 年度） 
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女性が経営参画する上で必要な支援策としては、「女性が参加しやすい各種研修の充実」

が最も多く、次いで、「介護サービスの充実」、「女性のための施策に関する情報の提供」と

なっている。 

図表Ⅰ-1-139 女性が経営参画する上で必要な支援策（複数回答） 
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男女共同参画に関する男性への普及・啓発活動

託児サービスの充実

女性他借りやすい資金の充実

（単位：％）

 

出所：農林水産省「女性の就業構造・経営参画状況調査」（平成 15年） 

 

 

出産・育児期にある女性の農作業等の仕事へのかかわり方に関する意識を見ると、女性

も男性も、約６割が一定期間は完全に農作業は避けるべきと回答している。 

図表Ⅰ-1-140 出産・育児期にある女性の農作業等の仕事へのかかわり方に関する意識 
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出所：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（平成 16 年度） 
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男女共同参画社会を形成する上で重要な女性への支援・施策に関する意識を見ると、男

女とも「夫や家族による家事・育児の分担」が最も高く、次いで「女性が農業技術等を習

得するための研修やセミナーの開催」となっている。 
図表Ⅰ-1-141 男女共同参画社会を形成する上で重要な女性への支援・施策に関する意識 

（複数回答） 
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出所：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（平成 16 年度） 

 
年齢別に女性の意識を見ると年齢が高いほど「女性が農業技術等を習得するための研修

やセミナーの開催」が高くなり、若いほど「女性農業者間の新たなネットワークの育成・

支援や、女性農業者と異業種の女性との交流の場の拡大」が高くなっている。 

図表Ⅰ-1-142 年齢階層別女性の男女共同参画社会を形成する上で重要な 

女性への支援・施策に関する意識（複数回答）（主なもの） 
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トワークの育成・支援や、女
性農業者と異業種の女性と
の交流の場の拡大

（単位：％）

 
出所：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（平成 16 年度） 
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３．ボランティア・地域活動における女性の現状と希望 
（１）ボランティア・地域活動の現状 
性別ボランティア活動の行動者比率を見ると、女性の方がやや高い傾向にある。 
また、形態別の内訳を性別に見ると、男性では、「町内会・青年団・老人クラブ等」、「学

校・職場の人と」が若干多く、女性では、「友人・知人・その他の人と」が若干多い。 

図表Ⅰ-1-143 性別ボランティア活動行動者率 
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注）行動者率：属性別の人口に占める過去１年間に該当する種類の活動を行った人の割合 

注）Ⅰ-1－143 及び 145 は 15 歳以上、Ⅰ-1－144 は 2001 年で 10 歳以上の数値です。 

出所：総務省統計局「平成 13 年社会生活基本調査」 

図表Ⅰ-1-144 ボランティア活動の性別形態別の割合（複数回答） 
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注）Ⅰ-1－143 及び 145 は 15 歳以上、Ⅰ-1－144 は 2001 年で 10 歳以上の数値です。 

出所：総務省統計局「平成 13 年社会生活基本調査」より作成。 

 

男女比で見ると、ボランティア男性の参加比率は、やや減少傾向にある。 

図表Ⅰ-1-145 ボランティア男性参加比率
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注）ボランティア男性参加比率：15 歳以上ボランティア活動参加者（1981～96 年調査までは社会奉仕活動

参加者）に占める男性の割合 

注）Ⅰ-1－143 及び 145 は 15 歳以上、Ⅰ-1－144 は 2001 年で 10 歳以上の数値です。 

出所：総務省統計局「社会生活基本調査」より作成。 
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ボランティア活動を行っている個人の性別回答者の職業は、女性では主婦が、男性では

定年退職後の方が圧倒的に多い。また、主婦（仕事を持っていない方）にフルタイム勤務

の経験の有無を聞くと７割以上がありと回答している。 

図表Ⅰ-1-146 ボランティア活動を行っている個人の性別回答者の職業 
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出所：社会福祉法人全国社会福祉協議会「全国ボランティア活動者実態調査報告書」 
（厚生労働省委託 平成 13 年度） 

 
図表Ⅰ-1-147 主婦（仕事を持っていない方）のフルタイム勤務の経験の有無 

ある, 72.2 ない, 24.8 無回答,

 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=529

 
出所： 社会福祉法人全国社会福祉協議会「全国ボランティア活動者実態調査報告書」 
（厚生労働省委託）（平成 13 年度） 
 

ボランティア活動の活動時間は、男性の方が長い傾向にある。 

図表Ⅰ-1-148 性、年齢階級、有業・無業別ボランティアの行動者平均時間 (2001 年） 
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注） 13 年社会生活基本調査詳細行動分類（調査票Ｂ）による結果である。 
出所：総務省統計局「社会生活基本調査」（平成 13 年） 
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活動分野を見ると、福祉・男女共同参画・生活関係で女性の多い団体の割合が高く、災

害・公害・学術の振興などで男性の多い団体の割合が高くなっている。 

図表Ⅰ-1-149 スタッフの構成／性別法人格の有無活動分野 
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3.0
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全体(4363)

法人格有(1023)

法人格無(3340)

母子福祉(29)

男女共同参画社会の形成の促進(59)

児童福祉(186)

消費者問題(48)

高齢者福祉(799)

障害者福祉(562)

健康づくり(158)

その他の社会福祉(65)

医療(38)

リサイクル(57)

青少年育成(215)

交通安全(29)

教育・生涯学習指導(146)

国際協力(56)

市民活動支援(44)

国際交流(143)

その他(253)

芸術・文化の振興(255)

公害防止(25)

人権の擁護(19)

災害防止・災害時支援(60)

まちづくり・むらづくり(397)

観光の振興(43)

自然環境保護(297)

犯罪の防止(28)

スポーツの振興(66)

平和の推進(13)

学術研究の振興(18)

女性だけ、あるいは女性がほとんど やや女性が多い

男女ほぼ同じくらい やや男性が多い

男性だけ、あるいは男性がほとんど 無回答

 
出所：内閣府「市民活動団体基本調査報告書」（平成 16 年度）より作成。 
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ボランティア団体の代表者の性別は、女性が約７割を占めている。 

図表Ⅰ-1-150 ボランティア団体の代表者の性別 

男性, 23.6 女性, 69.1 無回答, 7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%  
出所：社会福祉法人全国社会福祉協議会「全国ボランティア活動者実態調査報告書」 
（厚生労働省委託）（平成 13 年度） 

 
予算規模を比べて見ると予算規模が大きくなるほど、男性代表の団体の率が高くなって

いる。 

図表Ⅰ-1-151 予算規模別の代表者の性別団体割合 
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合計

N=1539

特に予算規模は把握していない。

N=158

５万円未満

N=406

５～１０万円未満

N=270

１０～２０万円未満

N=238

２０～３０万円未満

N=122

３０～４０万円未満

N=59

４０～５０万円未満

N=51

５０～１００万円未満

N=83

１００万円以上

N=78

男性

女性

無回答

 
出所：社会福祉法人全国社会福祉協議会「全国ボランティア活動者実態調査報告書」 

（厚生労働省委託）（平成 13 年度） 
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「女性だけあるいは女性がほとんど」の団体の多くが 2003年度の支出額が 30万円未満

の財政規模の団体となっている。 

図表Ⅰ-1-152 スタッフの構成／性別財政規模（支出額） 
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注）内閣府が把握している約 73,000 件の市民活動団体リストから 10,000 団体を無作為抽出したアンケ

ート調査であり、集計対象数は 4,363 件。団体数は調査数と割合から割り戻して算出した。 

出所：内閣府「市民活動団体基本調査報告書」（平成 16 年度）より作成。 

 
（２）ボランティア・地域活動に関する希望・意識 
活動をなかなか始められなかった理由は、男女とも「どうすれば活動を始められるのか

わからなかった」が最も多く、「興味はあったが、活動に関する情報の入手方法がわからな

かった」が２位となっている。また、女性では「活動のための時間を確保することが難し

かった」「活動に必要な知識や技術を習得できなかった」が男性と比較して高くなっている。 
図表Ⅰ-1-153 活動を始めたいと思っていたが、なかなか始められなかった人の 

性別なかなか始められなかった理由 
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出所：社会福祉法人全国社会福祉協議会「全国ボランティア活動者実態調査報告書」 
（厚生労働省委託）（平成 13 年度） 
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現在の活動に参加した理由を見ると、男女とも、「社会やお世話になったことに対する恩

返しがしたかった」が最も多く、女性では、「自分の人格形成や成長につながることをした

かった」が２位で男性よりも高くなっている。 
図表Ⅰ-1-154 性別現在の活動に参加した理由 
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出所：社会福祉法人全国社会福祉協議会「全国ボランティア活動者実態調査報告書」 
（厚生労働省委託）（平成 13 年度） 

 

最も期待している支援サービスとして、「活動費等の助成」が最も多いが、「活動に関連

する研修機会の提供」「活動に関する相談」という回答もそれぞれ１割強となっている。 
図表Ⅰ-1-155 最も期待している支援サービス 
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出所：社会福祉法人全国社会福祉協議会「全国ボランティア活動者実態調査報告書」 
（厚生労働省委託）（平成 13 年度） 
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Ⅱ．企業や個人による女性の能力開発の現状と希望 
１．教育訓練サービス市場の状況 
教育訓練サービス市場を費用支出から見ると、2003 年度の政府の職業能力開発予算は約

1632 億円、民間教育訓練費が約 7400 億円であり、政府は全支出の 18％程度を担っている。

また、民間の教育訓練において、企業のアウトソーシングの支出先は、民間が９割、公共

が１割である。 

 

図表Ⅰ-2-1 費用支出からみた教育訓練サービス市場の規模と構造 

 

注） 

１ 教育訓練サービスの分類 

 教育訓練サービスは、企業等が自社内で行うものと、その他教育訓練主体が提供するものがあり、これ

らには「民間部門」「公共部門」「学校法人」がある。これらの教育訓練サービス全体を広義の教育訓練サ

ービス市場と呼ぶ。また、企業が自社内において訓練を行うなど、費用負担者と教育訓練提供主体が同一

である教育訓練サービスの自家消費型の領域を除外した、教育訓練サービスが取引される市場を狭義の教

育訓練サービス市場と呼び、以後ことわりなく「教育訓練サービス市場」と言う場合は狭義のものを指す。 

２ 教育訓練サービスの範囲 

・社会人（職業経験者、主婦、定年退職者を含む「最終学歴修了後一定期間を経ている者」）に対する教育

訓練サービス 

・学校教育を除く講習会・セミナー（会員や会員企業を対象にして実施する講習会・セミナー等も含む）、

通信教育、社会人を対象にした大学院教育 

 

原出所：労働政策研究・研修機構（2004）「能力開発に関する労働市場の基盤整備のあり方に関する研究－

職業能力開発のための教育訓練の整備状況」より作成 

出所：労働政策研究報告書 我が国の職業能力開発の現状と今後の方向 「職業能力開発に関す

る労働市場の基盤整備の在り方に関する研究中間報告」2006 年 

 
 
 
 
 
 
 

教育訓練サービス市場総支出

（広義の教育訓練サービス市場）の

（約 18％）

計 917億円 

外部流出教育訓練費 
（狭義の教育訓練サービス市場）の 
（約 16％） 

（広義の教育訓練サービス市場） 

（狭義の教育訓練サービス市場）
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ＧＤＰに占める労働関連訓練費を比較すると、日本は成人対象の訓練費では 0.04％と、

ＯＥＣＤ諸国の中でも低い水準である。若年者対策でも 0.01％と低い水準である。 

図表Ⅰ-2-2 ＯＥＣＤ諸国の労働市場政策における成人対象の 

労働関連訓練費（公的支出の対ＧＤＰ比） 
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出所：ＯＥＣＤ「Employment Outlook」2004 

Public expenditure and participand inflows in labor market programmes in 

OECDcountries の Labour market training（Training for unemployed adults and those at 

risk 及び training for employed adults を含む）の数値 
※ギリシャは 1998 年、ポルトガルは 2000 年、アイルランド・メキシコは 2001 年、オーストラリア・カナダは 2001 年

度、日本・英国・米国は 2002 年度、他の国は 2002 年の数値、ルクセンブルク、アイスランド、トルコはデータ無し。 

 

図表Ⅰ-2-3 ＯＥＣＤ諸国の労働市場政策における若年者対策費（公的支出の対ＧＤＰ比） 

0
.4
0

0
.2
2

0
.2
0

0
.1
8

0
.1
7

0
.1
5

0
.1
3

0
.1
0

0
.1
0

0
.1
0

0
.0
8

0
.0
7

0
.0
6

0
.0
4

0
.0
2

0
.0
2

0
.0
2

0
.0
2

0
.0
2

0
.0
2

0
.0
1

0
.0
1

0
.0
1

0
.0
1

0
.0
1

0 0

フ
ラ

ン
ス

ポ

ル
ト
ガ

ル

イ
タ

リ

ア

ア

イ

ル
ラ

ン
ド

フ

ィ

ン
ラ

ン
ド

ニ

ュ
ー

ジ
ー

ラ

ン
ド

英

国
デ

ン

マ
ー

ク

ド

イ

ツ

ギ

リ

シ

ャ

オ

ー

ス

ト
ラ

リ

ア

ポ

ー

ラ

ン
ド

ス

ペ
イ

ン

オ

ラ

ン
ダ

オ

ー

ス

ト

リ

ア

カ

ナ
ダ

チ

ェ
コ
共

和

国

韓

国
ス
ウ

ェ
ー

デ

ン

米

国
ベ
ル
ギ

ー

日

本
ノ

ル
ウ

ェ
ー

ス

ロ
バ
キ

ア
共

和

国

ス

イ

ス

ハ
ン
ガ

リ
ー

メ
キ

シ

コ

（単位：%）

 
出所：ＯＥＣＤ「Employment Outlook」2004 

Public expenditure and participand inflows in labor market programmes in 

OECDcountries の Youth measures（Measures for unemployed and disadvantaged youth 及

び Support of apprenticeship and related forms of general youth training を含む）

の数値 
※ギリシャは 1998 年、ポルトガルは 2000 年、アイルランド・メキシコは 2001 年、オーストラリア・カナダは 2001 年

度、日本・英国・米国は 2002 年度、他の国は 2002 年の数値、ルクセンブルク、アイスランド、トルコはデータ無し。 
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教育訓練の提供主体別にサービスの提供分野を見ると、全体では、管理・サービス系が

多い。地方公共団体や財団・社団等では、機械系と居住系が、第３セクターでは情報・通

信系が、株式会社・有限会社では情報・通信系と居住系が比較的多い。 

また、株式会社では１か月未満の短期コースが多い。 

図表Ⅰ-2-4 サービス提供分野からみた教育訓練市場の構造（コースの数） 
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出所：労働政策研究報告書 我が国の職業能力開発の現状と今後の方向 「職業能力開発に関す

る労働市場の基盤整備の在り方に関する研究中間報告」2006 年 

 
 

図表Ⅰ-2-5 研修期間からみた教育訓練サービス提供主体の占める割合 

 専修・各種学校 財団・社団法人 株式会社 

短期（１ヶ月未満）講習会等 １割 ３割 ６割 

長期（１ヶ月以上）講習会等 ４割 ４割 ２割 

原出所：日本労働研究機構「民間教育訓練機関の組織と事業」1996 年 

出所：労働政策研究報告書 我が国の職業能力開発の現状と今後の方向 「職業能力開発に関す

る労働市場の基盤整備の在り方に関する研究中間報告」2006 年 
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教育訓練の提供は、講習会・セミナー形式と通信教育形式があり、講習会・セミナー形

式で提供している主体が多い。また、応募状況は定員を下回る厳しい状況であり、特に通

信教育で厳しい。 

図表Ⅰ-2-6 教育訓練サービス提供の方法と応募状況 

  講習会・セミナー 通信教育 

 開設割合
応募状況

指数 
開設割合

応募状況

指数 

民間企業 97.1 -28.79 16.9 -36.41 

公益法人 99.0 -21.11 8.2 -60.16 

経営者団体 98.7 -25.35 2.7 -50.08 

専修学校等 94.9 -38.09 9.8 -48.68 

大学等 100.0 -33.50 3.7 -17.60 

職業訓練法人等 98.8 -39.69 1.2 -100.00 

合計 98.3 -27.66 7.2 -45.97 

注）応募状況指数＝【定員を大幅に上回った×２＋定員をやや上回った×１＋定員と同じ程度×０＋定員

をやや下回った×（－１）＋定員を大幅に下回った×（－２）】／（総数－開設していない－無回答） 

出所：労働政策研究報告書 教育訓練プロバイダーの組織と機能に関する調査－教育訓練サービ

ス市場の第一次調査―」2005 年 

 
研修コース数を見ると、「資格取得研修」が最も多く、次いで「技術・技能研修」、「ＯＡ・

コンピュータ研修」、「趣味・教養研修」の順に提供されている。 

「資格取得研修」では公益法人、民間企業が、「技術・技能研修」では公益法人、職業訓

練法人等が、「ＯＡ・コンピュータ研修」では経営者団体、職業訓練法人等が、「趣味・教

養研修」は大学等が提供するコース数が多い。 

図表Ⅰ-2-7 研修コース別提供主体の組織形態の特徴 

【組織形態別】（％） 

  件数 民間企

業 

公益法

人 

経営者

団体 

専修学

校等 
大学等 

職業訓練

法人等 
無回答

【全体】 5,750 10.5 27.1 23.3 5.1 21.1 12.8 0.0
【コース分野】 

階層別研修 

  

511
  

8.8
  

31.5
  

42.9
  

0.6
  

5.5 
  

10.8 
  

0.0
 新入社員研修 209 6.7 23.4 47.8 1.0 1.9 19.1 0.0
 マネジメント研修 302 10.3 37.1 39.4 0.3 7.9 5.0 0.0
専門別研修 2,160 5.6 36.9 29.6 4.2 10.0 13.8 0.0
 マナー研修 75 16.0 12.0 62.7 1.3 1.3 6.7 0.0
 営業・販売研修 194 10.3 19.1 61.9 1.0 1.5 6.2 0.0
 技術・技能研修 881 5.1 40.6 15.8 3.6 10.4 24.4 0.0
 医療・看護・福祉にかかわる研修 332 4.5 47.0 3.6 11.7 32.2 0.9 0.0
 経理・財務にかかわる研修 296 3.0 9.5 74.0 4.7 2.7 6.1 0.0
 人事・労務にかかわる研修 172 4.7 41.9 36.0 0.6 2.3 14.5 0.0
 品質・安全にかかわる研修 210 5.2 65.2 19.0 0.5 0.5 9.5 0.0
語学研修 173 17.9 9.8 5.8 2.3 54.9 9.2 0.0
ＯＡ・コンピュータ研修 850 19.1 12.1 26.5 8.4 12.8 21.2 0.0
資格取得研修 965 20.7 33.3 10.1 7.2 13.6 15.2 0.0
趣味・教養研修 672 3.7 3.4 4.5 6.1 79.8 2.5 0.0

研
修
コ
ー
ス
特
性 

その他 401 5.5 31.7 28.7 4.5 23.9 5.7 0.0

出所：労働政策研究報告書 教育訓練プロバイダーの組織と機能に関する調査－教育訓練サービ

ス市場の第二次調査－」2005 年 
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教育訓練の提供主体別の講習会・セミナーの想定対象者は、雇用就業形態で見ると、民

間企業、公益法人では特に多く中小企業サラリーマンを想定対象としているほか、経営者

団体、職業訓練法人でも想定対象としている。また、経営者団体、職業訓練法人では自営

業・自由業も想定対象としている。専修学校等は非就業者を想定対象とし、大学は想定対

象を特定していない。また、どの主体もパート・アルバイトを想定対象としていない。 

職務階層で見ると、中堅社員レベルを想定しているものが多く、どの主体も課長・部長・

次長レベルを想定対象としていない。 

図表Ⅰ-2-8 研修対象からみた教育訓練市場の構造 

  
民間企

業 

公益法

人 

経営者

団体 

職業訓

練法人

等 

専修学

校等 
大学等 

大企業サラリーマン ○ ○     

中小企業サラリーマン ◎ ◎ ○ ○   

公務員・団体職員 ○ ○     

自営業・自由業   ○ ○   

パート・アルバイト       

主婦、学生     ○  

離職者・無業者     ○  

雇用就業

形態からみ

た特性 

想定対象層なし      ○ 

新入社員レベル（１年未満）    ○ ○  

新入社員レベル（３年未満） ○ ○  ○ ○  

中堅社員レベル ◎ ◎ ○ ○ ○  

係長・主任レベル ○ ○     

課長レベル       

部長・次長レベル       

経営者・役員レベル   ○    

職務階層

からみた特

徴 

想定対象層なし      ○ 

注）◎は特に多い対称層 
出所：労働政策研究報告書 我が国の職業能力開発の現状と今後の方向 「職業能力開発に関す

る労働市場の基盤整備の在り方に関する研究中間報告」2006 年 

 
各教育訓練提供主体の実施する研修の受講料、開催規模を見ると、 

①民間企業は時間当たり受講料が高く、少人数研修のコースを提供、 

②職業訓練法人等は時間当たり受講料が安く、研修時間の長いコースを提供、 

③公益法人は平均的な受講料で、多人数研修の方法で訓練するコースを提供、 

④経営者団体は平均的な受講料で、研修時間の短いコースを提供、 

などの特徴が読み取れる。 

図表Ⅰ-2-9 提供主体の実施する講習会・セミナーの研修方法の特徴 

  
民 間 企

業 

公 益 法

人 

経 営 者

団体 

職 業 訓

練 法 人

等 

専 修 学

校等 
大学等 

研修１時間当た

り受講料（千円） 
2.3 1.1 1.1 0.6 1.3 1.3 

研修時間（時間） 55.1 32.1 12.6 101.4 151.5 19.9 
コース 1回当た
り受講者数 

12.9 48.6 29.0 33.3 21.7 37.8 

出所：労働政策研究報告書 我が国の職業能力開発の現状と今後の方向 「職業能力開発に関す

る労働市場の基盤整備の在り方に関する研究中間報告」2006 年 
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民間企業は大規模・専業型で教育訓練事業の成長性が高く、大学等も大規模で成長性が

高いが、非専業型である。また専修学校等は大規模で準専業型であり、成長性が高い。 

図表Ⅰ-2-10 研修・自己啓発ニーズの教育訓練提供主体別構造 

  

教育訓練事業の

成長性（３年前を

１００としたと

きの現在の指数）

収入からみた特徴

（年間平均収入 

億円） 

事業特性（教育訓練

事業比率 ％） 

民間企業 118.6 大規模 (8.8) 専業型 (43.4) 
公益法人 106.4 中規模 (4.5) 準専業型 (14.4) 
経営者団体 103.9 小規模 (2.5) 非専業型 (3.6) 
専修学校等 110.0 大規模 (3.7) 準専業型 (9.6) 
大学等 127.1 超大規模 (65.9) 非専業型 (0.9) 
職業訓練法人等 108.2 小規模 (0.8) 専業型 (27.2) 

出所：労働政策研究報告書 教育訓練プロバイダーの組織と機能に関する調査－教育訓練サービ

ス市場の第一次調査―」2005 年より作成。（調査時期 2004 年 4 月現在） 

 
受講者の立場から教育訓練サービスの提供主体の割合を見ると、全体では民間教育訓練

機関、公益法人、設備機器メーカ等、経営者団体の利用割合が高い。 

また、自営業者は比較的経営者団体の利用割合が高く、非正社員は比較的公共職業訓練

機関、専修学校等の利用割合が高い。 

図表Ⅰ-2-11 能力開発の教育訓練提供主体別構成 
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出所：労働政策研究報告書 我が国の職業能力開発の現状と今後の方向 「職業能力開発に関す

る労働市場の基盤整備の在り方に関する研究中間報告」2006 年 
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２．企業における能力開発の現状とニーズ 
（１）現状 
従業員規模 30 人以上の企業における Off-JT 又は計画的 OJT の実施率の推移を見ると、
近年減少傾向が続いていたが、平成 15年度では増加し、68.2％の企業で実施している。 

図表Ⅰ-2-12 Off-JT 又は計画的 OJT の実施率の推移 
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出所：日本統計センター「能力開発基本調査報告書」(厚生労働省委託) 

平成 10 年までは民間教育訓練実態調査の結果 

 
従業員一人当たりの Off-JT 平均額の平成 12 年度からの推移を見ると減少傾向にあった

が、平成 15 年度では上昇し、３万円を超えている。 

図表Ⅰ-2-13 従業員１人当たりの Off-JT 平均額(過去３年間との比較) 
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0 10,000 20,000 30,000 40,000

平成12年度
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出所：日本統計センター「能力開発基本調査報告書」(厚生労働省委託)（平成 16 年度） 
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能力開発責任主体についての企業の考え方について見ると、企業責任から従業員責任と

見る割合が高まっている。また、どちらか片方のみの責任であるという回答は減っている。 

図表Ⅰ-2-14 これまでの能力開発責任主体についての考え方 

27.5

13.3

48.1

51.6

16.2

25.4

3.9

3.9

4.3

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成12年度

平成15年度

従業員の能力開発を行うのは、企業の責任である
従業員の能力開発を行うのは、企業の責任であるに近い

能力開発に責任を持つのは、従業員個人であるに近い
能力開発に責任を持つのは、従業員個人である

無回答

企業責任 従業員責任

 
出所：日本統計センター「能力開発基本調査報告書」(厚生労働省委託)（平成 16 年度） 

 
従業員規模 30 人以上の企業における従業員の教育訓練の受講率を見ると、「階層別」及
び「技術系職能別」の教育研修は男性で高く、「事務系職能別」では女性が高い。 

図表Ⅰ-2-15 教育訓練の受講率(属性別) 
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出所：日本統計センター「能力開発基本調査報告書」(厚生労働省委託)（平成 16 年度） 

 
平均受講時間を見ると、どの研修でも男性の方が長くなっている。 

図表Ⅰ-2-16 平均受講時間(属性別)（単位：時間） 
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出所：日本統計センター「能力開発基本調査報告書」(厚生労働省委託)（平成 16 年度） 
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過去１年間の Off-JT経験比率は、正社員（役あり）の男女の経験比率が高く、特に女性
の 40歳以上で高い。40歳以上の正社員女性は、役ありと役なしの差が大きい。非典型と自
営では、全般に経験比率が低い。 

図表Ⅰ-2-17 過去１年間 Off-JT 経験比率 

15.9%
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20.8%

10.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

自営 正社員（役なし） 正社員（役あり） 非典型

男性、40歳未満

女性、40歳未満

男性、40歳以上

女性、40歳以上

 
注）非典型：臨時雇用・パート・アルバイト、派遣社員、契約社員・嘱託のいずれかに該当する労働者。 

原資料：みずほ情報総研、経済産業省委託「働き方と学び方に関する調査」2005 年 
出所：「監視・影響調査専門調査会」（第９回）（平成 18 年５月 15 日） 
黒澤昌子氏資料「女性の能力開発の実態について」 

 
Off-JT は、男性では学歴が高いほど受講率も高いが、女性では、学部・院卒（理系）の
受講率が短大・専門卒と受講率と差がない。また、受講時間は、女性では短大・専門卒で

最も長く、学部・院卒（文系）で短い。 
図表Ⅰ-2-18 企業内訓練（Off-JT）受講率（性・学歴別） 
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原資料：厚労省委託「能力開発基本調査」平成 15 年度 
出所：「監視・影響調査専門調査会」（第９回）（平成 18 年５月 15 日） 
黒澤昌子氏資料「女性の能力開発の実態について」 
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仕事に役立つ研修や教育訓練を受けた人について、最も役立った研修の内容を見ると、

女性では、「仕事関連の基礎知識」を挙げる者が多いが、男性では「仕事関連の専門知識」、

「仕事関連の資格取得」、「リーダー研修など一般的知識」など、比較的高度な知識技能や

管理職に必要な知識の研修の割合が高い。 

図表Ⅰ-2-19 最も役立った研修の内容 

28.3

45.1

24.1

19.0

10.6

4.8

19.3

12.1

16.6

17.1

2.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性計(N=3916)

女性計(N=563)

仕事関連の基礎知識 仕事関連の専門知識

仕事関連の資格取得 リーダー研修など一般的知識

その他 N.A.  
出所：(財)連合総合生活開発研究所 
「勤労者のキャリア形成の実態と意識に関する調査報告書」（2000 年） 

 
最も役立った研修を受けた理由を見ると、「上司からの特別指名」を挙げた人は、女性の

26.8％に対して男性が 34.5％と多くなっている。また女性では、男性と比較して「自分か
ら希望」が多くなっている。 

図表Ⅰ-2-20 最も役立った研修を受けた理由:現職の全従業員規模別 

14.3

15.5

9.1 34.5

26.8

20.7

21.5

8.5

15.5

3.8

12.9

16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性計(N=3916)

女性計(N=563)

相当する年齢･勤続になった 相当する資格等級になった
上司からの特別指名 自分から希望
研修必要な部門に配属された N.A.  

出所：(財)連合総合生活開発研究所 
「勤労者のキャリア形成の実態と意識に関する調査報告書」（2000 年） 
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（２）ニーズ 
企業が大学・大学院に望むことは、「知識よりも考える力をつけさせること」、「入試を単

に知識の量を評価する形から思考力・関心・素質などを多面的に評価する方式に変える」

が高くなっており、思考力などを重視していることが見てとれる。 
図表Ⅰ-2-21 企業が研究開発者の供給元としての大学・大学院に望むこと 

67.4

49.7

32.6

31.5

23.7

21.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

知識を与えるよりも、考える力をつけさせる

入試を単に知識の量を評価する形から、思考力、関

心、素質などを多面的に評価する方式に変える

基礎領域や学際領域を重視し、学生を井の中の蛙に

陥らせない

大学院進学、卒業時等での実力主義の徹底

企業の求める新しい分野、人材に対応した学科を設

けたり、分野別の入学定員枠を社会の要請に即して

柔軟に変更したりする

インターンシップ制など、企業での実習・単位取得の

拡大

 

出所：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告書」（平成 16 年度） 

 
企業が採用に当たり重視する能力についてはコミュニケーション能力が 85.7％と最も多
くなっている。 

図表Ⅰ-2-22 企業が採用にあたり重視する能力 

85.7

70.8

64.3

59.5

56.3

54.8

51.7

42.2

40.2

33.8

32.3

28.3

23.6

21.9

19.8

14.8

10.0

9.3

3.8

2.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

コミュニケーション能力

基礎学力

責任感

積極性・外向性

資格取得

行動力・実行力

ビジネスマナー

向上心・探求心

プレゼンテーション能力

職業意識・勤労観

柔軟性・環境適応力

専攻した専門的な知識

体力

ストレス耐性

問題発見力

クラブ・サークル活動

情報収集力

アルバイト経験

ボランティア等社会活動

その他

（％）

 

出所：厚生労働省「若年者の就職能力に関する実態調査」（平成 15年度） 
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女性研究開発者の割合が増えない理由としては、「応募がない、または少ない」「女性研

究開発者を特に増やす努力をしていない」と答える企業が多い。 
図表Ⅰ-2-23 女性研究開発者の割合が増えない理由 

52.7

27.7

22.3

19.5

11.3

5.1

5.1

4.7

56.3

0 10 20 30 40 50 60

応募がない、または少ない

女性研究開発者を特に増やす努力をしていな

い

特に理由はない

育児、介護等の家庭の事情に影響されやすい

研究開発の現場に相談相手やモデルとなる

べき女性の先輩がいないなどの職場の状況

時間外労働など勤務時間や勤務兄弟の特殊

性

施設・設備面で快適な職場環境の整備が不

十分

職場における男性の認識が不十分

わからない

有効回答数256
選択可能数3つまで
平均選択数2.05

 

出所：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告書」（平成 16 年度） 
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女性研究開発者の能力発揮のための具体的取組として企業が現在取り組んでいるものと

しては、柔軟な休業制度等、仕事と家庭の両立に関するものが多いが、将来取り組む予定

のものとしては、女性研究開発者を採用する分野や職域を広げる等、採用・登用における

取組を挙げるものが目立っている。 
図表Ⅰ-2-24 女性研究開発者の能力発揮のための具体的取組 
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29.1

23.5

20.7

18.2

9.3

4.6

2.1

1.6

1.0

17.5

22.0
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15.5

33.8

15.3
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9.6
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9.2

6.3

24.4

58.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

育児や介護等の家庭事情のための柔軟な休業制度

勤務時間・勤務形態の弾力化

人事異動（職務内容、勤務地等）における家庭事情への配慮

女性研究開発者を採用する分野や職域を広げる

昇進・昇給の評価において、育児や介護等の家庭事情を考慮

意識の啓発を行うための社内教育の実施

女性研究開発者を積極的に採用することを明確化した求人・採

用選考の実施

女性の能力発揮促進のための推進組織設立

女性管理者比率の数値目標設定

女性研究開発者比率の数値目標設定

保育施設の併設

その他

現在取り組んでいる

将来取り組む予定

 

出所：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告書」（平成 16 年度） 

 

非正社員を活用する業務について、現状と今後の意向を見てみると、現在も今後も「正

社員が行ってきた業務のうち、定型的な業務に活用」が最も多くなっているが今後は、「判

断業務を含む非定型的な業務」、「高度な専門技能を要する業務」、「職場の管理・監督的役

割を担う業務」にも活用していこうとしていることが分かる。 

図表Ⅰ-2-25 非正社員を活用する業務(非正社員を雇用している企業、複数回答 N=1460) 
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34.7

84.3

9.7

10.8

20.9

21.3

90.5

17.3

30.7
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職場の管理･監督的役割を担う業務に活用

正社員が行っていないような、

高度な専門技能を要する業務に活用

正社員が行っている、

高度な専門技能を要する業務に活用

正社員が行っている、

判断業務を含む非定型的な業務に活用

正社員が行ってきた業務のうち、

定型的な業務に活用

現在

今後

(n=1460)

 
出所：日本労働研究機構「企業の人事戦略と労働者の就業意識に関する調査」（平成 15 年） 
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非正社員を雇用する企業における今後の社員の能力開発の対象者は、約半数の企業が非

正社員も対象にするとしており、特に非正社員比率の高い企業で割合が高い。 

図表Ⅰ-2-26 今後の社員の能力開発の対象者 

26.8

22.7

31.9

22.9

17.8

29.6

30.1

39.8

17.5

15.3

15.5

15.2

2.0

1.2

1.5

3.4

3.0

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非正社員を雇用している企業計(n=1460)

非正社員比率０％を超え２０％未満（n=802)

非正社員比率２０％以上(n=611)

正社員全般と非正社員全般 正社員全般と非正社員の一部

正社員全般（非正社員は対象外） 正社員の中で幹部候補生など対象を絞る
その他 無回答  

出所：日本労働研究機構「企業の人事戦略と労働者の就業意識に関する調査」（平成 15 年） 

 
 
企業がパート・アルバイト経験者をマイナス評価しないのは、「資格取得や能力開発に向

けた勉強をしていた」場合との回答が最も多く、次いで「同じパート・アルバイトを継続

し、その仕事に関して一定の能力を身につけていた」となっている。 

図表Ⅰ-2-27 企業がパート・アルバイト経験者をマイナス評価しない場合 

2.5

8.7

18.8

25.0

25.1

54.0

87.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

その他

起業に向けた勉強をしていた

多数のパート・アルバイトを経験し、広く社会経

験を積んでいた

海外に留学していた

NPO／NGOなどでボランティア活動をしていた

同じパート・アルバイトを継続し、その仕事に関

して一定の能力を身に付けていた

資格取得や能力開発に向けた勉強をしていた

（％）

 
注）企業に対して、「学校卒業後、正社員としての就業経験のない者を評価する場合、卒業後の経過期間を

どのように評価しますか。（○は一つ）」と聞いた問いに「卒業後の経過期間の中でどのような行動をし

ていたかにより、マイナス評価にもプラス評価にもなる。」と答えた企業に対して、「どのような行動を

していれば経過年数をマイナス評価しないと考えられるか。（○は３つまで）」と聞いた問いに対する回

答企業の割合。 

注）回答企業は、全国の従業員規模 30 人以上の企業 645 社（無回答・無効回答を除く） 

原資料：内閣府「企業の採用のあり方に関する調査」（2006 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
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2004年の中途採用の募集年齢の内訳を見ると、1999年と比較して 25～29歳が最も高く
なっているのは変わらないが、山が低くなり年齢不問の割合が増えている。 

図表Ⅰ-2-28 中途採用の募集年齢の内訳 
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注）年齢層別求人数の全体に占める割合を示したもの。 

注）複数回答であるため、各年齢の厚生費の合計は 100%を超える。 

注）対象は、全国の法人（本社及び事業所）63,085 社 

原資料：経済産業省「人材ニーズ調査」（2004 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
 
 
企業が中途採用の際に重視するものについては、専門的な知識・技術との回答が最も多

くなっている。 

図表Ⅰ-2-29 中途採用者の採用の際に企業が重視するもの 
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注）「中途採用を募集するとき採用にあたりどのような能力を重視しますか。（○は３つまで）」と聞いた問

いに対する回答。 

注）回答企業は、全国の従業員規模 30 人以上の企業 898 社（無回答・無効回答を除く。） 

原資料：内閣府「企業の採用のあり方に関する調査」（2006 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
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企業が中途採用で募集人数の採用に至らなかった要因を見ると、能力・資格・経験不足

という回答が最も多くなっている。 

図表Ⅰ-2-30 中途採用で募集人数の採用に至らなかった要因 

44.1

19.2

11.7

8.0

17.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

能力・資格・経験

能力・資格・経験と条件

応募不足

条件

その他

（％）

 

 
注）「中途採用で募集した人数の採用に至らなかった要因（未充足要因）はなんですか。」という問いに対

する回答の割合。 

注）選択肢のうち「条件」とは、「年齢」「雇用形態」の条件を言う。 

注）回答者は、全国の法人（本社及び事業所）63,085 社 

原資料：経済産業省「人材ニーズ調査」（2004 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
 

 
中途採用における離職後の経過期間の評価については、マイナスに評価するところと、

評価に関係しないというところがほぼ拮抗している。 

図表Ⅰ-2-31 中途採用における離職後の経過期間の評価 

離職期間の長さ

によってマイナ

スに評価される

47.6%離職期間は評価

に関係ない

49.3%

その他

3.1%

 
注）「正社員への応募者として中途採用者を評価する場合、前職からの離職後の経過期間をどのように評価

しますか。貴社にもっともあてはまるものをお答えください」という問いに対する回答の割合。 

注）回答企業は、全国の従業員規模 30 人以上の企業 936 社（無回答を除く） 

原資料：内閣府「企業の採用のあり方に関する調査」（2006 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
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マイナス評価されると回答したところに、どのくらいの離職期間だとマイナス評価にな

るかを聞いたところ、半数以上が１年未満でマイナス評価になると回答している。 

図表Ⅰ-2-32 どのくらいの離職期間だとマイナス評価になるか 

 

1ヶ月～3ヶ月未

満

3.4% 3ヶ月～6ヶ月未

満

18.1%

6ヶ月～1年未満

34.9%

1年～2年未満

31.7%

2年～3年以上

11.8%

 
注）中途採用者を評価する際、「離職期間の長さによってマイナスに評価される」と回答した企業の、マイ

ナスと評価する離職期間を示したもの。 

注）回答企業は、全国の従業員規模 30 人以上の企業 441 社（無回答を除く）。 

原資料：内閣府「企業の採用のあり方に関する調査」（2006 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
 
中途採用者の離職期間をマイナス評価する理由としては、そもそも働く意欲が薄いと判

断するが最も多い。 

図表Ⅰ-2-33 中途採用者の離職期間をマイナス評価する理由について（○は２つまで）

56.7

37.4

12.8

2.9

21.7

0 10 20 30 40 50 60

そもそも働く意欲が薄いと判断する

社会人としての感覚が薄れていると判断す

る

技術・能力が陳腐化していると判断する

その他

無回答・無効回答

（％）

 
注）回答企業は、全国の従業員規模 30 人以上の企業 446 社（無回答・無効回答を除く） 

原資料：内閣府「企業の採用のあり方に関する調査」（2006 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
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３．職場における職業経験・能力開発 
実務経験別従業員の割合を男女で比較すると、女性は「一つの部門で一つの仕事」を行

っている従業員の割合が多い。一方男性では「一つの部門で幅広く仕事」「複数の部門で関

連する仕事」「複数の部門で様々な仕事」の割合が高く、比較的豊富な経験を積んでいるこ

とがうかがえる。 

図表Ⅰ-2-34 実務経験別、従業員の割合 
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出所：(財)連合総合生活開発研究所 

「勤労者のキャリア形成の実態と意識に関する調査報告書」（2000 年） 

 
現在の会社での部門間異動の経験のある従業員の、部門間異動に対する評価を見てみる

と、「とても役立っている」「ある程度役立っている」を回答した者の割合は、男性では６

割を超えるが、女性で約５割と、１割以上の開きがある。 

図表Ⅰ-2-35 現在の会社の部門間異動 
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出所：(財)連合総合生活開発研究所 
「勤労者のキャリア形成の実態と意識に関する調査報告書」（2000 年） 
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個々人の仕事能力を測る指標として、「自分で判断工夫しながら仕事をする」「職場に新

人が配属されたときは、その指導・育成を担当する」「トラブルや異常が発生したときは、

自分でその問題を解決する」「休暇を取った人の代わりなど、担当以外の仕事をする」とい

った項目をとり、どの程度行っているかを見ると、全般的に女性よりも男性で行っている

割合が高い。 
男性の方が職場において、日常的に、職場全体の管理的業務にかかわる能力を向上させ

ていることがうかがえる。 

図表Ⅰ-2-36 以下の事柄を行っている人の割合 
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出所：(財)連合総合生活開発研究所 

「勤労者のキャリア形成の実態と意識に関する調査報告書」（2000 年） 
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４．個人による自己啓発・生涯学習に関する現状 
求職者の、探している仕事に必要な知識・技能の保有意識を年齢別に見ると、女性では、

25 歳未満でも「持っていると思う」と回答する割合が高いが、男性では低い。また、男性
では、年齢が高くなるほど、「持っていると思う」と回答する割合が高くなる傾向があるが、

女性では、25～29歳で上がったあと、30～44歳まで低くなり、その後高くなっている。 

図表Ⅰ-2-37 探している仕事に必要な知識・技能の保有意識(年齢別) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
探している仕事について必要な知識・技能を持っていると思う者の、現に保有する知識・

技能の内容を見ると、女性では事務関係の能力を挙げる者が多い。 

図表Ⅰ-2-38 保有する知識・技能       図表Ⅰ-2-39 保有する知識・技能 
の内容(女性 439 人)             の内容(男性 445 人) 
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  出所：東京都職業能力開発研修所「公共職業訓練意識調査報告書」（平成 14 年） 
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仕事に関連した資格を持っている者に、その資格が役に立つ理由を見ると、男性では「今

の仕事に必要」が圧倒的に多いのに対し、女性では「転職に有利」と回答している者の割

合が高くなっている。 

図表Ⅰ-2-40 資格が役に立つ理由(複数回答) 
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出所：(財)連合総合生活開発研究所 
「勤労者のキャリア形成の実態と意識に関する調査報告書」（2000 年） 

 
その資格を取得した時期について見ると、女性では、「学生のとき」が 55.1％と多く、男

性では、「今の会社に入ってから」が 73.7％と多い。 

図表Ⅰ-2-41 資格を取得した時期 
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出所：(財)連合総合生活開発研究所 
「勤労者のキャリア形成の実態と意識に関する調査報告書」（2000 年） 
 

女子学生は男子学生よりも大学や学部・学科の進路選択に際し、資格・免許が取れるこ

とを重視する割合が高くなっている。 

図表Ⅰ-2-42 大学や学部・学科に進学を決めるときに 

資格・免許がとれることを特に重視した割合（３つまで選択） 
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出所：経済産業省「進路選択に関する振り返り調査－大学生を対象として－」（平成 17 年度） 
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生涯学習を通じて身に付けた知識・技能や経験のいかし方は、男女とも「自分の人生が

より豊かになっている」とする割合が高いが、女性の方がより高く、男性では、「仕事や就

職の上で活かしている」が女性に比べて高くなっている。 

図表Ⅰ-2-43 生涯学習を通じて身に付けた知識・技能や経験をどのように活かしているか 
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出所：内閣府大臣官房政府広報室「生涯学習に関する世論調査」（平成 17 年）より作成。 

 
 

男性では「テレビ、ラジオ、インターネット」から生涯学習に関する情報を得ている割

合が高いが、女性では、「家族や友人、知人からの口伝え」が高くなっており、情報入手方

法にも男女で差がある。 
図表Ⅰ-2-44 生涯学習に関する情報をどのように得ているか 
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出所：内閣府大臣官房政府広報室「生涯学習に関する世論調査」（平成 17 年）より作成。 
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教育訓練給付制度の利用状況の推移を見ると、受給者数、支給金額とも男性で多い。 

 
図表Ⅰ-2-45 教育訓練給付制度：利用状況の推移 
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注）受給者 1人当たり平均支給額は給付支給総額を受給者数で除した数値。 

原資料：「雇用保険事業年報」に基づく。日本労働研究機構作成。  
出所：「監視・影響調査専門調査会」（第９回）（平成 18 年５月 15 日） 
黒澤昌子氏資料「女性の能力開発の実態について」 

 
年齢別勤続年数５年以上の常用雇用者に占める利用者比率は、男女とも低い状況にある

が、女性の方が比率が高くなっている。 
図表Ⅰ-2-46 年齢別勤続年数 5年以上常用雇用者に占める利用者比率 
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原資料：「雇用保険事業年報」、「賃金センサス」2001 年度。 
出所：「監視・影響調査専門調査会」（第９回）（平成 18 年５月 15 日） 
黒澤昌子氏資料「女性の能力開発の実態について」 
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教育訓練給付制度推計の対象者比率は、女性では 30代後半から下がり、40代前半で男性
との差が最も大きくなっている。 

図表Ⅰ-2-47 教育訓練給付制度推計対象者比率（年齢・性別、2002 年度） 
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原資料：リクルート ワークス研究所「WP02 調査」(2002)  
阿部、黒澤、戸田(2005)『労働市場設計の経済分析』東洋経済新報社所収 
出所：「監視・影響調査専門調査会」（第９回）（平成 18 年５月 15 日） 
黒澤昌子氏資料「女性の能力開発の実態について」 
 
 

Off-JTの実施率と受講時間、自己啓発実施率は女性の方が少なくなっている。 

図表Ⅰ-2-48 企業内訓練（Off-JT）と自己啓発の実態（正社員） 
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原資料：厚労省委託「能力開発基本調査」平成 15 年度 
出所：「監視・影響調査専門調査会」（第９回）（平成 18 年５月 15 日） 

黒澤昌子氏資料「女性の能力開発の実態について」
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自己啓発は、学歴があがるほど実施率も高くなっている。男女別に見ると、学部・院卒

では、女性の方が高くなっている。 

図表Ⅰ-2-49 自己啓発実施率（性・学歴別） 
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原資料：厚労省委託「能力開発基本調査」平成 15 年度」 
出所：「監視・影響調査専門調査会」（第９回）（平成 18 年５月 15 日） 
黒澤昌子氏資料「女性の能力開発の実態について」 

 

過去１年間の自己啓発実施率を見ると、正社員（役あり）では、女性は 40 歳未満も 40

歳以上も男性に比べて高くなっている。正社員（役なし）でも女性の実施率が高く、40 歳

以上の男性は特に低くなっている。非典型及び無業では、40 歳未満の男性が高く、自営で

は女性 40 歳未満が男性や 40 歳以上の女性と比べて高い。 

図表Ⅰ-2-50 過去１年間自己啓発実施率（無業については、就業意欲有る無業者のみ対象） 
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注）非典型：臨時雇用・パート・アルバイト、派遣社員、契約社員・嘱託のいずれかに該当する労働者。 

原資料：みずほ情報総研、経済産業省委託「働き方と学び方に関する調査」2005 年 
出所：「監視・影響調査専門調査会」（第９回）（平成 18 年５月 15 日） 
黒澤昌子氏資料「女性の能力開発の実態について」 
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５．能力開発に関する女性の希望・意識 
 
現在無業で、長子年齢が 12歳以下である女性の、働き始めるに当たって問題となってい

ることを見ると、「希望条件にあう就職先探しが大変」との回答が最も多いが、２位３位の

「子育てと両立できない」（33.7％）「子どもを預けるところが見つからない」（32.8％）と
いった、子育てとの両立に関する選択肢の回答と僅差で、第４位に、「働く能力や技術があ

るか不安」（31.3％）となっている。 

図表Ⅰ-2-51 働き始めるにあたって問題となっていること 
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6.9
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8.4
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19.9
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87.3

0 20 40 60 80 100

その他

特に問題はない

配偶者･パートナー以外が反対している

どんな仕事をしたいのか分からない

配偶者･パートナーが反対している

自分の趣味や活動と両立できない

自分にあった仕事が分からない

面倒、大変そうに感じる

家事と両立できない

働く能力や技術があるか不安

子どもを預ける所が見つからない

子育てと両立できない

希望条件に合う就職先探しが大変

(%)
 

出所：三和総合研究所「これからの家族と家庭を展望した子育て家庭支援の在り方」 
(厚生労働省委託調査)（平成 14 年） 

 
長子年齢が 12歳以下である女性の子育て期に平行して行いたいことを見ると「自己啓発
や資格取得のための勉強」との回答が最も多く 53.3％となっている。 

図表Ⅰ-2-52 子育て期に平行して行いたいこと 
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子育て支援活動

地域活動

母親同士のサークル活動
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映画･美術･舞台等の鑑賞

スポーツ

上記以外の自宅でできる趣味

旅行

自宅での読書･ＴＶ･音楽鑑賞

友人とのつきあい･おしゃべり

自己啓発や資格取得のための勉強

(%)

 
出所：三和総合研究所「これからの家族と家庭を展望した子育て家庭支援の在り方」 

(厚生労働省委託調査)（平成 14 年） 
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配偶者から暴力を受けた被害者に、暴力を振るった相手と離れて生活を始めるにあたっ

て就労に関して困ったことを聞くと、就職に必要な技能がないが２位で、26.6％となってい
る。 

図表Ⅰ-2-53 配偶者から暴力を受けた被害者が、暴力を振るった相手と 

  離れて生活を始めるにあたって就労に関して困ったこと（N=728 複数回答）。 

9.8

11.4

26.6

36.7

0 10 20 30 40

適当な就職先が見つからない

就職に必要な技能がない

どのように就職活動をすればよ
いかわからない

就職に必要な保証人がいない

 
出所：内閣府男女共同参画局 
「配偶者からの暴力の被害者の自立支援に関する調査」（平成 18 年） 
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離職期間中に能力がどう変化したかについて本人の意識を離職期間別に見ると、１年未

満では変わらないとする回答が多いが、１～２年未満では、大きく低下したという回答が

増える一方、向上したという割合も増えている。２年以上では、大きく低下したという割

合が大きくなっている。 
しかし、コミュニケーション能力や顧客対応能力といった対人能力については、低下し

たとする割合が低い。 

図表Ⅰ-2-54 本人が離職期間中に能力がどのように変化したと思うか 
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15.6
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7.7

9.1

3.6

5.9

25.0

3.3

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（1）外国語能力

（2）パソコン操作能力

（3）コミュニケーション能力

（4）マネージメント能力

（5）顧客対応能力

（6）企画提案・プレゼン能力

（7）専門技術・知識

（1）外国語能力

（2）パソコン操作能力

（3）コミュニケーション能力

（4）マネージメント能力

（5）顧客対応能力

（6）企画提案・プレゼン能力

（7）専門技術・知識

（1）外国語能力

（2）パソコン操作能力

（3）コミュニケーション能力

（4）マネージメント能力

（5）顧客対応能力

（6）企画提案・プレゼン能力

（7）専門技術・知識

1
年
未
満

1
～
２
年
未
満

2
年
以
上

大きく低下 少し低下
変わらない 向上

 
注）回答者は、結婚・育児により就業中断を行った 20～49 歳の女性 130 人。 

注）無回答及び「そもそも必要とされていない」と回答したものは除く。 

原資料：内閣府「多様な働き方に関する意識調査」（2006 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
 

職業能力を高めたいと思っている派遣労働者の割合は高く、男性よりも女性の方が若干

高い。 

図表Ⅰ-2-55 職業能力を高めたいと思っている派遣労働者の割合 

79.5 81.0
73.171.6 71.0 71.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

派遣労働者全体 うち登録型 うち常用雇用型

女性

男性

 
出所：厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（平成 11 年） 
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仕事に必要な能力を身に付けた場所について聞くと、勤務形態にかかわらず、「職場での

実務経験」と回答する割合が高い。 
図表Ⅰ-2-56 仕事で必要な能力を身に付けた場所 
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注）回答者は、19～34 歳の男女 355 人。 

注）無回答は除いている。 

原資料：内閣府「多様な働き方に関する意識調査」（2006 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
 
 

現在の職務で身に付く能力を聞くと、パート・アルバイトは、各項目で正社員・派遣社

員よりも割合が低くなっている。 

図表Ⅰ-2-57 現在の職務で身に付く能力 
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注）回答者は、19～34 歳の男女 355 人。 

原資料：内閣府「多様な働き方に関する意識調査」（2006 年）より作成。 

出所：内閣府「国民生活白書」（平成 18年） 
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能力開発を行う上で障害となることは、正社員では、「仕事が忙しくて勉強をする時間が

ない」が最も多く、パートタイマーでは、「育児・家事等が忙しくて勉強をする時間がない」、

派遣労働者では、「勉強をするためのお金がない」が多くなっている。 

図表Ⅰ-2-58 能力開発を行う上で障害となること（複数回答） 
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出所：（独）労働政策研究・研修機構 
「労働者の働く意欲と雇用管理のあり方に関する調査」（平成 16 年） 
 
自己啓発を行った目的を見ると、男女とも「必要な知識・技能を身につけるため」「キャ

リアアップに備えて」「資格取得のため」の順である。女性では「キャリアアップに備えて」

「資格取得のため」を回答する割合が男性よりも若干高い。 

図表Ⅰ-2-59 自己啓発の目的(属性別) 
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出所：日本統計センター「能力開発基本調査報告書」(厚生労働省委託)（平成 16 年度） 
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自己啓発・職業生活設計の際に不足している情報では、男女とも「能力を取得したあと

の処遇」となっている。また、女性では「各職業に必要な能力・技術等」「キャリア開発に

ついて相談できる機関」を回答する割合が、男性よりも若干高くなっている。 

図表Ⅰ-2-60 自己啓発･職業生活設計の際に不足している情報(属性別) 
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出所：日本統計センター「能力開発基本調査報告書」(厚生労働省委託)（平成 16 年度） 

 
生涯学習をするようになった理由として、「仕事や将来の就職・転職に役立てる」と職業

能力開発に関する理由を挙げている女性は、15～19歳、20～29歳、及び 40～49歳で多い。
また、「高度な専門的知識を身につけるため」と回答しているのは、20代で高くなっている。 

図表Ⅰ-2-61 生涯学習をするようになった理由(女性) 
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出所：内閣府大臣官房政府広報室「生涯学習に関する世論調査」（平成 17 年）より作成。
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生涯学習をしていない理由を見ると、男女とも「仕事や家事が忙しくて時間がない」を

挙げている。男性では「特に必要がない」「めんどうである」が高めであるのに対し、女性

では、「費用がかかる」「自分の希望に合う講座や教室などがなかったり、講座や教室など

が行われる時期・時間が合わない」が高めであり、特に、「子どもや親などの世話をしてく

れる人がいない」を回答する割合が高くなっている。 

図表Ⅰ-2-62 生涯学習をしていない理由 
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出所：内閣府大臣官房政府広報室「生涯学習に関する世論調査」（平成 17 年）より作成。 
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多様な選択を可能にする能力開発・生涯学習に関する施策についての 

府省庁書面調査について 

 

１ 調査対象 

男女共同参画基本計画の第３分野（雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の

確保）、第４分野（活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の確立）、第１０

分野（男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実）に位置付け

られる能力開発・生涯学習に関する施策を実施する府省庁 

 

２ 調査時期 平成１８年４～５月 

 

３ 調査事項  

① 施策の目的 

② 平成 16，17 年度の具体的実施状況と実績、平成 18 年度の実施予定 

③ 「施策の目的」の検証方法と結果 

④ 関連する施策との連携の取組 

⑤ 施策の内容による分類 

A：国が直接能力開発・生涯学習を実施（委託事業も含む） 

・能力開発・生涯学習の内容の決め方、見直しの方法。 

・能力開発・生涯学習の時間帯・期間や費用負担等 

・対象者の選定方法 

・広報方法 

B：教育訓練機関（企業、大学等）への支援 

・支援対象の選定方法 

・広報方法 

C：自己啓発への支援（相談、情報提供等） 

・支援対象者の選定方法 

・広報方法 

・助成の場合は、対象プログラムの決め方、見直しの方法。 

・情報提供、相談等の場合は、受けられる時間帯や費用負担等 

D：その他（調査、評価制度の推進等） 

⑥ チャレンジの種類による分類 

ａ：「上」へのチャレンジに関わる施策 

ｂ：「横」へのチャレンジに関わる施策 

ｃ：「再チャレンジ」に関わる施策 

ｄ：a～ｃ以外の施策 
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能力開発・生涯学習に関する施策＜担当省別＞ 

担当 施策名 

厚生労働省 1【職業能力開発情報を総合的・体系的に収集・提供する体制

の充実】 

2【若年労働者のキャリア形成支援・相談事業】 

3【キャリア形成支援体制の整備】 

4【女性と仕事の未来館運営事業】 

5【在職中の労働者に対する公共職業訓練の実施】 

6【企業の取組に対する支援】 

7【キャリア形成促進助成金、教育訓練給付制度】 

9【育児時間等に配慮した職業訓練等の推進】 

10【再就職希望者支援事業の推進】 

11【医師再就業支援事業】 

15【ポジティブ・アクションとしての再就職モデル開発事業】 

16【再チャレンジサポートプログラムの拡充等】 

17【再就職を希望する女性等に対する公共職業訓練の実施】 

22【パートタイム等短時間就労希望者も含め、再就職を希望す

る者に対する公共職業訓練の実施】 

23【女性と仕事の未来館運営事業、メンター紹介サービス事業

の創設等】 

25【在宅就業者の再就職支援】 

文部科学省 34【社会人キャリアアップ推進プラン】 

35【専修学校社会人新キャリアアップ教育推進事業】 

36【「大学における教育内容等の改革状況について」の公表】

37【専門職大学院について】 

38【通信制大学、大学院について】 

39【放送大学の充実・整備】 

40【専修学校教育の振興】   

41【文部科学省認定社会通信教育】 

43【地域ボランティア活動推進事業(地域教育力再生プラン)】

44【地域と学校が連携協力した奉仕活動・体験活動推進事業】

45【ボランティア活動広報啓発・普及事業】 

57【生涯学習フェスティバル】 

 

59【生涯学習活動のＩＴ化支援事業（うち「エル・ネット高度

化推進事業」）】 

60【地域における教育情報発信・活用促進事業】 

61【教育用コンテンツの活用・促進事業（うち「教育用コンテ

ンツの奨励事業」）】 

62【学習素材のデジタル化連携促進事業】 

63【社会教育活性化２１世紀プラン】 

64【大学における単位認定】 

65【独立行政法人国立女性教育会館情報事業】 

66【男女の家庭・地域生活充実支援事業】 

67【女性のキャリア形成支援プラン】 

69【独立行政法人国立女性教育会館研修事業】 

70【独立行政法人国立女性教育会館の事業の充実】 

農林水産省 27【農山漁村女性の経営・社会参画促進に向けた情報提供】 

28【農山漁村における男女共同参画に関する調査研究】 

29【農山漁村女性の参画促進に向けた先進的な事例についての

情報提供】 

30【農山漁村の女性の社会参画の促進に向けた研修等】 

31【女性の経営能力等の向上に向けた相談活動、情報提供等】 

32【農山漁村女性の技術・経営管理能力等の向上に向けた研修

の実施】 

33【新規就農者に対する情報提供、相談活動、研修】 

経済産業省 8【女性の能力の発揮の支援のための調査研究】 

24【女性向け創業塾】 

58 ジョブカフェ】 

 

内閣府 12【再就職準備のための情報提供】 

13【地方公共団体や民間団体とも連携し、情報提供のワン 

ストップ・サービス化を推進】 

14【女性のライフプランニング支援に関する調査】 

 

総務省 26【テレワーク・ＳＯＨＯの推進のための施策の実施】  
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能力開発・生涯学習に関する施策 

  a 上へのチャレンジ b 横へのチャレンジ ｃ 再チャレンジ ｄ その他 

A 国が
直接能
力開
発、生
涯学習
を実施
（委託事
業も含
む）  

４【女性と仕事の未来館運営事業】 
５【在職中の労働者に対する公共職業訓練
の実施】 

 
３０【農山漁村の女性の社会参画の促進に向
けた研修等】 

３２【農山漁村女性の技術・経営管理能力等
の向上に向けた研修の実施】 

 
３４【社会人キャリアアップ推進プラン】※ 
３５【専修学校社会人新キャリアアップ教育推
進事業】★ 

４０【専修学校教育の振興】 
６６【男女の家庭・地域生活充実支援事業】
※ 

６７【女性のキャリア形成支援プラン】 
６９【独立行政法人国立女性教育会館研修
事業】  

７０【独立行政法人国立女性教育会館の事
業の充実】 

 

４【女性と仕事の未来館運営事業】
２３【女性と仕事の未来館運営事
業、メンター紹介サービス事業
の創設等】 

２４【女性向け創業塾】 
 
３２【農山漁村女性の技術・経営管理
能力等の向上に向けた研修の実
施】 

３３【新規就農者に対する情報提供、
相談活動、研修】 

 
３５【専修学校社会人新キャリアアッ
プ教育推進事業】★ 

４０【専修学校教育の振興】 
６７【女性のキャリア形成支援プラン】
７０【独立行政法人国立女性教育会
館の事業の充実】 
 

４【女性と仕事の未来館運営事業】 
９【育児時間等に配慮した職業訓練等の推
進】 

１７【再就職を希望する女性等に対する公
共職業訓練の実施】 

２２【パートタイム等短時間就労希望者も
含め、再就職を希望する者に対する公
共職業訓練の実施】 

２３【女性と仕事の未来館運営事業、メン
ター紹介サービス事業の創設等】 

２４【女性向け創業塾】 

２５【在宅就業者の再就職支援】 

 
３２【農山漁村女性の技術・経営管理能力等
の向上に向けた研修の実施】 

３３【新規就農者に対する情報提供、相談活
動、研修】 

 
３４【社会人キャリアアップ推進プラン】※ 
３５【専修学校社会人新キャリアアップ教育推
進事業】★ 

４０【専修学校教育の振興】 
６７【女性のキャリア形成支援プラン】 
７０【独立行政法人国立女性教育会館の事
業の充実】 

 

 
４３【地域ボランティア活動推進事業（地域
教育力再生プラン）】 

４４【地域と学校が連携協力した奉仕活動・
体験活動推進事業】 

５７【生涯学習フェスティバル】 
５８【ジョブカフェ】 
５９【生涯学習活動のＩＴ化支援事業（うち
「エルネット高度化推進事業」】※ 

６０【地域における教育情報発信・活用促
進事業】 

６２【学習素材のデジタル化連携促進事
業】 

６３【社会教育活性化２１世紀プラン】 
６６【男女の家庭・地域生活充実支援事業】
※ 

６７【女性のキャリア形成支援プラン】 
 

B 教育
訓練機
関（企
業、大
学等）へ
の支援  

６【企業の取組に対する支援】 
７【キャリア形成促進助成金、教育訓練給
付制度】 

 
３０【農山漁村の女性の社会参画の促進に向
けた研修等】 

３２【農山漁村女性の技術・経営管理能力等
の向上に向けた研修の実施】 

 
３７【専門職大学院について】 
３９【放送大学の充実・整備】 
  

７【キャリア形成促進助成金、教育
訓練給付制度】 

 
３２【農山漁村女性の技術・経営管理
能力等の向上に向けた研修の実
施】 

 
３７【専門職大学院について】 
３９【放送大学の充実・整備】 
 
 

３２【農山漁村女性の技術・経営管理能力等
の向上に向けた研修の実施】 

 
３７【専門職大学院について】 
３９【放送大学の充実・整備】  
 

４１【文部科学省認定社会通信教育】 
 

C 自己
啓発へ
の支援
（助成、
相談、
情報提
供等）  

１【職業能力開発情報を総合的・体系的に
収集・提供する体制の充実】 

２【若年労働者のキャリア形成支援・相談
事業】 

３【キャリア形成支援体制の整備】 
４【女性と仕事の未来館運営事業】 
７【キャリア形成促進助成金、教育訓練給
付制度】 

 
２７【農山漁村女性の経営・社会参画促進に
向けた情報提供】 

２９【農山漁村女性の参画促進に向けた先進
的な事例についての情報提供】 

 
６５【独立行政法人国立女性教育会館情報
事業】 

７０【独立行政法人国立女性教育会館の事
業の充実】 

 

１【職業能力開発情報を総合的・体
系的に収集・提供する体制の充
実】 

２【若年労働者のキャリア形成支
援・相談事業】 

３【キャリア形成支援体制の整備】
４【女性と仕事の未来館運営事業】
７【キャリア形成促進助成金、教育
訓練給付制度】 

２３【女性と仕事の未来館運営事
業、メンター紹介サービス事業
の創設等】 

 
２７【農山漁村女性の経営・社会参画
促進に向けた情報提供】 

２９【農山漁村女性の参画促進に向
けた先進的な事例についての情報
提供】 

３１【女性の経営能力等の向上に向
けた相談活動、情報提供等】 

３３【新規就農者に対する情報提供、
相談活動、研修】 

 
６５【独立行政法人国立女性教育会
館情報事業】 

７０【独立行政法人国立女性教育会
館の事業の充実】 
 

１【職業能力開発情報を総合的・体系的に
収集・提供する体制の充実】 

２【若年労働者のキャリア形成支援・相談
事業】 

３【キャリア形成支援体制の整備】 
４【女性と仕事の未来館運営事業】 
１０【再就職希望者支援事業の推進】 
１１【医師再就職支援事業】★ 
１２【再就職準備のための情報提供】★ 
１６【再チャレンジサポートプログラムの
拡充等】 

２３【女性と仕事の未来館運営事業、メン
ター紹介サービス事業の創設等】 

２５【在宅就業者の再就職支援】 

 
２７【農山漁村女性の経営・社会参画促進に
向けた情報提供】 

２９【農山漁村女性の参画促進に向けた先進
的な事例についての情報提供】 

３３【新規就農者に対する情報提供、相談活
動、研修】 

 
６５【独立行政法人国立女性教育会館情報
事業】 

７０【独立行政法人国立女性教育会館の事
業の充実】 

 

 
４５【ボランティア活動広報啓発・普及事
業】 

６１【教育用コンテンツの活用・促進事業（う
ち「教育用コンテンツの奨励事業」）】 

 

D その
他（調
査、評
価制度
の推進） 

８【女性の能力の発揮の支援のための調査
研究】 

 
２８【農山漁村における男女共同参画に関す
る調査研究】 

２９【農山漁村女性の参画促進に向けた先進
的な事例についての情報提供】 

 
３８【通信制大学、大学院について】 

８【女性の能力の発揮の支援のため
の調査研究】 

２６【テレワーク・ＳＯＨＯの推進
のための施策の実施】 

 
２８【農山漁村における男女共同参画
に関する調査研究】 
 
３８【通信制大学、大学院について】 

８【女性の能力の発揮の支援のための調査
研究】 

１３【地方公共団体や民間団体とも連携
し、情報提供のワンストップ・サービ
ス化を推進】★ 

１４【女性のライフプランニング支援に関
する調査】★ 

１５【ポジティブ・アクションとしての再
就職モデル開発事業】※ 

２６【テレワーク・ＳＯＨＯの推進のため
の施策の実施】 

 
２８【農山漁村における男女共同参画に関す
る調査研究】 

 
３８【通信制大学、大学院について】 

 
２８【農山漁村における男女共同参画に関
する調査研究】 
 
３６【「大学における教育内容等の改革状
況について」の公表】 
６４【大学における単位認定】 
 

（注）      は、第 3分野（雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保）の施策（整理番号１～２６）、 
      は、第 10分野（男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実）の施策（整理番号３４～７０） 
それ以外は、第 4分野（活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の確立）の施策（整理番号２７～３３）。 
平成 18年度からの施策は斜体下線★。 
※は終了した事業 
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考

1 【職業能
力開発
情報を
総合的・
体系的
に収集・
提供する
体制の
充実】

厚
生
労
働
省

　個人が、その職業能力を確認しつ
つ、自らの職業生活設定に即して職業
訓練を受け、キャリア形成を図ることが
できるよう、職業能力開発に関する情報
を簡易に入手できるシステムを構築す
る。

女性労働者だけではなくすべて
の労働者を対象として、職業に
関する基本的な情報、人材ニー
ズ動向、職業訓練コース、能力
評価等、職業能力開発に資する
情報に容易にアクセスでき、入
手できるポータルサイト「キャリア
情報ナビ」
（http://hrd.mhlw.go.jp）の運用
を平成17年11月に開始した。

提供する情報の充実を図る。 平成17年11月～平成
18年3月までの平均ア
クセス数：13,560件／
月
（※在職中の女性に限
らない。）

特になし。 C （１）特になし。
（２）インターネット等により周知。
（３）特になし。
（４）時間帯　：制限なし、費用負担：なし（アク
セスにかかる通信費等を除く）

a，b，
c

2 【若年労
働者の
キャリア
形成支
援・相談
事業】

厚
生
労
働
省

　労働者の就業意識、就業形態の多様
化、企業による人材の即戦力志向の高
まりにより、労働者自らが、キャリア形成
を図っていくことが必要とされている。一
方で、職業生涯設計等の問題で悩み
や不安を抱える労働者も多い。このこと
は、特に若年者において大きな問題と
なっている。
　こうした状況下で、専門知識を有する
カウンセラーが、キャリア形成に係る相
談（キャリア・コンサルティング）を行うと
ともに、職業人としての経験が少ない若
年労働者特有の悩みや不安に応える
相談（カウンセリング）を併せて行うこと
が必要である。しかし、中小企業では、
キャリア形成支援、各種の悩み相談を
受ける体制が十分に整備されていると
は言い難い実情にあるため、地域の若
年労働者が利用しやすい場所・時間で
カウンセラーを派遣し、きめ細かな対応
を図ることとする。

平成17年度からの事業であり、
平成17年度は、43ヵ所で1,501
時間の相談を実施。

47ヵ所で相談を実施予定。 特になし。 特になし。 C （１） 相談対象者は、市町村において選定して
いる。
（２） 広報の方法は、地方自治体の広報誌に
掲載することによる。
（３） 該当なし。
（４） 時間帯　：原則として、18:00～21:00、費
用負担：なし

 a，b，
c

3 【キャリ
ア形成
支援体
制の整
備】

厚
生
労
働
省

　労働者が、その適性や職業経験等に
応じて自ら職業生活設計を行い、これ
に即した職業選択や能力開発を効果
的に行うことができるよう支援するため、
独立行政法人雇用・能力開発機構都
道府県センターの「キャリア形成支援
コーナー」等において、労働者のキャリ
ア形成に資する情報提供、相談援助を
実施する。

相談件数
平成16年度　　1,130,390件
平成17年度　　1,090,294件

引き続き、キャリア形成に資す
る情報提供、相談援助を実施
する。

　独立行政法人雇用・
能力開発機構のキャリ
ア形成支援コーナー
等においてキャリア・コ
ンサルティングを受け
た者から「役に立った」
旨の評価を受ける割合
　80%以上（平成17年
度の目標）　→　99%
（平成17年度結果）

特になし。 C （１） 特になし。
（２） インターネット、リーフレット配布、就職相
談会等での周知。
（３） 該当なし。
（４） 時間帯　：9:00～17:00、費用負担：なし

a，b，
c

また、就業を希望する
者も含め、働く女性等
に対して、情報提供、
相談、ネットワークづく
りへの支援を行うな
ど、女性の能力発揮
促進を支援する拠点と
して「女性と仕事の未
来館」の事業を推進す
る。（第1次）

4 【女性と
仕事の
未来館
運営事
業】

厚
生
労
働
省

　働く女性及び働きたい女性を支援す
るための事業を総合的に展開する全国
唯一の事業拠点として、働く女性の能
力発揮のためのセミナー等の実施、女
性が働くこと全般にわたる相談、ホーム
ページ等を通じ働く女性に役立つ情報
の提供等、各種事業を実施することによ
り、女性がその能力を十分に発揮して
働くことができるようサポートする。

　（平成16年度）
　・働く女性の能力発揮のため
のセミナー：「キャリア発見セミ
ナー」、「初級起業セミナー」等
の実施
　・相談事業：電話、来談、Eメー
ル等による女性が働くこと全般
にわたる相談の実施
　・来館者数：約15万人
　・ホームページアクセス件数：
約40万件
　（平成17年度）
　・働く女性の能力発揮のため
のセミナー：「キャリアパスセミ
ナー」、「事業プランのある人の
ための起業セミナー」等の実施
　・相談事業：電話、来談、Eメー
ル等による女性が働くこと全般
にわたる相談の実施
　・来館者数：約16万人
　・ホームページアクセス件数：
約55万件

　　平成18年度においても、
キャリアアップセミナー・起業
支援セミナー等女性の能力発
揮のためのセミナー、相談事
業、情報事業等を引き続き実
施する。

　平成17年度において
目標を設定し、達成度
を検証した。
　具体的には、能力発
揮事業における各セミ
ナーの参加者からの
「役に立った」との評価
を80％以上得るとの目
標を設定し、91.4%の
結果を得た。
また、利用者の80％以
上から「働く上で様々
な有用な情報を入手
できた」との回答を得る
との目標を設定し、
84.3%の結果などを得
た。

内閣府
「チャレン
ジ・キャン
ペーン～
女子学
生・生徒
の理工系
分野への
選択～」と
の連携。

A、C A　働く女性の能力発揮のためのセミナー等
（１）有識者、企業の人事担当者等で構成され
た「女性と仕事の未来館」運営協議会におい
て決定。
（２）時間帯・期間：1～4日、費用負担：セミ
ナー内容により決定
（３）申込受付順。
（４）ホームページ、広報誌、チラシ、メールマ
ガジン等。

C　相談・情報提供関係
（１） 特になし。
（２） ホームページ、広報誌、チラシ、メールマ
ガジン等
（３） 該当なし。
（４） 時間帯　：総合相談-受付時間　火～金
10:00～19:30、土・日　10:00～15:30　　特別
相談-各種相談により設定、費用負担：なし

a，b，
c

○公共職業訓練等の
推進
・在職中の労働者に
対して、多様なニーズ
や高度情報通信の進
展等に対応した職業
訓練を、公共職業能
力開発施設等におい
て推進する。（厚生労
働省）

5 【在職中
の労働
者に対
する公共
職業訓
練の実
施】

厚
生
労
働
省

　企業における多様な人材ニーズや高
度情報通信の進展等に対応するため、
公共職業能力開発施設において在職
中の労働者に対する職業訓練を実施。

　独立行政法人雇用・能力開発
機構が設置する公共職業能力
開発施設において、平成16年
度は約113千人（実績）、平成17
年度は約124千人（計画）の在
職中の労働者に対し職業訓練
を実施。

　平成16、17年度と同様、平
成18年度においても、独立行
政法人雇用・能力開発機構が
設置する公共職業能力開発
施設において、約105千人の
在職中の労働者に対し在職
者訓練を実施予定。

　実施した訓練につい
て、受講者、事業主へ
の満足度調査での満
足度評価が80%以上と
いう目標に対し、平成
16年度実績として受講
者が97.4%、事業主で
は93.6%を達成。

特になし。 A （１）地域の人材育成ニーズ等を踏まえ、毎年
度、公共職業能力開発施設ごとに訓練実施科
目や定員等について設定。
（２）時間帯　：通常平日の昼間（一部休日、夜
間も実施）
訓練期間：12時間以上6ヶ月以下
費用負担：あり（訓練実施期間や科目によって
異なる）
（３）事業主による雇用する労働者の推薦、指
示等。
（４）訓練実施施設による広報媒体（ホーム
ページ等）やハローワーク利用者等へのリーフ
レットによる募集等。

a

各府省における能力開発・生涯学習施策の実施状況について

施策の実施状況

３
　
雇
用
等
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
と
待
遇
の
確
保

（３）女性の能力発揮
促進のための援助
ア　在職中の女性に
対する能力開発等の
支援

○情報提供、相談、研
修等の拡充
・女性労働者が職域
拡大や職業能力の向
上のために必要な情
報や手法を入手しにく
いため、女性の能力
発揮のためのセミナー
やキャリア・カウンセリ
ング、管理職候補とな
る女性労働者等に対
する研修を実施する
など、職域拡大、職業
能力の向上のために
必要な情報提供、相
談、研修等を受けられ
る機会の拡充を図る。
（厚生労働省）

男女共同参画社会基本計
画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

平成１８年４月調査
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

・企業内教育訓練が
効果的に推進される
よう、必要な情報提
供、相談援助等の推
進に努めるとともに、
企業内で行う教育訓
練費用に対する助成
を行うなど、企業の取
組を積極的に支援す
る。（厚生労働省）

6 【企業の
取組に
対する支
援】

厚
生
労
働
省

　在職者の職業能力開発のためには、
企業内職業訓練の効果的な推進が重
要であることから、企業の取組に対し支
援を行う。

　事業主に対し、キャリア形成促
進助成金（事業主が、その従業
員について、職業訓練の実施、
職業能力開発休暇の付与、長
期教育訓練休暇制度の導入、
職業能力評価の実施、キャリア・
コンサルティング機会の確保を
行った場合に支給）による支援
を実施。

　引き続き、事業主に対しキャ
リア形成促進助成金による支
援を実施。（平成18年4月よ
り、事業主が従業員の自発的
な職業能力開発に対し支援
を行った場合に支給する等の
改正を実施。）

助成金利用者（事業
主）に対するアンケート
を実施。
　（平成17年度目標）
・事業主から、本助成
措置があったことにより
訓練、休暇、能力評価
等を実施したとする評
価を受ける割合・・・
80%以上
・助成措置の対象と
なった従業員から、助
成対象となる訓練、休
暇、能力評価等により
キャリアアップが図られ
た旨の評価を受ける割
合・・・80%以上
　（平成17年度結果）
・事業主から、本助成
措置があったことにより
訓練、休暇、能力評価
等を実施したとする評
価を受ける割合・・・
99.4%
・助成措置の対象と
なった従業員から、助
成対象となる訓練、休
暇、能力評価等により
キャリアアップは図られ
た旨の評価を受ける割
合・・・99.4%

なし。 B （１）以下に該当する事業主であること。
・雇用保険の適用事業の事業主であること。
・労働組合等の意見を聴いて、事業内職業能
力開発計画及びこれに基づく年間職業能力開
発計画を作成している事業主であって、当該
計画の内容をその雇用する労働者に対して周
知しているものであること。
・職業能力開発促進法に規定する職業能力開
発推進者を選任していること。
・年間職業能力開発計画に基づき、その雇用
する労働者に対し、職業訓練等を実施してい
るものであること。
（２）インターネット、パンフレット等により周知。

a

7 【キャリ
ア形成
促進助
成金、教
育訓練
給付制
度】

厚
生
労
働
省

　在職者の職業能力開発のためには、
労働者の自発的な職業能力開発の推
進が重要であることから、労働者の自発
的な職業能力開発に対し支援を行う事
業主を支援するとともに、自発的な職業
能力を行う労働者に対し支援を行う。

　事業主に対し、キャリア形成促
進助成金（事業主が、その従業
員について、職業訓練の実施、
職業能力開発休暇の付与、長
期教育訓練休暇制度の導入、
職業能力評価の実施、キャリア・
コンサルティング機会の確保を
行った場合に支給）による支援
を実施。
　　労働者に対し、教育訓練給
付（一定の要件を満たす労働者
が、厚生労働大臣が指定する教
育訓練を受講し修了した場合、
本人に対し教育訓練経費の一
定割合に相当する額を支給）に
よる支援を実施。

引き続き、事業主に対しキャリ
ア形成促進助成金による支
援、労働者に対し教育訓練給
付による支援を実施。（キャリ
ア形成促進助成金について、
平成18年4月より、事業主が
従業員の自発的な職業能力
開発に対し支援を行った場合
に支給する等の改正を実
施。）

なし。 B、C Ｂ　キャリア形成促進助成金
（１）以下に該当する事業主であること。
・雇用保険の適用事業の事業主であること。
・労働組合等の意見を聴いて、事業内職業能
力開発計画及びこれに基づく年間職業能力開
発計画を作成している事業主であって、当該
計画の内容をその雇用する労働者に対して周
知しているものであること。
・職業能力開発促進法に規定する職業能力開
発推進者を選任していること。
・年間職業能力開発計画に基づき、その雇用
する労働者に対し、職業訓練等を実施してい
るものであること。
（２）インターネット、パンフレット等により周知。

a，b

C　教育訓練給付
（１）以下に該当する労働者であること。
・厚生労働大臣が指定した教育訓練の受講を
開始した日において雇用保険の一般被保険
者である者のうち、支給要件期間（受講開始日
までに同一の事業主の適用事業所に引き続い
て被保険者として雇用された期間等）が3年以
上ある者。
・受講開始日において一般被保険者でない者
のうち、一般被保険者資格を喪失した日（離職
日の翌日）以降、受講開始日までが1年以内で
あり、かつ支給要件期間が3年以上ある者。
（２）インターネット、パンフレット等により周知。
（３）以下の主な指定基準に該当する教育訓練
について厚生労働大臣が予め指定するもので
あること。（指定有効期間3年）
・労働者の職業能力の開発及び向上に資する
職業に関する教育訓練であって、雇用の安定
及び就職の促進を図るために必要な教育訓練
と認められるものであること。
・教育訓練の課程が適切に編成され、当該教
育訓練の期間及び時間が、当該教育訓練を
適正に実施するために通常必要なものと認め
られるものであること。
（４）なし。

○女性の能力の発揮
の支援のための調査
研究
・就業意欲を持つ女性
の能力発揮を支援し、
労働市場への円滑な
参入を支援するため、
産業政策の観点から
具体的方策を検討す
る。（経済産業省）

8 【女性の
能力の
発揮の
支援の
ための
調査研
究】

経
済
産
業
省

・就業意欲を持つ女性の能力発揮を支
援し、労働市場への円滑な参入を支援
するため、産業政策の観点から具体的
方策について検討を行い、今後の男女
共同参画関連施策を推進することを目
的。

　平成16年度及び17年度につ
いて報告書を公表した
　平16年度においては「男女共
同参画社会研究会（座長：日本
大学　大沢真知子教授）」を設
置し、論点整理をし「男女共同
参画社会研究会―自己雇用に
関する研究会―報告書」を公表
した。
平成17年度においては、研究
会を設置せずに調査全体の進
め方に主査として　同志社大学
冨田　安信教授にご指導いただ
き、また、調査の進捗状況に応
じて有識者にご意見を求め、
「男女共同参画に関する調査―
女性人材活用と企業の経営戦
略変化に関する調査―」を公表
した。

仕事と子育ての両立支援策と
して、欧米において短時間正
社員制度等を柱とするワーク
ライフバランス制度が導入さ
れるようになってきていること
から、我が国においても育児
等の制約がある者にも正規と
しての就業機会を与え、同時
に現在の正規労働者にもライ
フスタイルやライフステージに
応じた多様な働き方（ワークラ
イフバランス）を提供する短時
間正社員制度の普及が期待
されているワークライフバラン
ス制度について調査を行う予
定。

特になし 特になし D；その
他（調
査、評価
制度の
推進等）
（平成16
年度：自
己雇用
につい
ての実
態把握と
論点整
理
平成17
年度：企
業の人
材戦略・
経営戦
略にお
ける女性
人材活
用への
影響)

⇒６の回答がＤのため回答不要 a，b，
c

9 【育児時
間等に
配慮した
職業訓
練等の
推進】

厚
生
労
働
省

　育児中の者をはじめ、求職者の様々
な状況にあわせ、公共職業訓練が受講
できるよう、訓練コースの時間帯を柔軟
に設定。

　独立行政法人雇用・能力開発
機構が設置する職業能力開発
促進センター等において、訓練
の実施時間帯を遅らせたコース
や土日も含めたコースの実施。
（平成16年度実績）
　698コース、約12千人が受講

　平成16、17年度と同様、平
成18年度においても、求職者
の様々な状況にあわせ公共
職業訓練が受講できるよう、
訓練コースの時間帯を柔軟に
設定することとしている。

訓練の実施時間帯に
ついて柔軟に設定して
いるため、育児中の者
をはじめ、求職者の
様々な状況にあわせ
公共職業訓練が受講
できるようになり、施策
目的は達成されたと考
えている。

　女性の
再チャレ
ンジ支援
策検討会
議におい
て策定さ
れた「女
性の再
チャレン
ジ支援プ
ラン」の施
策として
位置づけ
られてい

A （１）地域の人材育成ニーズ等を踏まえ、毎年
度、公共職業能力開発施設ごとに訓練実施科
目、定員、訓練実施時間帯等について設定。
（２）時間帯　：休日、平日の夜間に実施
訓練期間：12時間以上6ヶ月以下
費用負担：離職者訓練については原則無料
（３）・ハローワークの受講指示・推薦を受けた
求職者に対する訓練実施施設の選考
・事業主による雇用する労働者の推薦、指示
等
（４）訓練実施施設による広報媒体（ホーム
ページ等）やハローワーク利用者等へのリーフ
レットによる募集等

c

キャリア形成促進助成
金利用者（事業主）に
対するアンケートを実
施。
（平成17年度目標）
・事業主から、本助成
措置があったことにより
訓練、休暇、能力評価
等を実施したとする評
価を受ける割合・・・
80%以上
・助成措置の対象と
なった従業員から、助
成対象となる訓練、休
暇、能力評価等により
キャリアアップが図られ
た旨の評価を受ける割
合・・・80%以上
（平成17年度結果）
・事業主から、本助成
措置があったことにより
訓練、休暇、能力評価
等を実施したとする評
価を受ける割合・・・
99.4%
・助成措置の対象と
なった従業員から、助
成対象となる訓練、休
暇、能力評価等により
キャリアアップが図られ
た旨の評価を受ける割
合・・・99.4%

○労働者の自発的な
職業能力開発の推進
・労働者が教育訓練を
受講するための時間
を確保できるよう、有
給教育訓練休暇を導
入するなどの取組の
促進のために環境整
備を図る事業主に対
して助成を行う。ま
た、教育訓練給付制
度の効果的活用によ
り、労働者個人の自
発的な職業能力開発
の取組を支援する。
（厚生労働省）

イ　再就職に向けた支
援
○育児・介護等により
退職した者に対する
支援

・育児・介護等を理由
に離職した者の再就
職は、離職期間が長
期にわたる場合が多
いこと、職種によって
は職業能力の維持が
難しいこと、本人の希
望する職種や就業条
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

10 【再就職
希望者
支援事
業の推
進】

厚
生
労
働
省

育児・介護等を理由に退職し、将来的
に再就職を希望する者に対する再就職
準備支援を行うため、再就職希望者支
援事業において、情報提供、再就職準
備セミナーの開催、再就職準備につい
ての個別相談を実施する。
また、再就職準備のための情報をイン
ターネット（フレーフレーネット）で総合
的に提供する。

・再就職希望者支援事業を、
（財）21世紀職業財団地方事務
所（47ヵ所）において実施し、両
立支援のための各種情報、企業
情報等を盛り込んだ再就職準備
に役立つ情報（情報誌「Re・Be」
等）を提供するとともに、再就職
の準備に必要な基礎知識を身
につけるためのセミナーを開
催。また、再就職準備について
の個別相談を実施。
・インターネット（フレーフレー
ネット）により、再就職準備のた
めの情報を総合的に提供。

　引き続き、（財）21世紀職業
財団地方事務所（47ヵ所）に
おいて、再就職希望者支援
事業を実施。また、フレーフ
レーネットによる情報提供も実
施。

－ 再就職希
望者支援
事業の支
援を受け
た者のう
ち、再就
職を希望
する者に
対して
は、ハ
ローワー
クと連携し
た再就職
を促進。

C （１）特になし。
（２）インターネット、パンフレット等により周知
（３）－
（４）・再就職希望支援事業について
 （財）21世紀職業財団地方事務所（47ヵ所）
　時間帯　：月～金（祝日を除く）
　費用負担：なし（参加費無料）
・フレーフレーネットについて
　時間帯　：制限なし
　費用負担：なし（アクセスにかかる通信費等を
除く）

c

11 【医師再
就業支
援事業】

厚
生
労
働
省

女性医師は出産や育児により労働時間
が短くなる傾向があり、パートタイム勤務
など女性医師がライフステージに応じて
働くことのできる柔軟な勤務形態の促進
を図り、もって医師確保対策に資する
事とする。

平成１８年度からの実施予定。 国から運営委託を受けた公的
団体により、全国２箇所の拠
点（東京、大阪）を中心として
再就業を希望する女性医師
に対して職業斡旋や相談業
務等を展開。
出産等により医療機関を退職
した後、再び医療の現場へ就
業を希望する女性医師に対し
て、医療の第一線の技能・知
識を習得してもらうための講
習会を開催する。

－ － C 現時点では未定 c

12 【再就職
準備の
ための
情報提
供】

内
閣
府

　「女性の再チャレンジ支援プラン」に
基づき、再就職や起業など再チャレン
ジしたい女性が必要な情報をインター
ネット上で効率的に入手できるよう、内
閣府が関係省と連携して総合的な支援
情報ポータルサイトを構築することによ
り、子育て中の女性等が再チャレンジに
関する情報収集が困難な状況が改善さ
れ、女性の再チャレンジを推進する。
施策名：女性の再チャレンジ支援ポー
タルサイトの構築

特になし。 （１）再就職や起業など再チャ
レンジしたい女性が必要とす
る情報やポータルサイトへの
ニーズ調査とその分析を行
う。
（２）上記（１）を踏まえ専門業
者によるサイト設計等を関係
省とも連携して行う。
（３）１８年度内にポータルサイ
トの試行運用を行い、１９年度
からの本格運用に反映させ
る。

検証等については今
後検討予定。

「女性の
再チャレ
ンジ支援
プラン」の
各施策を
ポータル
サイト情
報として
提供する
ことを目
的として、
関係省と
の連携を
進める予
定。

C （１）不特定多数
（２）パンフレット等の配布による周知等を予定
（３）該当なし。
（４）原則２４時間。インターネットへの接続の通
信費等を要する。

c

13 【地方公
共団体
や民間
団体とも
連携し、
情報提
供のワン
ストップ・
サービス
化を推
進】

内
閣
府

　「女性の再チャレンジ支援プラン」に
基づき、女性が身近な地域で気軽に再
チャレンジに関する相談ができ、本人の
希望や活動段階に応じて必要な情報
やサービスをワンストップで受けられるよ
うな仕組みづくりが各地域で進められる
ことを目的として、内閣府が地方公共団
体、男女共同参画センター、ハロー
ワーク、ＮＰＯ等のチャレンジ・ネットワー
ク機能を活用した「モデル地域」を指定
し、ニーズに応じた相談から講座、託児
を含めたサポート等を行い支援機関へ
の橋渡しを行うとともに、子ども連れで
行ける身近な場所での支援情報の提供
を図る。
施策名：地域における再チャレンジ支
援の仕組みづくり
（事業名：再チャレンジ支援地域モデル
事業）

特になし。 （１）平成１８年３月にモデル地
域として内定した７府県につ
いて正式に事業計画の内容
及び事業額を決定し指定手
続きを行う。
（２）平成１８年度末までにチャ
レンジ支援推進事業企画委
員会において、モデル地域か
ら提出された今年度事業の中
間報告書に基づきヒアリング
を行う。
（３）上記（２）のヒアリングによ
り、モデル地域における平成
１９年度事業計画書の作成に
反映させる。

各モデル地域におい
て設定した事業の成果
目標の達成度及び上
記３（２）ヒアリングにより
検証予定。

ハロー
ワーク、マ
ザーズハ
ローワー
クとの連
携等。

D ⇒６の回答がＤの場合、「７　分類別調査項目」
の回答は不要

c

14 【女性の
ライフプ
ランニン
グ支援
に関する
調査】

内
閣
府

　出産前後にライフプランの見直しをせ
まられる女性が、長期的な視点で総合
的なライフプランの検討を行うことができ
るよう、ライフプランニング支援プログラ
ムが必要と考えられる。本調査は、プロ
グラム作成に資する「女性のライフプラ
ンに関する希望と実態」に関するデータ
を把握することを目的とする。

なし ■既存統計分析・アンケート
調査・グループインタビュー調
査
■調査対象　　　　既存統計
分析：女性全体
　アンケート調査：未就学児を
持つ母親・既婚子どもなし女
性
　グループインタビュー調査：
未就学児を持つ母親
■調査内容
①出産前後の就労・活動状
況、②子育て後に希望するラ
イフプラン、③希望するライフ
プランにおける課題、④利用
している社会的支援　等

なし なし D ー c

また、両立支援ハロー
ワークにおいて、きめ
細かな職業相談・職業
紹介等により再就職を
支援する。さらに、能
力発揮を望む再就職
希望女性に対するカ
ウンセリングの技法及
び能力開発プログラム
を開発するなどの支援
を行う。（第1次）

15 【ポジ
ティブ・ア
クション
としての
再就職
モデル
開発事
業】

厚
生
労
働
省

再就職を希望する女性が、自己の現在
の職業能力、再就職に必要となる職業
能力、それを身につけるための能力開
発手法などを的確に把握し、実際に能
力開発を行えるようにするとともに、その
ようにして高い職業能力を取り戻した女
性の雇用を企業に対して促進していく
システムをモデル的に実施することによ
り、広く一般にその成果を普及し、意
欲、能力の高い再就職希望女性に関
する労働市場の創出を促進することを
目的とする。

・再就業モデル事業研究会の開
催。
・再就職希望女性に対するキャ
リア・カウンセリング技法及び能
力開発プログラムを開発。
・平成１５年度事業により再就職
した者の再就職後の状況等の
追跡調査、評価を実施。

－ － － D － c 当該
事業
につ
いて
は、
平成
１６
年度
で終
了し
てい
る。

・本格的な求職活動を
開始する前の段階か
ら計画的に再就職準
備を行うことができる
よう支援を行う「再チャ
レンジサポートプログ
ラム」を拡充する。ま
た、再就職準備のた
めのeラーニングプロ
グラムの開発及び提
供を実施する。（厚生
労働省）

16 【再チャ
レンジサ
ポートプ
ログラム
の拡充
等】

厚
生
労
働
省

　育児・介護等を理由に退職し、将来的
に再就職を希望する者に対して、本格
的な求職活動を開始する前の段階か
ら、計画的に再就職準備を行うことがで
きるよう支援を行う。

平成16年度より全国5ヵ所の
（財）21世紀職業財団地方事務
所において、再チャレンジサ
ポートプログラムを実施。
（eラーニングプログラムについ
ては、平成18年度より実施。）

・平成18年度より、再チャレン
ジサポートプログラムの実施
箇所を全国12ヵ所の（財）21
世紀職業財団地方事務所に
拡充する。
・再就職希望者が育児中で
あっても、時間と場所の制約
なく再就職準備を行うことがで
きるよう、支援策を講じること
が重要であるため、Web上で
再就職に向けた具体的な取
組計画を作成しながら、再就
職のための基礎的知識を習
得することができるeラーニン
グプログラムの開発及び提供
を実施することとしている。

－ 　再チャレ
ンジサ
ポートプロ
グラムを
終了した
者に対し
て、マ
ザーズハ
ローワー
クと連携し
た総合的
な再就職
支援を実
施。

C （１）特になし。
（２）インターネット、リーフレット等により周知。
（３）－
（４）・再チャレンジサポートプログラムについて
　全国12ヵ所の（財）21世紀職業財団地方事
務所
　時間帯　：月～金（祝日を除く）
　費用負担：なし（参加費無料）
・eラーニングプログラムについて（予定）
　時間帯　：制限なし
　費用負担：なし（アクセスにかかる通信費等を
除く）

c

件と企業の人材ニー
ズとの適合が困難で
あることなどから、総
合的な支援が必要で
ある。このため、「女性
の再チャレンジ支援プ
ラン」（平成17年12月）
を踏まえ、再就職準備
のための情報提供、
相談・助言、職業能力
開発等きめ細かい支
援を充実するととも
に、地方公共団体や
民間団体とも連携し、
情報提供のワンストッ
プ・サービス化を推進
する。（内閣府、厚生
労働省、関係府省）
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理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

17 【再就職
を希望す
る女性
等に対
する公共
職業訓
練の実
施】

厚
生
労
働
省

再就職を希望する女性をはじめ、求職
者に対して、再就職を容易にするため、
職業に必要な技能及び知識を習得させ
ることを目的とした職業訓練を実施。

独立行政法人雇用・能力開発
機構の設置する公共職業能力
開発施設において、平成16年
度は約141千人（実績）、平成17
年度には約156千人（計画）の求
職者に対し職業訓練を実施。

平成16、17年度と同様、平成
18年度においても、独立行政
法人雇用・能力開発機構の設
置する公共職業能力開発施
設において約144千人（計画）
の求職者に対して職業訓練を
実施予定。

離職者訓練について、
訓練終了後3ヶ月時点
での就職率が施設内
訓練70%以上、委託訓
練55%以上という目標
に対して、施設内訓練
78.5%、委託訓練60.8%
を達成（平成16年
度）。

特になし。 A （１） 地域の人材育成ニーズ等を踏まえ、毎年
度、公共職業能力開発施設ごとに訓練実施科
目、定員等について設定。
（２）時間帯　：通常平日の昼間（一部休日、夜
間も実施）
訓練期間：12時間以上6ヶ月以下
費用負担：離職者訓練については原則無料
（３）ハローワークの受講指示・推薦を受けた求
職者に対する訓練実施施設の選考。
（４）訓練実施施設による広報媒体（ホーム
ページ等）やハローワーク利用者等へのリーフ
レットによる募集等。

c

18 【職業能
力開発
情報を
総合的・
体系的
に収集・
提供する
体制の
充実】＜
再掲＞

厚
生
労
働
省

再就職を希望する者への支援も、在職
中の女性に対する能力開発等の支援と
同様に、前出「１」の職業能力開発情報
提供等行っている。

　前出「１」の施策に同じ。 　前出「１」の施策に同じ。 　前出「１」の施策に同
じ。

　前出
「１」の施
策に同
じ。

　前出
「１」の施
策に同
じ。

　前出「１」の施策に同じ。 　前出
「１」の
施策
に同
じ。

19 【若年労
働者の
キャリア
形成支
援・相談
事業】＜
再掲＞

厚
生
労
働
省

再就職を希望する者へも、在職中の女
性に対する能力開発等の支援と同様
に、前出「２」のとおり、相談事業等施策
を行っている。

　前出「２」の施策に同じ。 　前出「２」の施策に同じ。 　前出「２」の施策に同
じ。

　前出
「２」の施
策に同
じ。

　前出
「２」の施
策に同
じ。

　前出「２」の施策に同じ。 　前出
「２」の
施策
に同
じ。

20 【キャリ
ア形成
支援体
制の整
備】＜再
掲＞

厚
生
労
働
省

再就職を希望する者への支援も、在職
中の女性に対する能力開発等の支援と
同様に、前出「３」のとおり、キャリア形成
に資する情報提供や相談援助を実施し
ている。

　前出「３」の施策に同じ。 　前出「３」の施策に同じ。 　前出「３」の施策に同
じ。

　前出
「３」の施
策に同
じ。

　前出
「３」の施
策に同
じ。

　前出「３」の施策に同じ。 　前出
「３」の
施策
に同
じ。

21 【キャリ
ア形成
促進助
成金、教
育訓練
給付制
度】＜再
掲＞

厚
生
労
働
省

事業主がその従業員について職業訓
練を実施するなど、能力開発支援を
行った場合、また、再就職を希望する
一定の要件を満たす者についても、在
職中の女性に対する能力開発等の支
援と同様に、前出「７」のとおり、キャリア
形成促進助成金、教育訓練給付制度
を行っている。

　前出「７」の施策に同じ。 　前出「７」の施策に同じ。 　前出「７」の施策に同
じ。

　前出
「７」の施
策に同
じ。

　前出
「７」の施
策に同
じ。

　前出「７」の施策に同じ。 　前出
「７」の
施策
に同
じ。

（４）多様な就業ニー
ズを踏まえた雇用環
境の整備

イ　パートタイム労働
対策の総合的な推進
○パートタイム労働者
に対する能力開発
・公共職業能力開発
施設において、パート
タイム等短時間就労
を希望する者も対象
に必要な職業訓練を
実施する。（厚生労働
省）

22 【パート
タイム等
短時間
就労希
望者も含
め、再就
職を希
望する者
に対する
公共職
業訓練
の実施】

厚
生
労
働
省

パートタイム等短時間就労希望者も含
め、求職者に対して、再就職を容易に
するため、職業に必要な技能及び知識
を習得させることを目的とした職業訓練
を実施。

独立行政法人雇用・能力開発
機構が設置する公共職業能力
開発施設において、平成16年
度は約141千人（実績）、平成17
年度には約156千人（計画）の求
職者に対し職業訓練を実施。

　平成16、17年度と同様、平
成18年度においても、独立行
政法人雇用・能力開発機構が
設置する公共職業能力開発
施設において約144千人（計
画）の求職者に対して職業訓
練を実施予定。

離職者訓練について、
訓練終了後3ヶ月時点
での就職率が施設内
訓練70%以上、委託訓
練55%以上という目標
に対して、施設内訓練
78.5%、委託訓練60.8%
を達成（平成16年
度）。

特になし。 A （１）地域の人材育成ニーズ等を踏まえ、毎年
度、公共職業能力開発施設ごとに訓練実施科
目、定員等について設定。
（２）時間帯　：通常平日の昼間（一部休日、夜
間も実施）
　訓練期間：12時間以上6ヶ月以下
　費用負担：離職者訓練については原則無料
（３）ハローワークの受講指示・推薦を受けた求
職者に対する訓練実施施設の選考。
（４）訓練実施施設による広報媒体（ホーム
ページ等）やハローワーク利用者等へのリーフ
レットによる募集等。

c

23 【女性と
仕事の
未来館
運営事
業、メン
ター紹介
サービス
事業の
創設等】

厚
生
労
働
省

　女性と仕事の未来館において、起業
支援セミナーを開催する。
　経験の浅い女性起業家にメンター（先
輩の助言者）を紹介する事業を実施す
ることにより、女性の起業を支援する。
　また、女性の起業支援のための総合
的情報提供を行う専用サイトを創設す
ることにより、起業を目指す女性を支援
する。

　女性と仕事の未来館事業にお
いて、起業を目指す女性のため
の「初級起業セミナー」、「事業
プランのある人のための起業セ
ミナー」等を実施。

○　平成18年度においても、
女性と仕事の未来館事業に
おいて、引き続き起業を目指
す女性のための起業支援セミ
ナー等を開催する。
○　経験の浅い女性起業家
に、経営上のノウハウや諸問
題を打開するためのアドバイ
スを与えるメンター（先輩の助
言者：相手のことを理解して、
経験に基づいた助言を与える
者）を紹介する「メンター紹介
サービス事業」を行う。（平成
18年度新規事業）
○　起業に関する様々な情報
を提供するなど、起業を目指
す女性を総合的に支援する
ための「女性の起業支援専用
サイト」を開発する。（平成18
年度新規事業）

　平成17年度において
目標を設定し、達成度
を検証した。
　具体的には、能力発
揮事業における各セミ
ナーの参加者からの
「役に立った」との評価
を80％以上得るとの目
標を設定し、91.4%の
結果を得た。

該当な
し。

A、C A　女性と仕事の未来館　起業支援セミナー関
係
（１）有識者、企業の人事担当者等で構成され
た運営協議会において決定。
（２）時間帯・期間：1～4日、費用負担：セミ
ナー内容により決定
（３）申込受付順。
（４）ホームページ、広報誌、チラシ、メールマ
ガジン等。
C　メンター紹介サービス事業関係
（１）起業してから経験の浅い女性起業家で希
望する者。
（２）ホームページ、関係機関・団体における情
報提供等。
（３）該当なし。
（４）時間帯　：電話、メール、ＦＡＸにより申込
受付。うち電話については、受付時間は午前１
１時から午後６時、費用負担：なし
C　女性の起業支援専用サイト関係
　平成１８年度はサイトの開発のみ。内容は検
討中。

b，c

24 【女性向
け創業
塾】

経
済
産
業
省

創業の促進を図るため、全国の商工
会・商工会議所等において、創業に必
要な実践的能力の修得を支援する短
期集中型の研修「創業塾」を実施して
おり、その中で女性の起業支援に特化
した、「女性向け創業塾」を実施する。

H16fy実績：41箇所で開催、
1,441人受講
H17fy実績：44箇所で開催、
1,538人受講

38箇所で開催予定、1,520人
受講見込み

平成14年度政策評価
（事後評価）において、
受講者に対するアン
ケート調査を実施。調
査結果によると創業塾
全体の受講者のうち約
3割（約700人）が創業
した。

なし。 A；国か
ら全国
商工会
連合会
及び日
本商工
会議所
への補
助事業
であり、
実施主
体は全
国各地
の商工
会、商工
会議所
及び都
道府県
商工会
連合会と
なる。

（１）実施主体である各商工会等がそれぞれカ
リキュラムを作成している。
（２）30時間程度の短期集中型研修。受講料は
5,000円以上。多くの女性が受講できるよう主
に平日の夜間や週末に開催している。
（３）受講希望者が、各地の商工会等へ直接申
し込みを行う。定員数を超える場合は、主に先
着順にて受講者を決定。
（４）実施主体である各商工会等が、新聞広
告、インターネット、広報紙などで地域内へ周
知。

b，c

○職業能力開発の積
極的展開

・再就職を希望する女
性に対する能力開発
を支援するため、必要
な情報提供や相談、
研修等を拡充するとと
もに、公共職業訓練
や企業内教育訓練等
の充実を図り、また労
働者自身の自発的な
能力開発を推進する。
（厚生労働省）

（５）起業支援等雇用
以外の就業環境の整
備

ア　起業支援策の充
実
○女性起業家に対す
る支援
・起業を目指す女性に
対して、起業に関する
知識や手法に関する
情報提供、相談、学習
機会の提供のほか、
起業後の経営につい
てのメンター（先輩の
助言者）の紹介を通じ
たフォロー、助言等の
支援の充実を図る。
（経済産業省、厚生労
働省）
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

25 【在宅就
業者の
再就職
支援】

厚
生
労
働
省

情報通信機器の高度化、パソコン等情
報通信機器の普及に伴い、これらを活
用して個人が在宅形態で働く在宅ワー
クについては、育児期を中心に仕事と
家庭の両立ができる働き方として広がっ
てきており、社会的な期待や関心も大き
いものとなっているため、在宅ワークの
健全な発展に資することを目的とする。

　・「在宅ワークの適正な実施の
ためのガイドライン」の周知・啓
発を実施。
　・在宅ワーカーが自らの能力を
自己診断できる「自己診断シス
テム」とE-ラーニングを「在宅
ワーカースキルアップシステム」
としてインターネットで公開する
ほか、在宅ワーカーに必要な情
報の提供、相談への対応、セミ
ナー等の各種支援事業を委託
事業として実施。

　平成18年度についても「在
宅ワークの適正な実施のため
のガイドライン」の周知・啓発、
在宅ワーカー及びその希望
者に対する支援策を委託事
業として引き続き実施する。

（検証方法）
在宅ワーカーからの相
談件数、在宅ワーカー
のセミナー受講者数、
在宅ワーカースキル
アップシステムのアク
セス件数。
（結果）
在宅ワーカーからの相
談件数　H16　1,104件
／H17 1,232件
在宅ワーカーのセミ
ナー受講者数  H16
492人 ／H17　937人
在宅ワーカースキル
アップシステムのアク
セス件数　H16
64,097件／H17
27,434件

－ A、C A
（１）在宅ワーカーが仕事を受注する上で必要
とされる能力を発注者に調査し、システムへ反
映した。
（２）時間帯　：制約なし　　費用負担：なし
（３）特になし。
（４）ちらし、ホームページによる広報。
C
（１）特になし。
（２）ちらし、ホームページによる広報

c

26 【テレ
ワーク・
ＳＯＨＯ
の推進
のため
の施策
の実施】

総
務
省

　テレワーク・ＳＯＨＯについては、民間
企業等の自主的な取組みのみに委ね
ていてはその普及の進捗が不十分な状
況にあること、ＳＯＨＯは個々のみでは
大きな力を発揮できないこと、「ＩＴ新改
革戦略」、「京都議定書目標達成計画」
等の国全体の目標としてもテレワークの
推進が盛り込まれ、一層の普及促進を
図る必要があるため、テレワーク・ＳＯＨ
Ｏの推進のための施策を平成22年
（2010年）まで継続して実施する。

（１）民間企業のテレワーク導入
環境の整備
　企業による情報セキュリティ水
準の高いテレワーク環境の導入
を支援するため、「テレワークセ
キュリティガイドライン」を作成
し、平成１６年１２月に公表した。
　また、テレワーク推進関係４省
（総務省、厚生労働省、経済産
業省、国土交通省）が共同で、
企業におけるテレワークの導
入、運用を支援するための手引
書を作成し、平成１７年８月に公
表した。
（２）国家公務員によるテレワー
クの実施
　国全体のテレワークを促進す
る観点から、総務省ではテレ
ワーク試行を２回（平成１７年1～
２月、平成１７年１１月～２月）に
わたり実施し、平成１８年度以降
の本格実施に向けた情報セキュ
リティ上の課題等の整理を行っ
た。
（３）産学官からなる「テレワーク
推進フォーラム」の設立
　テレワーク推進関係4省が呼び
かけ人となり、産学官からなる
「テレワーク推進フォーラム」を
平成１７年１１月に設立し、課題
解決のための調査研究や普及
活動を展開している。

　産学官からなる「テレワーク
推進フォーラム」の活動と連携
を図りつつ、テレワークの円滑
な導入、効率的な運用のため
の情報通信システムの在り方
に関する調査研究等の推進
施策を実施する。

テレワーカーが就業者
人口の割合：１０.４％
（平成１７年）

－ D － b，c

注 以下、１７年度の実施状況、実績は見込みである。
27 【農山漁
村女性
の経営・
社会参
画促進
に向けた
情報提
供】

農
林
水
産
省

地域の方針決定の場や農林漁業経営
への女性の参画を進めるため、農山漁
村女性の参画促進に関する情報提供
を実施する。

・女性の経営参画、社会参画を
進めるため、農山漁村女性の果
たす役割の重要性、支援制度、
支援団体等の情報を記載した
パンフレット「あなたのチャレンジ
応援します」を作成
し、地方公共団体等に提供。
・農林水産分野における女性の
チャレンジ支援のため、関係
データーや関連制度、女性の活
動事例等の総合的な情報を
ホームページ「農山漁村女性の
チャレンジ支援」に掲載するとと
もに、毎月メールマガジンを発
行し、研修やイベント等の情報
提供や施策情報を提供、また１
７年度には農山漁村女性のチャ
レンジ支援のための携帯サイト
を構築し、１８年４月より運用を
開始。

啓発資料、ホームページ等を
活用し、女性の利用しやすい
形での情報提供を実施。

特になし 特になし C （１）特になし
（２）インターネットやパンフレット等
（４）時間帯の制限や費用負担は特になし

a，b，
c

28 【農山漁
村におけ
る男女
共同参
画に関
する調査
研究】

農
林
水
産
省

農山漁村の男女共同参画社会の形成
に向けて、男女共同参画の推進状況や
女性が社会・経営参画するための課題
を把握するため、情報収集、調査分析
等を実施する。

・平成１６年度は、女性の起業活
動等をテーマに調査分析・研究
を実施した。
・平成１７年度は、女性の起業活
動による経済効果、水産業にお
ける女性の参画状況等をテーマ
に調査分析・研究を実施したほ
か、農家における男女共同参画
に関する意向調査を実施した。

平成１８年度は、女性起業や
女性農業者の税制問題等に
ついて調査研究を実施する
予定。

各研究テーマの（女性
起業、女性の社会参
画）進捗状況によって
検証

調査研究
結果につ
いては、
必要に応
じて施策
に反映さ
せるととも
に、地方
公共団
体、関係
機関等に
情報提供
を実施。

D なし a，b，
c，d

29 【農山漁
村女性
の参画
促進に
向けた
先進的
な事例に
ついての
情報提
供】

農
林
水
産
省

　農山漁村の女性の社会・経営参画を
進めるため、地方公共団体等の優良な
取組事例や地域の方針決定の場で活
躍する女性や農林漁業経営に取り組む
女性の優良なロールモデルについて情
報提供することにより、女性の参画促進
を図る。

・「農山漁村女性チャレンジ活動
表彰」等の表彰や事例調査等を
実施し、女性の社会参画活動、
女性の農林漁業経営、男女共
同参画社会づくりへの取組など
について先進的な事例を収集
し、シンポジウム等の場で紹介し
たほか、ホームページや啓発資
料等により情報提供を実施。

地域の方針決定の場で活躍
する女性の事例や、女性の農
林漁業経営や起業活動等の
先進的な優良事例等を収集
し、ホームページや啓発資料
等により情報提供を実施。

なし 特になし C （１）特になし
（２）ホームページ、普及啓発資料等
（４）時間帯の制限や費用負担等は特になし

a，b，
c

４
　
活
力
あ
る
農
山
漁
村
の
実
現
に
向
け
た
男
女
共
同
参
画
の
確
立

（２）政策・方針決定過
程への女性の参画の
拡大
○女性の能力の開発
・意欲のある女性が地
域における方針決定
に参画する上で必要
な能力を開発するた
めの研修等を実施す
る。（農林水産省）
また、女性の職業、生
活管理・地域活動指
導等に係る能力につ
いて、地域社会での
適正な評価を確保す
るため、女性農業士等
の認定を推奨する。
（第１次）
・女性農業委員、女性
農業士等農山漁村の
女性リーダーのネット
ワーク化の推進、先進
的な取組や知識・技
術に関する情報交換・
提供等登用後のサ
ポート体制の強化を
行う。（農林水産省）

イ　雇用・起業以外の
就業環境整備
○在宅就業対策の推
進
・在宅就業の中でも従
属性の強い在宅ワー
クについては、その健
全な発展に向け、ガイ
ドラインの周知・啓
発、各種情報提供、相
談体制の整備、能力
開発・能力評価に係る
支援、就業支援の仕
組みの整備等の施策
を推進する。（総務
省、厚生労働省）
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

30 【農山漁
村の女
性の社
会参画
の促進
に向けた
研修等】

農
林
水
産
省

農協役員、農業委員、農業士等、地域
の方針決定の場へ参画する女性の割
合を増加させるため、研修等を実施し
女性の資質の向上を図る。

・平成16年度は４５都道府県及
び３８市町村等でリーダー的な
女性に対する男女共同参画に
関する学習会や研修を実施した
ほか、全国段階で農山漁村女
性アドバイザー（女性農業士等）
などを対象に資質向上セミナー
（受講女性１５０人）等を実施し
た。
・平成１７年度は農山漁村の女
性等を対象に１９都道府県１６市
町村等で女性の社会参画の促
進に関する研修を実施したほ
か、全国段階で先進的女性農
業者の活動の高度化を目的とし
た講演（参加者７００人、うち女
性約９割）等を実施した。

　全国段階で農山漁村のリー
ダー的な女性に対するセミ
ナー、農協女性部を対象とし
た農協運営への参画促進の
ための研修の推進等を実施。

　統計や調査により農
協役員や農業委員に
占める女性の割合等
を把握し、検証。
農協役員に占める女
性の割合：１．５％、
（平成１６年度）
農業委員に占める女
性の割合４．２８％（平
成１７年度（速報値））
女性農業士（農村生活
アドバイザー等）の数
７，０２０人（平成１６年
度）等

　地方公
共団体の
農山漁村
の女性の
参画促進
について
の計画・ビ
ジョンの
作成を推
進。また、
１８年度か
らは地方
公共団体
や農業委
員会、農
協におけ
る女性の
参画目標
の設定を
事業の採
択要件と
する女性
の参画に
関するク
ロス・コン
プライアン
スを強い
農業づくり
交付金等
で実施。

A、B Ａ：国が直接研修・訓練等を実施（委託等を含
む）
（１）国が男女共同参画や女性の社会参画の
促進に関するものという大枠を定め、都道府県
等が地域の実情を踏まえ、内容を決定。
（２）時間帯、期間は研修を実施する実施主体
によって異なる。費用負担はほぼ無し。
（３）希望者
（４）実施主体により違うが、ホームページや掲
示等により周知
Ｂ：教育訓練機関（企業、大学等）への支援
（１）特になし（希望者）
（２）ホームページ、メールマガジン等で広報

a

31 【女性の
経営能
力等の
向上に
向けた
相談活
動、情報
提供等】

農
林
水
産
省

農林漁業経営における女性の位置付
けを明確化し、女性認定農業者等の女
性の担い手の拡大や経営の法人化等
を促進するため、マーケティングや経営
管理等に関する相談や情報提供等を
実施し、女性の経営能力の向上を図
る。

・女性の農林漁業経営の法人化
等に当たって、法律や税務等の
問題が相談できるよう専門家に
よる法律・税務相談を平成１６年
度は２０府県、平成１７年度は２
県で開催。
・女性認定農業者の拡大や経
営参画に必要な知識の普及の
ため、女性農業者向けのパンフ
レット「認定農業者になりましょ
う」を作成し、地方公共団体等に
提供したほか、全国段階の研修
（１６年度受講者１５０人、１７年
度受講者１００人）等で起業支
援、資金、法人化等の情報提供
を実施。

　全国段階の研修・シンポジ
ウム等で情報提供を実施する
ほか、女性認定農業者の拡
大等に向けた情報提供、研修
を実施する。

　女性農業士等及び
女性認定農業者の数
を把握し、検証。
　女性農業士（農村生
活アドバイザー等）の
数　７，０２０人（平成１
６年度）
女性認定農業者数（夫
婦による共同申請を含
む）４１２５人（平成１７
年３月末）

特段なし C （１）特になし
（２）ホームページ、普及啓発資料等

b

・農林漁業法人等に
雇用される形での就
農等、多様な就農形
態に対応するため、新
規就農相談センター
等における就農・就業
に関する相談活動・情
報収集の強化、農林
漁業技術や経営管理
に関する研修教育の
充実等を図り、女性が
就農する際の支援体
制を整備する。（農林
水産省）

・女性の行う農林水産
業に関連する起業活
動を促進するための
研修等の実施を推進
する。（農林水産省）

33 【新規就
農者に
対する情
報提供、
相談活
動、研
修】

農
林
水
産
省

　農業就業者の減少が見込まれる中、
農業の新たな担い手を確保するため、
新規就農に関する情報提供や相談活
動、都道府県農業大学校等での農業
経営、技術等の研修を実施。

・ホームページ「農業を始めたい
人を応援します」やパンフレット
「初めての農業応援ブック」等に
よる情報提供、ニューファー
マーズフェアや就農相談窓口等
で相談活動、都道府県農業大
学校等で研修（平成１６年度入
学者数２，１１７名（うち女性３８１
名）、平成１７年度入学者数２０４
６名（うち女性３８２名））を実施。

普及センター、新規就農相談
センターによる情報提供、相
談活動、農業大学校等による
研修等を実施

　政策評価で目標値を
設定して検証　目標：
新規就農青年数１２千
人程度／年
　（１７年度実績は取り
まとめ中であるが、達
成される見込み）

農業法人
等への新
規就農者
の紹介等
を実施

A、C Ａ
（１）国が農業研修教育に関するガイドラインを
定め、それを踏まえて各都道府県が決定。
（２）都道府県等により異なるが期間は２年程
度、授業料、教材費等を負担
（３）入学試験、推薦による選考
（４）ホームページ、パンフレット、ポスター等
Ｃ
（１）特になし（就農希望者）
（２）ホームページ、パンフレット等により広報
（４）情報提供、相談活動はインターネット等で
も実施しており、特段の時間制限、費用負担
等はなし

b，c

（３）女性の経済的地
位の向上と就業条件・
環境の整備

○女性の経済的地位
の向上
・家族の話合いをベー
スとする家族経営協
定の締結の促進、フォ
ローアップ活動の体制
整備を進めるととも
に、女性農業士等及
び女性の認定農業者
の拡大、農林漁業経
営の法人化等を促進
する。
女性の経営における
役割を適正に評価し、
就業環境の整備等を
図る。（第１次）
・女性の行う部門経営
や農林水産業に関連
する起業活動への支
援、融資、税制等経営
参画に係る知識の普
及等を推進する。（農
林水産省）

・平成16年度は42道府県、17市
町村で女性のライフステージに
応じた経営能力向上研修や地
域の普及指導センターよる女性
農業者に対する技術・経営指導
を実施したほか、全国段階で、
起業関係の通信教育講座の実
施（受講生43人）、起業家育成
海外研修（派遣国フランス、受
講生8名（うち4名女性））、林業
女性グループに対する技術・経
営研修（受講者：53林業女性グ
ループ68名）、漁協全国女性連
絡協議会の若手（45歳以下）女
性部員に対する能力開発研修
（受講者41名）等を実施。
・平成17年度は30道府県、19市
町村等で地域の女性農業者の
育成状況に応じた研修や地域
の普及指導センターによる女性
農業者に対する技術・経営指導
を実施したほか、全国段階で農
業経営・労働管理に関する通信
教育講座（受講生22人）や女性
農業者の販路拡大に向けた経
営戦略に関するシンポジウム
（参加者150人うち女性約9割）、
林業女性グループに対する技
術・経営研修（受講者：44林業
女性グループ61名）、漁協全国
女性連絡協議会の若手（45歳
以下）女性部員に対する能力開
発研修（受講者31名）等を開催
した。

a，b，
c

Ａ：国が直接能力開発生涯学習を実施（委託
事業等も含む）
（１）地域段階で実施するものについては、国
が女性の経営参画の促進に関するものという
大枠を定め、都道府県が地域の実情を踏ま
え、内容を決定。
　　全国段階で実施するものについては、研修
実施団体等が内容を検討の上、決定
（２）時間帯・開催期間、費用負担等について
は研修を実施する都道府県、団体等によって
異なる。
（３）希望者、推薦等
（４）各都道府県等により違うが、ホームページ
や掲示等により周知
Ｂ：教育訓練機関（企業、大学等）への支援
（１）海外研修については、公募の上書類選考
で決定。
（２）ホームページ等で広報

A、B　起業や
経営に必
要な制度
資金、施
設整備、
経営相談
等

　女性認定農業者数
及び女性起業数等を
把握し、検証。
　女性認定農業者数
（夫婦による共同申請
を含む）４１２５人（平成
１７年３月末）
　農村女性起業数　８
６６７件（平成１７年１
月）

農山漁村の女性の生産活動
や起業活動、農林漁業経営
に必要な研修等を実施

女性の農林漁業経営への参画を促進
するため、経営や起業活動に必要な生
産・加工技術、マーケティングや簿記等
の経営管理などの研修を実施し、女性
の経営能力等の向上を図る。

農
林
水
産
省

【農山漁
村女性
の技術・
経営管
理能力
等の向
上に向
けた研
修の実
施】

32○技術・経営管理能
力の向上
・配偶者との結婚等を
きっかけとして農林水
産業に携わることが多
い女性は、生産技術・
経営に関する知識や
経験について個人差
が大きい。このため、
個々のライフステージ
に応じた知識や技術、
経営管理能力の修得
のための研修や交流
等を促進する。（農林
水産省）
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１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

34 【社会人
キャリア
アップ推
進プラ
ン】

文
部
科
学
省

大学・大学院や専修学校等の高等教育
機関において、産学官の連携による
キャリアアップのための先導的なプログ
ラム開発や講座の提供等を推進するこ
とにより、地域の実情に応じた社会人の
職業能力の開発機会の拡大を図ること
を目的とする。

　専修学校・・・平成16年度は12
か所、平成17年度は16か所に
おいて、教育プログラム開発を
実施した。
　大学等・・・・平成16年度は2か
所、平成17年度は1か所におい
て、キャリアアップ講座を開設す
るためのプログラム開発を実施
した。
　　地域社会人・・平成16年度は
5か所、平成17年度は4か所に
おいて、離職者等を対象とした
キャリアアップのための出前講
座を提供した。

　実施せず（平成17年度限り） 　私立専修学校におけ
る社会人受け入れ数
平成16年度58,823
人、平成17年度
56,812人

なし A （１）事業ごとに委託先において決定
（２）事業ごとに委託先において決定
（３）事業ごとに委託先において決定
（４）事業ごとに委託先において決定

a，c

35 【専修学
校社会
人新キャ
リアアッ
プ教育
推進事
業】

文
部
科
学
省

　５０代から６０代にかけての層を対象と
したキャリアアップ教育及び女性の再
チャレンジのためのプログラムの開発を
支援し、全国の専修学校への取組の普
及を図ることを目的とする。

（平成18年度新規） 以下の４コースの講座を各４０
名程度の受講生を対象に専
修学校に委託して実施する。
①スキルアップ・専門技術習
得コース
②管理能力向上コース
③起業家コース
④女性再チャレンジコース

　未実施（平成18年度
新規）

　なし A （１）事業ごとに委託先において決定
（２）事業ごとに委託先において決定
（３）事業ごとに委託先において決定
（４）事業ごとに委託先において決定

a，b，
c

36 【「大学
における
教育内
容等の
改革状
況につい
て」の公
表】

文
部
科
学
省

　大学における教育内容・方法の改善
等の実施状況（編入学の受入れ、大学
等における社会人特別選抜の実施、昼
夜開講制の推進、夜間大学院の設置、
公開講座の実施等）についての調査結
果を公表することにより、各大学のより
積極的な教育内容等の改善に関する
取組を促す。

平成16年度時点において、編
入学の受入れ、大学等における
社会人特別選抜の実施、昼夜
開講制の推進、夜間大学院の
設置、公開講座の実施等を行っ
ている大学数等を調査・公表
し、各大学におけてそれらの取
組を行うことを促している。

平成17年度の実施状況を公
表する。

平成16年の実施状況
では、編入学者数
14,905人（前年比298
人増）、社会人特別選
抜は、学部段階では
467大学（前年比15大
学増）、大学院段階で
は371大学（前年比9
大学増）、昼夜開講制
度は、学部段階では
70大学（前年比6大学
減）、大学院段階では
277大学（前年比15大
学増）、夜間大学院の
設置は22大学（前年比
1大学増）、公開講座
の開設は667大学（前
年比9大学増）となって
いる。

なし D d

37 【専門職
大学院
につい
て】

文
部
科
学
省

高度専門職業人養成に目的を特化し
た大学院の課程として、我が国の社会
の要請に応える人材を養成する。

　平成15年度設置　10専攻
　平成16年度設置　83専攻
　平成17年度設置　29専攻

平成18年度設置　19専攻
　引き続き、必要に応じて専
門職大学院設置のための相
談等に応じる。

　学校基本調査等を
活用して専門職大学
院に関する状況を把
握している。

なし B a，b，
c

38 【通信制
大学、大
学院に
ついて】

文
部
科
学
省

教育・学習機会の拡大。 通信教育を実施する大学数及
び大学院数については、以下の
とおり（放送大学を含む）。
平成16年度　大学数：33、大学
院数：18
平成17年度　大学数：35、大学
院数：19

　平成18年度における通信教
育を実施する大学数及び大
学院数については、以下のと
おり（放送大学を含む）。
大学数：36、大学院数：19
　また、引き続き、必要に応じ
て、通信教育を実施する大
学、大学院設置のための相談
等に応じる。

　学校基本調査の結
果を活用し、通信制の
大学、大学院の入学
者数を把握している。
平成16年度から平成
18年度までの結果は
以下のとおり（放送大
学を含む）。
平成16年度　大学：
14,200人、大学院：
1,255人
平成17年度　大学：
14,090人、大学院：
1,228人
平成18年度　大学：
13,905人、大学院：
1,226人

なし D a，b，
c

○放送大学の整備等
・放送大学や放送大
学大学院をはじめ時
間・空間的制約のない
高等教育の機会の提
供の推進を促す。（文
部科学省）

39 【放送大
学の充
実・整
備】

文
部
科
学
省

　放送大学は、日本全国でいつでも、ど
こでも、誰でも学ぶことが出来る生涯学
習の中核的機関として、ますます多様
化、高度化する生涯学習ニーズへの対
応などが期待されているところであり、
若者等の社会人に対する大学院教育
の機会拡充や高等学校卒業者及び中
退者等に対する柔軟かつ流動的な大
学進学の機会提供により生涯を通じた
キャリアアップの機会の拡大を図ること
を目的とする。

　在学者数（平成16年度2学期
現在）：88,877人（男性：39,214
人、女性：49,663人）
（平成17年度2学期現在）：
89,389人（男性：38,921人、女
性：50,468人）

引き続き放送大学の充実・整
備を推進。

放送大学において、学
生数１０万人を目指
す。（２を参照）

なし B （１）特になし（支援対象が定まった事業であ
る）
（２）インターネット、パンフレット、政府広報

a，b，
c

（２）多様な選択を可
能にする教育・学習機
会の充実

ア　生涯学習の推進

○リカレント教育の推
進
・子育てと仕事の両立
のためにも、学校教育
の修了後いったん社
会に出た後に行われ
るリカレント教育（※）
の重要性はますます
高まっており、編入学
の受入れ、大学等に
おける社会人特別選
抜の実施、昼夜開講
制の推進、夜間大学
院の設置、公開講座
の実施等に努め、大
学等の生涯学習機能
の拡充を図るととも
に、高等学校等にお
ける開放講座の充実
を図る。（文部科学
省）
（※リカレント教育：職
業人を中心とした社会
人に対して学校教育
の修了後，いったん社
会に出た後に行われ
る教育であり，職場か
ら離れて行われるフル
タイムの再教育のみ
ならず，職業に就きな
がら行われるパートタ
イムの教育も含む。）

１
０
　
男
女
共
同
参
画
を
推
進
し
多
様
な
選
択
を
可
能
に
す
る
教
育
・
学
習
の
充
実
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

40 【専修学
校教育
の振興】

文
部
科
学
省

専修学校教育の振興を図ることを目的
とする。

専修学校におけるNPO団体
等と連携したニートに対する
職業教育支援事業
社会問題となっているニート
問題について，各省庁で実施
されている事業と連携を取り
ながら，専修学校とニートを支
援しているＮＰＯ団体等の連
絡協議会を立ち上げ，ニート
に対する職業教育を支援する
事業を実施する。
専修学校社会人新キャリア
アップ教育推進事業（再掲）
専修学校教育重点支援プラ
ン（再掲）
専修学校を活用した職業意
識の啓発推進（再掲）
専修学校を活用した若者の
自立・挑戦支援事業（再掲）

未実施（平成１７年度
政策評価実施予定）

なし A （１）事業ごとに委託先において決定
（２）事業ごとに委託先において決定
（３）事業ごとに委託先において決定
（４）事業ごとに委託先において決定

a，b，
c

41 【文部科
学省認
定社会
通信教
育】

文
部
科
学
省

生涯学習の振興を図るため、学校又は
民法法人の行う通信教育で、社会教育
上奨励すべきものを認定し、その普及
を図る。

　社会教育法の規定に基づき、
学校又は民法法人の行う通信
教育で社会教育上奨励すべき
ものとして認定を与えた課程に
おいて、平成１６年は約１２万９
千人が受講した。
また、社会通信教育の受講者の
面接指導の機会を提供する受
講者研究集会を、平成１６年度
は愛媛県、平成１７年度は鳥取
県で実施した。

通信教育課程の拡充を図ると
ともに、受講者研究集会を茨
城県で開催予定。

未実施 　なし B （１）申請のあった団体に対し、書類審査・教材
審査後に中央教育審議会生涯学習分科会の
諮問・答申を受けて決定
（２）パンフレット等

d

○学校施設の開放促
進等
・地域住民の学習機
会や子どもたちの活
動の場を幅広く提供
するために、学校施設
を学校休業日や放課
後に地域住民や子ど
もたちに開放し多様な
学習機会の提供を行
う。また、学校・家庭・
地域社会が連携協力
することの重要性に鑑
み、地域の生涯学習
活動等を実施するた
めの場などを備えた
地域コミュニティの拠
点としての学校施設
の整備促進を図る。
（文部科学省）

42 【地域子
ども教室
推進事
業（地域
教育力
再生プラ
ン）】

文
部
科
学
省

地域の教育力の再生を図るため、地域
の大人の協力を得て、学校の余裕教室
や校庭等を活用し、子どもたちの安全
で安心な活動拠点（居場所）づくりを支
援するため、放課後や週末において、
子どもたちが様々な体験活動や地域住
民との交流活動等を実施。

地域子ども教室実施箇所数
平成16年度：5,364箇所　　平成
17年度：7,954箇所

10,000箇所で実施予定 検証方法：平成１６年
度に事業を実施した運
営協議会及び実行委
員会に対し、アンケー
ト調査を実施。
分析結果：
○様々な体験活動を
地域の大人に教わりな
がら、また、色々な年
齢の子ども同士が一緒
になって活動すること
ができた。
○子どもの主体性や
積極性の発現を促し、
様々な場面における
子どもの意欲を向上さ
せた。
○子どもと保護者の間
に話題が増え、家庭教
育の充実につながっ
た。
○学校と地域の大人、
保護者の間の理解や
連携が進んだ。（「地域
子ども教室推進事業」
実施状況調査報告書
総合評価より）

地域教育
力再生プ
ラン（地域
ボランティ
ア活動推
進事業）
→地域教
育力再生
という共通
目的のも
と、人材
の活用等
で連携。

A （１）事業ごとに委託先において決定
（２）事業ごとに委託先において決定
（３）事業ごとに委託先において決定
（４）事業ごとに委託先において決定

d

43 【地域ボ
ランティ
ア活動
推進事
業（地域
教育力
再生プラ
ン）】

文
部
科
学
省

地域の教育力の再生を図るため、地域
におけるボランティア活動促進のための
多彩なプログラム開発を行う事業を実
施し、ボランティア活動の全国的な展開
を推進する。

平成17年度実績　　　４７５事業 平成17年度と同趣旨で引き
続き実施

未実施（平成１７年度
政策評価実施予定）

・地域教
育力再生
プラン（地
域子ども
教室推進
事業）

A （１）事業ごとに委託先において決定
（２）事業ごとに委託先において決定
（３）事業ごとに委託先において決定
（４）事業ごとに委託先において決定

d

　下記の事業を実施した。
① 専修学校ＩＴフロンティア教育
推進事業
ＩＴ革命を支える人材育成の重
要性から，実践的職業教育，専
門的技術教育に係る十分なノウ
ハウと実績を有する専修学校に
おいて，産業界との連携を基盤
としつつ専修学校を情報化社会
に即応した人材育成のための開
拓拠点として体制を整備するた
めの施策を一層推進する。
② 専修学校先進的教育研究開
発事業
人材養成の拠点として十分なノ
ウハウと実績を有する専修学校
において，緊急に対応すべき課
題に迅速に応えるための新しい
教育方法等の研究開発を行うな
ど，専修学校教育システムの基
盤を整備し，専修学校における
生涯学習機能を更に充実･強化
する。
③ 専修学校教育重点支援プラ
ン
社会的要請の高い課題に対応
する教育内容や方法等につい
ての重点的な研究開発を「研究
指定校」として指定した専修学
校に委託し，その成果を全国に
普及する。
④　専修学校を活用した職業意
識の啓発推進
若年者の職業意識の高揚を図
るため，職業体験講座や講演会
などを各地で実施し，職業に必
要な技術・技能の学習意欲と職
業意識の高揚を図る。
⑤　専修学校を活用した若者の
自立・挑戦支援事業
正規雇用を目指しながら，それ
が得られないフリーター等の能
力向上のため，産業界との連
携・協力による専修学校を活用
した短期教育プログラムの開発
や，学びながら働く人のための
就業を組み込んだカリキュラム
の編成等の先導的モデルの開
発等、フリーター等が職を獲得
する上で必要となる知識・技術
に関する教育を提供する。
⑥　専修学校社会人キャリア
アップ教育推進事業（再掲）

・単位制高等学校や
専修学校の整備を推
進するとともに、社会
通信教育の振興を図
るなど多様な学習歴
や生活環境を持つ学
習者に対する学習機
会の提供を促進する。
（文部科学省）

○青少年の体験活動
等の充実
・男女共同参画の視
点に立って、青少年の
奉仕活動、自然体験
活動等の場や機会の
充実を図る。
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

44 【地域と
学校が
連携協
力した奉
仕活動・
体験活
動推進
事業】

文
部
科
学
省

平成16年度までに全国の都道府県・市
町村において、活動に関する情報提
供・相談等のコーディネートを行う支援
センターや、幅広く関係機関や団体等
との連携を図り、ボランティア活動の推
進に向けた諸課題について協議を行う
推進協議会が整備されるよう支援する。

　　（平成16年度整備実績）
支援センター整備数
　　都道府県　　 46箇所
　　市町村　　1,216箇所
協議会整備数
　　都道府県　　 43箇所
　　市町村　　1,018箇所

実施せず（平成16年度限り） 全国に設置された支
援センター、協議会整
備箇所数により、政策
評価を実施。
全国規模で行うボラン
ティア活動に関する
コーディネートや情報
提供、また、ボランティ
ア活動の促進に向け
た諸問題について協
議する協議会の整備
等、ボランティア活動
を促進する環境が広
まった。（２参照）

なし A （１）事業ごとに委託先において決定
（２）事業ごとに委託先において決定
（３）事業ごとに委託先において決定
（４）事業ごとに委託先において決定

d

45 【ボラン
ティア活
動広報
啓発・普
及事業】

文
部
科
学
省

　国民一人一人が，日常的にボランティ
ア活動を行い，相互に支え合える地域
社会を実現するため，ボランティア活動
推進フォーラムの開催や広報啓発・普
及活動を実施し，地域社会全体でボラ
ンティア活動を推進していく気運の醸成
を図る。

　・イメージキャラクターを活用し
た広報啓発（ポスター作成、
ホームページ開設）
　・ボランティア活動推進フォー
ラムの開催（全国フォーラム・地
方フォーラム）

　平成17年度と同趣旨で引き
続き実施

　未実施 なし C （１）特になし
（２）ホームページやチラシ等により周知
（３）該当なし
（４）費用負担なし（ホームページ閲覧に係る通
信運搬費当を除く）

d

46 【豊かな
体験活
動推進
事業】

文
部
科
学
省

成長段階に応じて、ボランティア活動な
ど社会奉仕体験活動や自然体験活動
をはじめ様々な体験活動を行うことで、
児童生徒の社会性や豊かな人間性を
育む。

　・体験活動推進地域・推進校
（平成１６、１７年度：６２２校）
　・地域間交流の実施（平成１６
年度：９６校、１７年度：７５校）
　・長期宿泊体験の実施（平成１
６、１７年度：８８校）

引き続き、本事業を実施 小学校・高等学校にお
いて既に年７日間以上
の体験活動を実施して
おり、概ね順調に進捗
している。平成１７年度
はこれから評価予定。

豊かな体
験活動推
進事業に
おける推
進校が、
新規就農
等促進総
合支援事
業（農林
水産省）
のモデル
地区に出
かけ、ＪＡ
等の協力
を得なが
ら、体験
活動を実
施する。

A （１）事業ごとに委託先において決定
（２）事業ごとに委託先において決定
（３）事業ごとに委託先において決定
（４）事業ごとに委託先において決定

d

47 【省庁連
携子ども
体験型
環境学
習推進
事業】

文
部
科
学
省

子どもたちの豊かな人間性をはぐくむた
め、関係省庁と連携して、地域の身近
な環境をテーマに、子どもたちが自ら企
画し、継続的な体験学習を行う事業を
通して、体験型環境学習を推進する。

　・モデル事業（委託事業）の実
施（H16：24団体36か所　H17：
18団体35か所）
　・調査研究事業（委嘱事業）の
実施（H16：３団体　H17：３団
体）

・モデル事業（委託事業）の実
施
・調査研究事業（委嘱事業）
の実施

モデルプログラムの開
発及び実施状況（２参
照）

なし A （１）事業ごとに委託先において決定。
平成18年度は，新たな活動場所による事業を
追加している。
（２）事業ごとに委託先において決定。
（３）事業ごとに委託先において決定。
（４）事業ごとに委託先において決定。

d

48 【青少年
長期自
然体験
活動推
進事業】

文
部
科
学
省

青少年の長期自然体験の一層の普
及，定着を図るため，地方公共団体が
自然体験活動推進団体の協力を得な
がら，青少年を対象として，野外活動施
設や農家などで，２週間程度の長期
間，異年齢集団による共同生活を通じ
た野外活動等の自然体験活動に取り組
む事業に対して助成をする。

地方スポーツ振興費補助金とし
て平成16年度20件25事業の実
施

平成16年度限り 補助事業の実施状
況。２５箇所で事業を
実施した。

なし B （１）補助事業ごとに決定。
（２）補助事業ごとに計画。参加者の受益者負
担あり。
（３）補助事業ごとに募集し選定。
（４）補助事業ごとに決定。

d

49 【青少年
の「社会
性」を育
むため
の体験
活動総
合推進
事業】

文
部
科
学
省

屋内に引きこもりがちな青少年等の悩
みを抱える青少年に対し，自然体験や
生活体験等の体験活動に取り組む事
業の実施を通じて，推進体制のあり方
等について実践的に研究することによ
り，青少年の社会性を育む体験活動を
推進する。

モデル事業（委託事業）の実施
（H16：13団体）

実施せず（平成16年度限り） 未実施 なし A （１）事業ごとに委託先において決定。
平成18年度は，新たな活動場所による事業を
追加している。
（２）事業ごとに委託先において決定。
（３）事業ごとに委託先において決定。
（４）事業ごとに委託先において決定。

d

50 【問題を
抱える青
少年の
ための
継続的
な場づく
り事業】

文
部
科
学
省

非行等の問題を抱える青少年の立ち直
りの支援策として、地域のボランティア
団体、青少年団体、スポーツクラブ等と
連携・協力し、社会奉仕活動や体験活
動、スポーツ活動などを行うことができる
継続的活動の場（居場所）を構築する。

平成１６年度においては、「問題
を抱える青少年のための継続的
な場づくり事業」により非行等の
問題を抱える青少年に対して、
自立心や社会性を高めていくこ
とを目的とした体験活動やス
ポーツ活動、社会奉仕活動など
を行うことができる継続的な活動
の場（居場所）として６０箇所の
場が構築された。平成１７年度に
おいても引き続き、継続的な活
動の場を構築した。

問題を抱える青少年のための
継続的な場（居場所）の構築
を一層推進するため、引き続
き、当該事業実施団体への支
援を行う。

問題を抱える青少年の
ための継続的な場（居
場所）の構築状況。
６０箇所の場が構築さ
れた。（２参照）

なし A （１）支援対象者は体験活動コーディネー
ター。
選定方法は、委託先の関係団体が設置する連
絡会により協議・選定。（具体的には、退職教
員・警官、保護司、青少年育成推進員、ＮＰＯ
団体の関係者等）
（２）警察、教育委員会、関係団体等による対
象者や関係施設等へのチラシ配布、ポスター
掲示、ホームページへの掲載等。
（３）なし。
（４）相談等を受けられる時間帯は概ね日中。
費用負担はなし。

d

51 【子ども
の「心の
教育」全
国アク
ションプ
ラン】

文
部
科
学
省

心豊かでたくましく生きることができる青
少年をはぐくんでいく社会環境を整備
するため，青少年団体をはじめとした社
会教育関係団体等が実施する，「心の
教育」に関する普及啓発活動等の取組
を推進する。

委託事業の実施（H16：6団体） 実施せず（平成16年度限り） 未実施 なし A （１）事業ごとに委託先において決定。
平成18年度は，新たな活動場所による事業を
追加している。
（２）事業ごとに委託先において決定。
（３）事業ごとに委託先において決定。
（４）事業ごとに委託先において決定。

d

52 【青少年
の自立
支援事
業】

文
部
科
学
省

青少年が自立した人間として成長する
ことを支援するため、青少年の主体性・
社会性をはぐくむ社会体験や自然体験
等の体験活動を推進する。

モデル事業（委託事業）の実施
（H17：36団体）

モデル事業（委託事業）の実
施

モデルプログラムの開
発及び実施状況。３６
団体（２参照）

なし A （１）事業ごとに委託先において決定。
平成18年度は，新たな活動場所による事業を
追加している。
（２）事業ごとに委託先において決定。
（３）事業ごとに委託先において決定。
（４）事業ごとに委託先において決定。

d

53 【独立行
政法人
国立オリ
ンピック
センター
記念青
少年総
合セン
ター】（子
どもゆめ
基金事
業費を
含む）

文
部
科
学
省

　青少年教育指導者その他の青少年
教育関係者及び青少年に対する研修、
青少年教育に関する施設及び団体相
互間の連絡及び協力の推進、青少年
教育に関する団体に対する助成金の交
付等を行うことにより、青少年教育の振
興及び健全な青少年の育成を図る。

青少年教育団体が行う自然体
験や社会奉仕体験等の体験活
動等に対する助成を実施。

なし（平成１８年４月１日より独
立行政法人国立青少年教育
振興機構に統合）

　平成１６年度
独立行政法人国立オ
リンピック記念青少年
総合センターの平成１
６年度に係る業務の実
績に関する評価により
検証。
→業務の改善・向上が
図られ概ね良好な事
業運営に努めていると
評価。
　　平成１７年度はこれ
から評価予定。

　なし B （１）助成対象団体からの申請に基づき審査を
経て決定。
（２）・ホームページに募集案内を掲載
・説明会の開催
・関係機関へ募集案内を送付

d
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

54 【独立行
政法人
国立青
年の家】

文
部
科
学
省

　青年の団体宿泊訓練を行うとともに、
その設置する施設を青年の団体宿泊
訓練のための利用に供すること等によ
り、健全な青年の育成を図る。

青年教育に関するモデル的プロ
グラムの開発や現代的課題に対
応した自然体験、農業体験等の
事業等を実施。

なし（平成１８年４月１日より独
立行政法人国立青少年教育
振興機構に統合）

　平成１６年度
独立行政法人国立オ
リンピック記念青少年
総合センターの平成１
６年度に係る業務の実
績に関する評価により
検証。
→業務の改善・向上が
図られ概ね良好な事
業運営に努めていると
評価。
　平成１７年度はこれ
から評価予定。

なし C （１）募集
（２）・ホームページに募集案内を掲載
・マスコミを活用した広報活動
・関係機関へ募集案内を送付
（３）
（４）食費等の事業を行う上で最低限必要な実
費分は参加者負担

d

55 【独立行
政法人
国立少
年自然
の家】

文
部
科
学
省

　少年を自然に親しませつつ行う団体
宿泊訓練を行うとともに、その設置する
施設を少年の団体宿泊訓練のための
利用に供すること等により、健全な少年
の育成を図る。

少年教育に関するモデル的プロ
グラムの開発や現代的課題に対
応した自然体験、生活体験等の
事業等を実施。

なし（平成１８年４月１日より独
立行政法人国立青少年教育
振興機構に統合）

　　平成１６年度
独立行政法人国立オ
リンピック記念青少年
総合センターの平成１
６年度に係る業務の実
績に関する評価により
検証。
→業務の改善・向上が
図られ概ね良好な事
業運営に努めていると
評価。
　平成１７年度はこれ
から評価予定。

なし C （１）募集
（２）・ホームページに募集案内を掲載
・マスコミを活用した広報活動
・関係機関へ募集案内を送付
（３）
（４）食費等の事業を行う上で最低限必要な実
費分は参加者負担

d

56 【独立行
政法人
国立青
少年教
育振興
機構】
（仮称）
（子ども
ゆめ基
金推進
事業費
を含む）

文
部
科
学
省

　青少年教育指導者その他の青少年
教育関係者に対する研修、青少年の団
体宿泊訓練その他の青少年に対する
研修、青少年教育に関する施設及び団
体相互間の連絡及び協力の推進、青
少年教育に関する団体に対する助成
金の交付等を行うことにより、青少年教
育の振興及び健全な青少年の育成を
図る。

なし（平成１８年４月１日独立行
政法人国立青少年教育振興機
構発足）

青少年教育団体が行う自然
体験や社会奉仕体験等の体
験活動等に対する助成を実
施。
青少年教育に関するモデル
的プログラムの開発や現代的
課題に対応した自然体験等
の事業等を実施。

未実施（平成18年4月
1日新規発足のため）

なし B、C Ｂ
（１）助成対象団体からの申請に基づき審査を
経て決定。
（２）ホームページに募集案内を掲載
　説明会の開催
　関係機関へ募集案内を送付
C
（１）募集
（２）ホームページに募集案内を掲載
　マスコミを活用した広報活動
　関係機関へ募集案内を送付
（３）なし
（４）食費等の事業を行う上で最低限必要な実
費分は参加者負担

d

57 【生涯学
習フェス
ティバ
ル】

文
部
科
学
省

　広く国民一般に対し生涯学習に係る
活動を実践する場を全国的な規模で提
供すること等により、国民一人ひとりの
生涯学習への意欲を高めるとともに、学
習活動への参加を促進し、もって生涯
学習の一層の振興に資することを目的
とする。

平成16年度：愛媛県において１
０月９日から１３日まで、１６９会
場にて開催し、約４６万６千人の
入場者があった。
平成17年度：鳥取県において１
０月９日から１５日まで、２３１会
場にて開催し、約２８万１千人の
入場者があった。

茨城県において10月5日から
9日まで水戸市等６地域を中
心に開催する予定。

未実施 なし A （１）開催都道府県ごとに設置される実行委員
会（国や開催都道府県、その域内市町村等で
構成）において内容を決定。
（２）開催都道府県ごとに設置される実行委員
会において、期間（概ね１週間程度）や時間帯
を設定している。会場費は実行委員会負担で
あり、生涯学習に係る事業を実施するにあたっ
ての費用（一部出展料を含む）については参
加団体の負担となっている。参加者は無料（一
部材料費等を除く）。
（３）参加団体は公募で募集し、実行委員会事
務局において選定している。来場は自由。
（４）インターネット、パンフレット等

d

58 【ジョブカ
フェ】

経
済
産
業
省

地域の実情にあった、若者の能力向上
及び就業促進を図るため、雇用関連
サービスを１か所でまとめて受けられる
ワンストップサービスセンターを設置す
るもの。

・平成１６年度より、雇用関連
サービスを１か所でまとめて受け
られるワンストップサービスセン
ター（ジョブカフェ）を設置してい
る。
２０のモデル地域においては、
経済産業省が、厚生労働省と連
携しながら、民間事業者を積極
的に活用し、カウンセリングから
研修までのサービスを一貫して
きめ細かく提供するとともに、企
業ニーズに即した職業訓練を実
施し、若者の能力開発を図って
いる。
　《ジョブカフェモデル地域の実
績》
　○平成１６年度（１５モデル地
域）
　　サービス利用者　約５８万人
　　就職決定者数　　約３．２万
人
　○平成１７年度（２０モデル地
域）
　　サービス利用者　約９９万人
　　就職決定者数　　約６．１万
人

引き続き、サービスを実施す
るとともに、各地域が自立的、
継続的にジョブカフェ事業を
実施できるよう、運用面、体制
面の整備を進める。

（方法）
○ジョブカフェ事業の
効果検証に関する調
査
ジョブカフェサービスの
利用者・利用企業や
ジョブカフェを利用して
就職した者などの視点
による、サービスに対
する満足度や就職に
向けた効果等を調査、
評価、分析する。
（結果）
・当初、就職するかどう
かに迷っていた人の約
５割が就職したいという
意志を持つに至るな
ど、ジョブカフェのサー
ビスの利用を通じて就
職意欲が向上している
ことが確認された。
・職業訓練について
は、サービス利用者の
うち、約７割が就職に
つながる効果があった
と評価。

○厚生労
働省（ハ
ローワー
ク）、自治
体の職業
紹介と連
携

A （１）各地域が策定する事業計画、目標に沿っ
て実施するとともに、ジョブカフェ評価委員会
の助言を受けながら、事業を評価。
（２）（時間帯・期間・費用負担等）各地域の実
施状況により異なる。
（３）原則として、ジョブカフェの登録者による申
込み。
（４）各地域において、募集を行っている。

d

59 【生涯学
習活動
のＩＴ化
支援事
業（うち
「エル・
ネット高
度化推
進事
業」）】

文
部
科
学
省

エル・ネット（教育情報衛星通信ネット
ワーク）を活用した大学公開講座の全
国への提供を通じ、公民館等の社会教
育施設等における多様な学習機会の
提供を支援する。

エル・ネットにより配信された大
学公開講座数　２２６

平成１６年度で終了 エル・ネットを活用して
提供した大学公開講
座数が対前年度比１０
０％以上。
したがって、想定した
以上に順調に進捗。

なし A （１）事業ごとに委託先において決定。
（２）特になし
（３）事業ごとに委託先において決定。
（４）事業ごとに委託先において決定。

d

60 【地域に
おける教
育情報
発信・活
用促進
事業】

文
部
科
学
省

エル・ネット（教育情報衛星通信ネット
ワーク）を活用した地域の特色あるコン
テンツの全国発信等を通じ、学習機会
の提供を図る。

地域における学習コンテンツの
全国への配信数　９８

引き続き、本事業を実施。 委託事業の活動内容
について、外部の有識
者に見ていただき今後
の活動への助言を得
ている。

なし A （１）事業ごとに委託先において決定
（２）事業ごとに委託先において決定
（３）事業ごとに委託先において決定
（４）事業ごとに委託先において決定

d

○高度情報通信ネット
ワーク社会に対応した
教育の推進
・学校教育、社会教育
を通じて情報活用能
力を育成するための
情報教育を推進する
とともに、情報通信技
術を活用した教育の
推進に努める。（文部
科学省）

○民間教育事業との
連携
・民間教育事業者に
対して、男女共同参画
社会の理念を踏まえ
ながら、事業の実施、
相互の連携、地方公
共団体との連携を図
るよう指導、助言を行
うなど、民間教育事業
者の健全な発展を促
進するよう努める。
（文部科学省）

　また、生涯学習に
関する意識啓発等の
ため、商工会議所が
行う生涯学習振興方
策に関する国際シン
ポジウムを開催し、
学習機会の提供を図
る。（第1次）
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

61 【教育用
コンテン
ツの活
用・促進
事業（う
ち「教育
用コンテ
ンツの奨
励事
業」）】

文
部
科
学
省

教育上価値が高く、学校教育又は社会
教育に利用されることが適当と認められ
る作品を選定し、普及・促進を図る。

奨励事業の選定数、応募数
平成１６年度実績　３３２

引き続き、本事業を実施。 昨年と比較して、同数
以上の選定数があった
ことから、概ね順調に
進捗していると判断。

なし C （１）教育映像等審査規定によって選定する。
（２）選定を受けた映画会社等が、文部科学省
の規定に従って独自に広報を行う。
（３）該当なし
（４）情報提供または相談等に関しては、基本
的に業務時間内の範囲で行っている。

d

62 【学習素
材のデ
ジタル化
連携促
進事業】

文
部
科
学
省

国民生活に身近な課題を題材とした、
生涯学習のためのコンテンツ制作を支
援するため、学習者同士の学び合いの
中から手作りの学習素材を作り出す実
践活動を通して、学習者が相互に触発
し合いながら情報収集や提供活動が行
えるよう、地域間・分野間・組織間を越
えた広範な活動連携を促進させるため
の事業を実施。

有識者から構成される「連携促
進委員会」を設置し、学習素材
の収集・提供活動のための企
画・立案を行うとともに、モデル
地域として３地域を選定し、それ
ぞれ「食と農」「関東絹の道」「防
災学習」をテーマとした学習の
実践事業を実施。

引き続き、本事業を実施。 未実施 なし A （１）年度毎に、連携促進委員会において内容
等を精査している。
（２）特になし
（３）各モデル地域において、受講者を募集し
ている。
（４）インターネット、パンフレット等により周知

d

○現代的課題に関す
る学習機会の充実
・政策・方針決定への
参画の促進にも資す
るよう、地球環境の保
全、国際理解、人権、
高齢社会への対応、
男女共同参画社会の
形成などの現代的課
題に関する学習機会
の充実を図ることによ
り、現代的課題につい
て自ら学習する意欲と
能力を培うとともに、
課題解決に取り組む
主体的な態度を養う。
（文部科学省）

63 【社会教
育活性
化２１世
紀プラ
ン】

文
部
科
学
省

　消費者問題、健康問題、職業能力向
上等、現代的課題に関するモデルプロ
グラムを開発するとともに事例を収集し
全国に普及する。

平成17年度実績
・災害に対する公民館のあり方
に関する調査研究を実施すると
ともに、公民館職員等の対応マ
ニュアルを作成し関係機関に配
布。
・地域に広がる消費者トラブル・
被害の防止を図る観点から、消
費者教育に関する教材を作成
し、関係機関へ配布。
・地方の博物館等の適切な運営
のために，自己点検や評価等で
活用できる博物館の経営・運営
について指標（ベンチマーク）づ
くりを行い関係機関に配布。

平成17年度と同趣旨にて実
施予定。

未実施（平成１７年度
政策評価実施予定）

なし A （１）事業ごとに委託先において決定
（２）事業ごとに委託先において決定
（３）事業ごとに委託先において決定
（４）事業ごとに委託先において決定

d

○学習成果の適切な
評価
・様々な学習活動の
成果が適切に評価さ
れるような社会の実現
に向け、生涯学習施
策に関する調査研究
を行うととともに、大学
等において専修学校
での学習の成果など
を単位として認定する
ことを奨励する。（文
部科学省）
様々な学習活動の成
果が適切に評価され
るようにするために、
学習成果の活用に関
する調査研究を行うと
とともに、文部科学省
認定技能審査を引き
続き実施 し、大学等
において専修学校で
の学習の成果や文部
科学省認定技能審査
に合格した場合などを
単位として認定するこ
とを奨励する。（第1
次）

64 【大学に
おける単
位認定】

文
部
科
学
省

単位認定の弾力化を図るため 平成16年度時点において、専
修学校での学習の成果などを単
位として認定している大学数を
調査・公表し、各大学におい
て、専修学校での学習の成果を
単位として認定することを促して
いる。

平成17年度の実施状況を公
表する。

専修学校での学習の
成果などを単位として
認定している大学数を
調査している。平成16
年度の実施状況は、
336大学（前年度比37
大学増）となっている。

なし D なし  d

イ　エンパワーメント
のための女性教育・
学習活動の充実

○女性のチャレンジを
支援するための学習
機会の提供
・女性のチャレンジを
支援する教育・学習な
ど情報提供を一層充
実する。（文部科学
省）

・結婚・出産等により、
職業生活の中断を余
儀なくされた女性の再
チャレンジのため、職
業生活に必要な能力
開発のための学習プ
ログラム等の充実及
び学習機会の提供に
一層努める。（文部科
学省）

65 【独立行
政法人
国立女
性教育
会館情
報事業】

文
部
科
学
省

男女共同参画及び女性・家庭・家族に
関する基本的かつ全国的な資料・情報
を収集・提供するとともに、利用しやす
いポータルとデータベースの充実を図
る。

所蔵資料（平成18年3月現在）
　図書　　　　　　83,251冊
　地方行政資料　22,256冊
　雑誌　　　　　　3,256種
　新聞　　　　　　　75種
　新聞切り抜き　198,051点
文献情報データベース　（平成
18年3月現在）
　図書　　　　　　63,358件
　雑誌　　　　　　3,256件
　地方行政資料　　19,403件
　和雑誌記事　　　48,766件
　新聞記事インデックス
198,051件
女性関連施設データベース
590件（施設）
　女性学・ジェンダー論関連科
目データベース　　961大学
15,945科目
　女性と男性に関する統計デー
タベース　551件
　子育てネットワークデータベー
ス　　　5,139件
　男女共同参画人材情報デー
タベース　　434件
　女性のキャリア形成支援サイト
（平成18年3月27日開設）

　引き続き、男女共同参画及
び女性・家庭・家族に関する
国内外の資料を収集・整理
し、女性教育情報センターに
おいて提供するとともに、ポー
タルとデータベースの追加・
更新をする。

　平成１６年度
独立行政法人国立女
性教育会館平成１６年
度に係る業務の実績
に関する評価により検
証。
→中期目標・中期計画
に照らして達成。
平成１７年度はこれか
ら評価予定。

なし  C （１）・レファレンスによるニーズ等を把握。
（２）・研修事業等の開催期間中は開館時間の
延長している。文献複写サービスは費用負担
あり。
（３）なし（施設利用については目的により目的
利用者と一般利用者に区別）
（４）・都道府県の教育委員会・男女共同参画
担当や女性関連施設、国公立大学等にリーフ
レットを送付。
国立女性教育会館ホームページでも広報。

a，b，
c

66 【男女の
家庭・地
域生活
充実支
援事業】

文
部
科
学
省

主に男性の家庭・地域活動の両立を支
援するモデルになるような事業及び男
性とのパートナーシップを図りつつ、女
性の社会参画を支援するための学習や
その成果の普及を図る。

委託件数：８カ所 なし（平成16年度で終了） 男女共同参画の促進
に資するモデル事業
の実施数により検証。
地方において本事業
をモデルとした自主的
な取組等が見られ、成
果が普及していると評
価

なし A （１）年度ごとに計画を提出させ、事業の趣旨に
合致しているものを選考、委託している。
（２）計画毎に異なる（委託先において計画）
（３）計画毎に異なる（委託先において計画）
（４）委託先において企画・実施

a，d○女性の生涯にわた
る学習機会の充実
・女性が自らの意思に
よって社会のあらゆる
分野における活動に
参画するための力を
つけるため、女性の多
様化 高度化した学習
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

67 【女性の
キャリア
形成支
援プラ
ン】

文
部
科
学
省

キャリア形成支援事業の委託等を行うこ
とにより、女性が社会で十分能力を発
揮し、多様なキャリアを形成するための
支援策について調査研究を行い、その
成果の普及を図る。

委託件数
(ア) 女性のキャリア形成支援事
業委託先
平成16年度及び平成17年度
各7カ所
(イ) 上へのチャレンジ支援事業
委託先
　平成17年度　6ヵ所

・女性のキャリア形成支援事
業
　継続事業の3年目にあたり、
引き続き委託先ごとに事業を
実施
・上へのチャレンジ支援事業
　18年度の委託先について選
定し、委託先ごとに事業を実
施
・女性の理工系進路選択支援
事業
　18年度の委託先について選
定し、事業を実施

　平成16年度
　　男女共同参画の促
進に資するモデル事
業の実施数により検
証。概ね順調に進捗し
ている。
　　平成17年度はこれ
から評価予定。

なし A （１）年度ごとに計画を提出させ、事業の趣旨に
合致しているものを選考、委託している。
（２）計画毎に異なる（委託先において計画）
（３）計画毎に異なる（委託先において計画）
（４）委託先において企画・実施

・女性
のキャ
リア形
成支
援事
業:c，
d
・上へ
のチャ
レンジ
支援
事業:a
・女性
の理
工系
進路
選択
支援
事
業:b

○女性の能力開発の
促進
・職業生活に必要な能
力開発のための学習
プログラム等の充実
及び学習機会の提供
に努める。特に、結
婚・出産等により、職
業生活の中断を余儀
なくされた女性に配慮
する。（文部科学省）

68 【独立行
政法人
国立女
性教育
会館事
業】（再
掲）
【専修学
校新社
会人キャ
リアアッ
プ推進】
（再掲）
（※女性
の再チャ
レンジ
コースの
み）

文
部
科
学
省

○女性の学習グルー
プの支援
・女性団体・グルー
プ、ＮＰＯ等の学習活
動の支援、リーダー養
成に努め、女性の社
会参画の促進を図る
とともに、参画した女
性の活動成果の普及
促進に努める。また、
女性団体等の情報活
用能力の向上のため
の取組を促進する。
（文部科学省）

69 【独立行
政法人
国立女
性教育
会館研
修事業】

文
部
科
学
省

女性のエンパワーメントの促進を図るた
め、女性教育指導者等を対象に女性教
育、家庭教育に関する事業の企画立案
及び団体・グループ等の活動の推進に
必要な専門的知識・技術習得などを図
る研修事業を実施。

「女性のキャリア推進セミナー」
「女性のエンパワーメント支援セ
ミナー」を実施
参加者数
平成16年度　参加者　５２名　う
ち女性　５１名
平成17年度　参加者　３２名　う
ち女性　３０名

「女性のキャリア形成支援推
進研修」「男女共同参画のた
めの研究と実践の交流推進
フォーラム」

平成１６年度
独立行政法人国立女
性教育会館平成１６年
度に係る業務の実績
に関する評価により検
証。
→中期目標・中期計画
に照らしてほぼ達成。
平成１７年度はこれか
ら評価予定。

なし A （１）・年度ごとに内容を精査し、決定。
（２）・事業毎に時間帯や期間・費用負担等に
ついて決定
（３）・1施設、１団体1名を原則に選考。
（４）・都道府県の教育委員会、男女共同参画
担当や女性関連施設、国公立大学等に開催
要項を送付。
会館ホームページでも広報。

a

70 【独立行
政法人
国立女
性教育
会館の
事業の
充実】

文
部
科
学
省

独立行政法人国立女性教育会館は、
女性教育指導者その他の女性教育関
係者に対する研修、女性教育に関する
専門的な調査及び研究等を行うことに
より、女性教育の振興を図り、男女共同
参画社会の形成の促進に資することを
目的とする。

利用者数
　平成16年度　116,808名　うち
女性　77,592名
　平成17年度　129.465名　うち
女性　88,979名
ホームページアクセス件数
 平成16年度　321,000件/平成
17年度　363,000件
所蔵資料（平成18年3月現在）
　図書　83,251冊/地方行政資
料　22,256冊/雑誌　3,256種/
新聞　75種/新聞切り抜き
198,051点
文献情報データベース　（平成
18年3月現在）
　図書　63,358件/雑誌　3,256
件/地方行政資料　19,403件/
和雑誌記事　48,766件/新聞記
事インデックス　198,051件
女性関連施設データベース
590件（施設）
　女性学・ジェンダー論関連科
目データベース　　961大学
15,945科目
　女性と男性に関する統計デー
タベース　551件
　子育てネットワークデータベー
ス　　　5,139件
　男女共同参画人材情報デー
タベース　　434件
　女性のキャリア形成支援サイト
（平成１８年３月２７日開設）

　・基幹的な女性教育指導者
等の資質・能力の向上
　　「女性関連施設・団体リー
ダーのための男女共同参画
推進研修」「女性関連施設に
関する調査研究」等

平成１６年度
　独立行政法人国立
女性教育会館平成１６
年度に係る業務の実
績に関する評価により
検証。
→中期目標の達成に
向け着実に成果をあ
げていると評価。
　平成１７年度はこれ
から評価予定。

なし A、C （１）独立行政法人国立女性教育会館評価部
会の年度評価等をもとに見直し。
（２）事業毎に時間帯や期間・費用負担等につ
いて決定。
（３）なし（施設利用については目的により目的
利用者と一般利用者に区別）
（４）・都道府県の教育委員会・男女共同参画
担当や女性関連施設、国公立大学等に開催
要項を送付。
国立女性教育会館ホームページでも広報。

a，b，
c

様化・高度化した学習
需要や情報ニーズに
対応する生涯にわた
る学習機会を充実さ
せる。（文部科学省）

○独立行政法人国立
女性教育会館の事業
の充実等
・独立行政法人国立
女性教育会館におい
ては、国内外の女性
教育のナショナルセン
ターとして、基幹的女
性教育指導者の育
成、女性のチャレンジ
支援のための情報提
供やＤＶ問題教育プロ
グラム開発など喫緊
の課題への対応、ア
ジア太平洋地域等の
女性のエンパワーメン
ト支援、女性アーカイ
ブセンター機能の充実
等を行う。（文部科学
省）
国立女性教育会館に
おいて、女性教育指
導者その他の女性教
育関係者に対する研
修、女性教育、家庭教
育に関する専門的調
査・研究、情報収集・
整理・提供を 行うとと
もに、女性教育関連施
設と連携を図りつつ、
男女共同参画社会の
形成の促進に努める。
さらに、国内外の関連
機関・施設、団体・グ
ループ、個人等との
ネットワークを充実し、
女性情報ネットワーク
の拠点としての機能の
強化を図る。また、公
私立の女性教育関連
施設の運営及び情報
のネットワーク化の推
進、地 域の実情に応
じた学習機会の提供、
相談、調査研究等の
各種事業の支援を図
ることにより、地域にお
ける女性の生涯学習
を総合的に推進する。
（第1次）
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整
理
番
号

施策の
名称等

府
省
庁
名

１　施策の目的 ２　平成16，17年度の具体的実
施状況と実績（個人対象の場合
は、女性の内訳）

３　平成18年度の実施予定 ４　1の「施策の目的」
が達成されたかを検
証している場合は、そ
の検証方法と結果

５　関連
する施策
との連携
の取組

６施策内
容による
分類
A；直接
実施
B；教育
機関支
援
C；自己
啓発支
援
D；その
他

７　分類別調査項目
⇒６の回答がA
（１）内容の決め方。定期的見直し方法。／
（２）能力開発、生涯学習の時間帯・期間や費
用負担等／（３）対象者の選定方法／（４）広
報方法
⇒６の回答がB
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法
⇒６の回答がC
（１） 対象選定方法／（２） 広報方法／（３） 助
成；対象プログラムの決め方。定期的に見直し
の方法。／（４） 情報提供、相談等；時間帯・費
用負担等
⇒６の回答がＤ
「７　分類別調査項目」の回答不要。

　８
チャレ
ンジ
の種
類に
よる分
類
a；
「上」，
b；
「横」，
c；「再
チャレ
ン
ジ」，
d；a～
以外

備考
施策の実施状況男女共同参画社会基本計

画（第2次）
※明朝体で記載したものは
（第１次）

※　８　チャレンジの種類による分類には、直接各チャレンジを目的としていない施策も含まれている。
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能力開発・生涯学習施策に関する各府省ヒアリングについて 

 

１ ヒアリング対象の府省 

内閣府・総務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省 
 
２ ヒアリング日程 

第１５回監視・影響調査専門調査会（１０月２３日） 

  文部科学省・農林水産省・総務省 

第１６回監視・影響調査専門調査会（１１月１３日） 

  厚生労働省・内閣府・経済産業省 

 

３ ヒアリングの趣旨 

個別の施策についての検討・評価を主たる目的とするものではなく、能力開発・生涯

学習施策全体としての方向性や施策の充足の状況などを検討するために実施した。 
 

４ 主なヒアリング項目 

（１）各省共通のヒアリング項目 

①施策の立案及び評価に際して施策に関する男女別のニーズや効果に関するデータ

を把握し利用しているか 
②施策の評価について、事業実施の実績などのアウトプットだけではなく、その後の

就労への結びつきやマクロデータの変化などアウトカムでの評価を行っているか 
③個別施策単位のみでなく、能力開発または生涯学習施策の事業全体として評価をし

ているか 
④施策間の連携について、関連する分野・テーマの施策や、「能力開発についての動

機付け」－「能力開発」－「就労支援」など、能力開発に関する一連の施策が連携

して行われているか 
⑤企業等（農業経営、ＮＰＯ等も含む）の人材ニーズを能力開発プログラムに反映さ

せているか 
 
（２）厚生労働省個別のヒアリング項目 

・雇用形態の多様化に即した対応がされているか 
（例えば、近年増加している非正規社員は企業における能力開発からはずれやすい

傾向があると考えられるが、訓練給付金制度の対象となるための雇用保険の加入

者は正社員が中心であること、など） 
・企業が雇用を拒んだ場合、拒まれた者の特定の能力の不足などその理由を明確にさ

せ、その者が当該能力に関する訓練等を終了した場合、当該企業はその者を責任を

持って雇用するといった仕組みについての考え 
（強制的な制度としてだけではなく、企業のニーズ把握→労働者の紹介→労働者の

面接・試し雇用→雇用拒否（理由明示）→訓練・研修→雇用、といった流れをつ

くることについて） 
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